




 
 

はじめに 

近年、欧州においては、これまでのグリーン政策に加えて、競争力の確保に政策の

焦点が移ってきており、その際に、技術開発が重要な位置づけを占めている。 

また、IMO MEPC において新たな GHG 削減戦略が採択されたほか、欧州においては

EU-ETS の対象範囲を海運に拡大するとともに、FuelEU Maritime による海運の脱炭素燃

料への転換が加速されることとなっている。加えて、IMO において、新たな GHG 削減

戦略を実現するための中期対策の検討も進められている。 

これらの施策によって、燃料の単価が従来よりも高くなることが見込まれることに

加え、代替燃料は重油に比べて熱量密度が小さいことから貨物スペースへの影響が見

込まれるほか、その供給が不足する可能性があることから、従来にも増して燃費向上

技術を中心としたグリーン化技術の重要性が高まることとなる。 

そのような中、欧州連合（EU）は、新技術の開発・実用化について、手厚い政策的

措置を講じており、また、EU-ETS の拡大を踏まえた Innovation Fund の海事分野への対

象拡大など、新たな施策も講じてきている。 

また、EU を離脱した英国においても、造船・海運の競争力強化は重要なテーマであ

り、技術開発・普及に係る政策が講じられている。 

これらを背景に、本調査では、技術開発・普及を取り巻く欧州・英国の政策の動

向、具体的な支援措置の全体像、プロジェクト事例などをまとめた。 

本調査報告書が関係各位の参考となれば幸いである。 
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1. 欧州における政策動向 

 欧州においては、脱炭素化やデジタルについて、欧州連合（EU）としての戦略及び

政策を定めている。 

技術の開発や実証、普及に係る施策についても、それらの大きな政策の動向と連動

していることから、本項では、欧州連合（EU）における脱炭素化及びデジタルを中心

とした政策の動向と、技術開発・普及に係る施策の全体像について紹介する。 

 

1.1. 欧州連合の脱炭素化関連政策 

欧州連合においては、2019 年 12 月に発表した「欧州グリーンディール（European 

Green Deal）」に基づき、「2050 年までの気候中立、温室効果ガス（GHG : Green 

House Gas）実質排出ゼロの実現」、「経済成⻑と資源の利⽤の切り離し（デカップリ

ング）」、「誰も、どの地域も取り残さない気候中立への移行」を掲げ、運輸、エネ

ルギー、農業、建築物、鉄鋼やセメント、情報技術、繊維、化学などの産業をはじめ

としたすべての分野を対象に様々な政策を展開している。 

欧州グリーンディールの目標は、2021 年 7 月に発効した「欧州気候法（European 

Climate Law）」により拘束力のある目標として法制化され、中間目標として 2030 年に

おいて GHG排出量を少なくとも 55%削減（1990 年比）することも定められた。 

2030 年目標の実現に向け、2021 年 7 月に Fit for 55パッケージとして、エネルギー

効率の改善や再生可能エネルギーの拡大、代替燃料に係るインフラの整備などに向け

た関連規則の改正・整備（海運の脱炭素化に係る施策を含む）などが掲げられた。 

加えて、ロシアによるウクライナへの侵略を受け、2022 年 3 月には REPowerEU とし

て、ロシアの化石燃料依存からの脱却やエネルギー価格高騰への対応等のために、更

なる省エネルギー、再生可能エネルギーの導入目標の上積み、再生可能エネルギー由

来水素の生産・輸入の拡大などを進めることとした。 

更に、2023 年 2 月には、米国のインフレ抑制法（IRA : Inflation Reduction Act）を受

ける形で、クリーン産業に係る政策を強化する「グリーンディール産業計画」を公表

し、ネットゼロ産業法（NZIA : Net Zero Industry Act）によるネットゼロ技術の域内生産
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の強化や、重要原材料法（CRMA : Critical Raw Mateirals Act）による重要資源の確保の強

化、欧州戦略技術プラットフォーム（STEP : Strategic Technologies for Europe Platform）

などによる技術の開発・普及に係る資金提供の強化などを進めている。 

また、欧州委員会（EC : European Comission）は、2024 年 2 月には、1990 年比 90%の

GHG 削減を 2040 年の中間目標として設定すべき旨の提案1を行っており、欧州議会及

び加盟国との議論が行われている。 

欧州委員会（EC）は、2040 年に 90%の GHG 削減を達成するためには、以下の取組

が必要とされ、今後、必要な法令面での措置を提案していく予定としている。 

 2030 年までに GHG を 55%削減するために必要な EU法令の完全な実施 

 風力や水力、電気分解などの既存の強みを活かした産業の脱炭素化。これを強

化するため、欧州委員会（EC）は、EU域内の産業界における CO2排出を管理す

るための新たな取り組みを進めており、炭素の回収・貯蔵及び再利用を可能と

する技術への投資を促進 

 蓄電池や電気⾃動⾞、ヒートポンプ、太陽光発電セルなどの成⻑部門における

域内生産を増強 

 Social Climate Fund や Just Transition Fundなどを通じて脆弱な市⺠や地域、産業

及び労働者を助け、公正性や連帯、社会政策を移行における核に据える 

 農業従事者や産業、ソーシャルパートナーや労働者などの懸念に向き合って開

かれた議論を実施 

 

 
1 https://commission.europa.eu/news/recommendation-2040-target-reach-climate-neutrality-2050-

2024-02-06_en 
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図 1 欧州の脱炭素関連の政策体系 

 

本項においては、これらの施策のうち、海事分野の技術開発・普及に特に関連する

ものについて詳述する。 

 

1.1.1. グリーンディール産業計画 

グリーンディール産業計画は、ネットゼロ技術の域内生産の強化及びネットゼロ技

術と原材料の供給源の多角化を目的としたもので、①予測可能で簡素な規制の枠組

み、②資金へのアクセスの加速、③人材育成、④強靭なサプライチェーンの確保のた

めの貿易の促進を４本の柱としている。 

一つ目の柱については、ネットゼロ技術の域内生産に関しては主にネットゼロ産業

法（NZIA）、原材料の供給源の多角化に関しては主に重要原材料法（CRMA）により措

置され、二つ目の柱については、主に、再生可能エネルギー及びエネルギー貯蔵の普

及の加速や製造業の製造プロセスの脱炭素化などに対する国家補助に係る規制の例外

措置である新たな危機・移行暫定枠組み（TCTF : Temporaly Crisis and Transition 

Framework）や、技術の普及に関する欧州戦略技術プラットフォーム（STEP ）により

措置される。また、三つ目の柱についてはネットゼロ産業法（NZIA）に基づくネット

2019年

12月

欧州グリーンディール
 2050年までの気候中立（Climate Neutral）、GHG排出実質ゼロを達成

 誰も、どの地域も取り残さない気候中立への移行

 経済成⻑と資源の利⽤のデカップリング（切り離し）

2021年

７月

Fit for 55 Package
 2030年のGHG 55%削減（1990年比）の実現に向けた規則の改正等から成るパッケージ施策

 海運の脱炭素化に加え、再生可能エネルギーの拡大（2030年にエネルギーミックスの40%）、
省エネ、炭素国境調整メカニズム（CBAM）の導入など

2022年

３月

REPower EU
 2030年までにロシアの化石燃料依存から脱却、エネルギー価格高騰への対応、冬に備えた天然ガス備蓄の補充

 バイオメタンや再生可能エネルギー由来水素の生産・輸入※の拡大（国内生産1,000万トン、輸入1,000万トン）、
更なる省エネ、再生可能エネルギーの拡大（2030年にエネミックスの42.5~45%, 1,236 GW）など

2023年

２月

グリーンディール産業計画
 再生可能エネルギーの整備を加速するためのネットゼロ技術※の域内生産の強化（2030年の需要の40%）、供給多角化

 規制緩和、財政支援、人材育成、貿易促進

※ 2020年3月 欧州気候法（European Climate Law）

• 2050年 GHG実質排出ゼロ

• 2030年 55%削減（1990年比）

※水素輸入は地中海、北海、ウクライナを通じた輸入回廊に注力

2024年

２月

2040年時点の中間目標の欧州委員会提案（GHGの90%削減）
 風力・水力、電気分解などの欧州の強みを活かした産業の脱炭素化

 炭素の回収・貯蔵及び再利用を可能とする技術への投資促進など

※再生可能エネルギー、水素（電解・燃料電池）、CCS、CO
2
輸送、RFNBO、

運輸向けの持続可能な推進技術、持続可能な代替燃料技術を含む18技術
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ゼロ産業アカデミーの設立が、4 つ目の柱については WTO での活動や自由貿易協定

（FTA : Free Trade Agreements）の締結が主な措置内容となる。 

本項では、これらのうち、ネットゼロ産業法（NZIA）及び欧州戦略技術プラットフ

ォーム（STEP）について詳述する。 

 

1.1.1.1. ネットゼロ産業法（NZIA : Net-Zero Industry Act） 

 ネットゼロ産業法（NZIA）は、欧州においてクリーン技術の市場化に向けた条件を

整え、投資を誘引することで、欧州の産業競争力強化、優れた雇用の創出及びエネル

ギー自立に貢献することを目的としており、2024 年 6 月に施行された。 

 同法に基づく目標として、下記の 19 の重要技術について、2030 年までに域内需要

の 4割以上、及び 2040 年までに世界需要の 15%以上の生産が可能な能力を欧州域内に

確保することを定めるとともに、炭素回収貯留（CCS）について、2030 年までに 5,000

万トンの CO2貯留能力を確保することを定めている。 

 太陽光発電及び太陽熱技術 

 陸上及び洋上再生可能エネルギー技術 

 蓄電池・エネルギー貯蔵技術 

 ヒートポンプ及び地中熱エネルギー技術 

 電解装置及び燃料電池を含む水素技術 

 持続可能なバイオガス・バイオメタン技術 

 炭素回収貯留（CCS : Carbon Capture and Storage）技術 

 送電網技術 

 核燃料サイクル技術を含む核分裂エネルギー技術 

 持続可能な代替燃料技術 

 水力発電技術 

 その他の再生可能エネルギー技術 

 熱供給網を含むエネルギーシステム関連のエネルギー効率技術 

 非バイオ由来の再生可能燃料（RFNBO : Renewable Fuels of Non-Biologincal 

Origin）技術 

 気候変動及びエネルギーに係るソリューションに関連する生命工学技術 

 その他の脱炭素のための産業の移行技術 

 CO2の輸送及び利用に係る技術 
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 運輸向けの風力推進及び電気推進技術 

 その他の原子力（核）技術 

具体的な措置としては、 

 ネットゼロ産業技術に応じたネットゼロ産業アカデミーの設立による教育訓練

の拡充等（一つのアカデミー当たり、設立後 3 年で 10万人の教育訓練を実施す

ることが目標）や、 

 窓⼝の⼀元化、審査の最⻑期間の設定などによる許認可の合理化、 

 ネットゼロ戦略プロジェクトの指定による許認可の加速化等の優遇措置の導

入、 

 ネットゼロ欧州プラットフォームの設立による欧州委員会・加盟国の進捗管

理・共有・議論、利害関係者との関係性の深化、 

 オークションや政府調達における価格以外の評価要素の導入促進など 

が講じられることとされている。 

技術開発に関しては、イノベーションの促進のための規制のサンドボックス（一

定の条件の下での規制の適用除外）の設立や商業化前の段階での公共調達による支

援、戦略的エネルギー技術計画運営グループ（SET Plan Steering Group : Strategic 

Energy Technology Plan Steering Group）の設立による戦略的エネルギー技術計画（SET 

Plan）2の先導・方向づけなどが定められている。 

 

 
2 SET Planは、2007年に初めて公表されたエネルギー分野に係る技術開発に係る戦略であり、

2015年に Energy Union Strategyが公表されて以降、同戦略の 5本目の柱である研究・イノベー

ション・競争力強化における主な措置として位置づけられている。 

 2023年 10月の改訂により NZIAとの整合性の確保が図られ、蓄電池、炭素回収・貯留−炭素回

収利用（CCS-CCU）、産業界における持続可能で効率的なエネルギー利用、海洋エネルギー、

風力、再生可能燃料・バイオエネルギー、水素を含む作業部会により実行に移されている。 
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図 2 SET Planの概要 

 

規制のサンドボックスについては、2025 年の 3 月 30日までに、各加盟国が１つ

以上の連絡先を設け、規制のサンドボックスの設立に係る窓口とすることを要求し

ている。 

 

1.1.1.2. 欧州戦略技術プラットフォーム（STEP : Strategic Technologies for Europe 

Platform） 

欧州戦略技術プラットフォーム（STEP）は、持続可能で競争力のある将来に向けた

戦略技術の開発・生産にフォーカスを当てて資金提供を促進することで、EU の産業競

争力を強化することと、NZIA に基づくネットゼロ産業アカデミーを含む生涯学習・教

育訓練プロジェクトへの支援により労働力と技能の不足に対応することを目指したも

ので、2024 年 3 月に設立された。 

STEP は、NZIA における重要技術を含むクリーン技術・省資源技術と、デジタル・デ

ィープイノベーション技術、バイオ技術を対象に、既存の 11 の EU の技術開発・普及

プログラムと連携して、一定の要件を満たすプロジェクトに対する資金確保を促進す
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ることを目的としており、官⺠合わせて 500億ユーロの投資につなげることを目指し

ている。 

ここで、クリーン技術・省資源技術には、NZIA の重要技術に加えて、3Ｄプリンタ

（付加製造）技術や小型レーザー加工・溶接技術など、先端的な製造技術が含まれ

る。また、デジタル・ディープイノベーション技術には、ＡＩ技術、量子技術、自律

システム、ロボティクスなどが含まれる。 

STEP の枠組みにおいては、対象技術のうち、以下の要件のいずれかを満たしたもの

を重要なものとして認定することとしており、STEP認定（STEP Seal）の付与により、

資金提供の促進策の対象となる。 

 イノベーション性 

顕著な経済的ポテンシャルのある革新的（Innovative）、新興（Emerging）、及

び先端的（Cutting-Edge）な要素を域内市場にもたらすもの。 

a. 革新的、新興、先端的のいずれか 2 つの要素を有している技術であること

が必要 

b. 様々な欧州連合の市場において開発又は製造に大きな影響を与え、各加盟

国間での正の波及効果をもって顕著な経済的ポテンシャルがあると示すこ

とが必要 

 戦略的依存性 

欧州連合の戦略的な依存性を低減し、又は回避することに貢献するもので、以

下の 5 要素のうちの複数に合致する技術。 

a. 欧州連合の産業的・技術的リーダーシップを強化するもの 

b. 重要インフラを支えるもの 

c. 戦略的な依存性が存在する分野において、生産能力を拡大するもの 

d. 供給のセキュリティを強化するもの 

e. 欧州域内市場において国境を超える好影響を促進するもの 

 STEP と連携している 11 のプログラムのうち、欧州委員会が直接運営する Horizon 

Europe、Innovation Fund、Digital Europe Programme、EU4Health、European Defence Fund

の５つのプログラムが、欧州委員会による STEP認定の対象となっている。なお、この

うち European Defence Fund については、STEP のために 15億ユーロの追加予算が措置

された。 
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これらのプログラムへの申請に係る審査に際して STEP認定の要件の審査も独立して

行われ、場合によっては、プログラムの補助の対象から漏れた場合でも、STEP認定が

付与されることとなる。 

STEP認定が付与されたプロジェクトは、STEP ポータルに掲載され、STEP の目的への

貢献やプロジェクトの質が証明されることで、官⺠の追加投資が促進されることが期

待される。加えて、InvestEU との連携により、InvestEU ポータルにおいても、STEP認

定を受けたプロジェクトを掲載し、⺠間の投資者などがプロジェクトの情報を得て、

支援をしやすくすることを狙っている。 

また、欧州委員会との協議のうえで欧州連合の加盟国が運営をする 5 の「結束政策

基金（Cohesion Policy Fund）」、具体的には、European Regional Development Fund、

European Social Fund+、Recovery & Resilience Facility、Cohesion Fund、Just Transition Fund

も、STEP と連携しており、加盟国の意向により、その一部を STEP の目的と紐づけて

運用することとされており、STEP ポータルにおいて、各国の単一の窓口から、利用可

能な支援を見つけることができるようになっている。 

このうち、Recovery & Resilience Facility については、InvestEU のもとで、加盟国は、

自国向けの資金の最大 10％を、STEP に関連するプロジェクトに充てることができるこ

ととされている。 

 

 

図 3 STEPと連携している支援プログラム 
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1.1.2. Fuel EU Maritime規則 

 2025 年 1 月 1日から新たに適用が開始された FuelEU Maritime 規則3は、再生可能燃

料及び低炭素燃料の需要の増大とその普及を図ることを目的としており、もって、海

運の円滑なオペレーションを維持し、欧州連合（EU）域内市場の歪曲を避けながら、

海運の GHG排出を削減することを目指している。 

同規則は、海運分野で用いられる燃料の GHG 強度を確実に削減するための新たな措

置を設けるものであり、2020 年の MRV4（GHG排出量の測定、報告及び検証）のデー

タに基づき算定されたリファレンス値 91.16 gCO2eq/MJ に対して、2025 年に 2%、2030

年に 6%、2035 年に 14.5%、2040 年に 31%、2045 年に 62%、2050 年に 80%という削減

基準（表 1）を定めている。この GHG 強度はいわゆる Well-to-Wake の考え方を採用し

ており、燃料の生産から利用までの全体を考慮することが求められる。 

 

表 1 FuelEU Maritime規則による燃料の GHG強度削減目標（筆者作成） 

 2025 2030 2035 2040 2045 2050

削減率（%） 2 6 14.5 31 62 80

GHG 強度（gCO2eq/MJ） 89.3 85.7 77.9 62.9 34.6 18.2

 

 さらに、同規則は、旅客船とコンテナ船に対して、2030 年以降、欧州連合（EU）の

主要港に寄港し係留している間の必要電力全体について、陸電供給を用いることを義

務付けている。 

 同規則は、総トン数 5,000 トン以上の船舶に適用され、EU/EEA域内の航海の 100%、

EU/EEA域外と域内との間の航海の 50%が対象となる。（図 4） 

 

 
3 https://eur-lex.europa.eu/legal-

content/EN/TXT/?uri=uriserv:OJ.L_.2023.234.01.0048.01.ENG&toc=OJ:L:2023:234:TOC 
4 MRV規則（Monitoring, Reporting and Verification Maritime Regulation）に基づく報告データ 
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図 4 FuelEU Maritime規則の対象となる航海（DNV） 

 

FuelEU Maritime 規則は、燃料の GHG 強度を規制対象としており、技術的に中立なア

プローチを採っているが、下図のとおり、風力補助推進システム（WAPS : Wind 

Assisted Propulsion System）については、係数（Wind Reward Factor）により考慮ができ

るようになっている。船上 CO2 回収・貯留装置（OCCS : Onboard Carbon Capture and 

Storage System）については、現状においては考慮されず、今後の検討にゆだねられる

こととされている。 

 

 

図 5 FuelEU Maritime規則において考慮される技術（緑色の枠内の技術） 
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1.2. 欧州のデジタル関連施策 

 欧州では、デジタル関連政策について、2021 年 3 月に「2030 Digital Compass」とし

て、2030 年におけるビジョンを示したうえで、2022 年 12 月に政策プログラムである

「Digital Decade Policy Programme 2030」を発表しており、それに基づく取組が進めら

れている。 

 2030 Digital Compass では、「デジタルスキル（Skills）」、「デジタルインフラ

（Infrastrucutres）」、「ビジネスのデジタル変革（Business）」、「公共サービスのデ

ジタル変革（Public Services）の 4 分野についてそれぞれ数値目標を掲げており、Digital 

Decade Policy Programme 2030 において、各分野について下記の目標を正式な合意とし

て位置づけた上で、欧州委員会がその進捗をまとめ、毎年、欧州議会及び欧州理事会

に報告することとされている。 

デジタルスキル（Skills） 

 16歳から 74歳の少なくとも 80%が基本的なデジタルスキルを習得 

 少なくとも 2,000万人の追加的な ICT専門家の雇用を創出 

デジタルインフラ（Infrastructures） 

 全世帯でギガビット接続を確立。すべての人口集積地を５Ｇ相当以上の次世代

高速通信でカバー 

 最先端半導体の世界シェア 20%以上 

 気候中立でセキュアな 10,000 のエッジノードを整備し、事業が行われる場所に

おいて数ミリ秒の低遅延でのデータへのアクセスを確保 

 2030 年における世界最先端の量子技術の確保に向け、2025 年までに量子アクセ

ラレーションを備えた初のコンピュータを開発 

ビジネスのデジタル変革（Business） 

 欧州企業の 75%が事業においてクラウドサービス、ビッグデータ、AI のいずれ

か一つ以上を使用 

 90%以上の中小企業が基礎レベルのデジタル化を達成 

 ユニコーン企業の数を少なくとも２倍にするため、革新的な事業の育成促進と

そのための財政支援を強化 

公共サービスのデジタル変革（Public Services） 
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 主要な公共サービスをオンラインで利用可能とする 

 全 EU市⺠が⾃らの医療記録へのアクセスを可能とする 

 全ての EU市⺠がデジタル ID を利用 

 また、Digital Decade Policy Programme 2030 では、各加盟国に対し、必要な投資・資

源の見積もりを含めた国家デジタルディケード戦略ロードマップを作成し、欧州委員

会に提出することを求めている。 

 2024 年 7 月に欧州委員会がまとめた第 2回目の報告書においては、初めて、各加盟

国の戦略ロードマップの評価が行われた。そのうえで、現在のシナリオでは、EU の野

心的な目標レベルを達成できないと評価し、特に、デジタルスキル、高品質な通信環

境、企業による AI とデータ解析の活用、半導体の製造及びスタートアップエコシステ

ムについて、欧州レベル及び加盟国レベルの両面における追加投資の必要性を指摘し

ている。また、各加盟国に対して、戦略ロードマップの見直しを行い、2024 年 12 月 2

日までに欧州委員会に提出するように要請している。 

 支援策としては、「Digital Europe Programme（DIGITAL）」により、スーパーコンピ

ューター、AI、サイバーセキュリティー、先進的なデジタルスキル、経済・社会にお

ける広範なデジタル技術の利用の 5 分野と、2023 年の半導体法（Chips Act）の施行に

伴い追加された半導体の分野を対象に、総額 81億ユーロの予算により、欧州デジタル

イノベーションハブ（EDIH : European Digital Innovation Hub ）を通じた中小企業の支援

や、イノベーションの促進、デジタルスキルへの投資などを推進している。 

 DIGITAL は、前述の STEP認定の対象となっているほか、研究・技術開発について

Horizon Europe、デジタルインフラについては Connecting Europe Facility（CEF）などと

相俟ってデジタル化の促進を行うこととしている。 

 

1.3. 欧州の技術開発・普及に係る施策の全体像 

本項では、海事分野のテーマに関係の深い欧州の技術開発・普及に係る施策につい

て、全体像をまとめることとし、個別のプロジェクトについては、後の項目において

詳述する。 

欧州においては、研究・技術開発から普及にかけたフェーズ毎に様々な支援措置が

利用可能（図 6）となっている。 
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図 6 プロジェクトフェーズ毎の支援措置の例（筆者作成） 

 

 Horizon Europe は、主に研究段階からコンセプト実証、パイロット事業までをカバー

する欧州委員会（EC）による研究開発・イノベーションを対象とした主要な支援策で

あり、2021 年から 2027 年までの期間を対象に、総額 955 億ユーロの予算規模が確保

されている。Horizon Europe では、グリーントランジション、デジタルトランジション

及び強靭性・競争⼒・包摂性・⺠主性の強化に重点を置いて、海事分野を含む研究開

発・イノベーションプロジェクトへの支援を行っている。 

 Innovation Fund は、EU 排出量取引制度（EU-ETS : EU Emissions Trading System）の収

益を原資に、欧州の気候変動対策における社会実装の部分を担っており、EU-ETS の炭

素価格によって変動するが、予算規模は 2020 年から 2030 年の間に 400 億ユーロを確

保することが予定されている。支援は、パイロット事業から普及に向けたスケールア

ップまでを主な対象としている。2023 年 11 月から 2024 年 4 月にかけて行われたネッ

トゼロ技術に係る総額 40 億ユーロ規模の公募においては、2024 年 1 月から海運も EU-

ETS の対象となったことを受けて、海運分野が正式に支援対象となり、また、採択の

評価に当たって加点が加えられた。ただし、それ以前においても、再生可能エネルギ

ーなどの分野で海事関係のプロジェクトへの支援も行われている。 

 InvestEU は、欧州において重要で付加価値をもたらす持続可能なインフラ、研究・

イノベーション・デジタル化、中⼩企業及び公共投資・技能の４分野を対象に、⺠間

及び公的な投資を金融面で支援（融資、出資、保証）するファンドであり、技術のス

ケールアップ・普及拡大フェーズが主な支援対象。海事分野においては、海運のグリ

ーン化技術や港湾における電気関係設備、代替燃料インフラへの支援が可能。実際の
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ファイナンス組成に当たっては、欧州投資銀行（EIB : European Investment Bank）が

InvestEUファンドの主要なパートナーとなっている。 

 Connecting Europe Facility（CEF）は、港湾や海運回廊を含めた欧州の交通・輸送に係

るインフラに係る投資を支援するプログラムであり、補助のほか、保証やプロジェク

ト債などの革新的なファイナンス措置により、ファイナンス面での支援も行ってい

る。交通・輸送分野を対象とする CEF Transport の他に、エネルギーインフラを対象と

した CEF Energy、通信インフラ等のデジタル関係を対象とした CEF Digital が存在する。 

 LIFE Programme は、環境保護や気候変動対策に係るプロジェクトへの支援を実施す

るプログラムであり、自然・生物多様性、循環型経済・生活の質、気候変動対策・適

応及びクリーンエネルギーへの移行の分野を対象としている。このうちクリーンエネ

ルギーへの移行については、Horizon Europe の前身である Horizon 2020 から引き継がれ

たもので、水素の利活用に係るプロジェクトが対象となるが研究開発に対する支援は

限定的であり、主に技術協力や単独又は複数の地域、国による気候変動戦略又は行動

計画の実行に係るプロジェクトなどが対象となる。LIFE では、2021 年から 2027 年に

かけて合計 54.3億ユーロの資金を確保している。 

 これらに加えて、原則として禁止される欧州連合加盟国独自の支援制度の例外とし

て、EU域内市場規則に適合すると欧州委員会に認められた各国の支援制度（State 

Aid）や、欧州の共通利益に適合する重要プロジェクト（IPCEI : Important Projects of 

Common European Interest）として、複数の加盟国が共同で支援を行うものなども存在

する。 

 さらに、人材育成に関しては、Erasums+プログラムにおいて、教材の開発や教育訓

練の体制整備などが行われており、2021 年から 2027 年にかけて 262億ユーロが確保

されている。 

 

1.4. 欧州における今後の重要政策 

 2024 年 12 月に 2期目のフォン・デア・ライエン委員⻑による欧州委員会の新体制

が発足したところ。同政権は「欧州の持続可能な繁栄と競争力の強化」を重要施策の

一つに掲げ、発足 100日以内の「クリーン産業ディール（Clean Industrial Deal）」の立

ち上げや、「循環型経済法（Circular Economy Act）」等による循環型で強靭な経済への
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移行、デジタル技術の普及による生産性向上、技術研究開発の強化、教育訓練の強化

などが計画されている。 

 また、運輸分野については、ツィツィコスタス委員（持続可能な交通と観光担当）

の下で、海事関係の製造業の競争力及び持続可能性と強靭性を強化するための新たな

戦略である「海事産業戦略（Maritime Industry Strategy）」や、競争力とセキュリティ

に焦点を当てた「総合的な欧州港湾戦略（Comprehensive EU Port Strategy）」の策定が

予定されている。 

 2025 年 1 月 29日には、今後の戦略の方向性を示す基本指針である「競争力の羅針

盤（Competitiveness Compass）」を発表5（図 7）した。これは、欧州が次のステップ

に進むために必要な政策の変更点を特定することと、意思決定のスピードと質を高

め、政策の枠組みや規制を単純化し、断片化を避けるための新たな協調の方法を定め

ることを目的としている。 

 

図 7 競争力の羅針盤（Competitiveness Compass）の全体像 

 

競争力の羅針盤は、「①イノベーションの格差の解消（Closing the Innovation 

Gap）」、「②脱炭素と競争力強化を総合したロードマップ（A Joint Roadmap for 

 
5 https://commission.europa.eu/document/download/10017eb1-4722-4333-add2-e0ed18105a34_en 
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Decarbonisation and Competitiveness」及び「③過度の依存の削減とセキュリティの強化

（Reducing Excessive Dependencies and Increasing Secuirty）」を三本柱とし、「規制環境

の簡素化（Simplification）」、「単一市場の障碍の除去（Removing barriers in the Single 

Market）」、「ファイナンス（Financing）」、「技能と良質な雇用（Skills and Quality 

Jobs）」及び「協調性の向上（Better Coordination）」を全セクター共通の競争力確保

の成功要因としている。 

「①イノベーションの格差の解消」は、イノベーションを通じた生産性の向上に係

るもので、スタートアップの設⽴を促進しその成⻑のための環境を整えたり、ベンチ

ャーキャピタルの市場をより深化・効率化させるとともに、才能の移動や保持を容易

にすることや、最新鋭のインフラへの投資、イノベーション・研究開発を増進するこ

と行うこととしている。「スタートアップ・スケールアップ戦略（Start-up and Scale-

up Strategy、2025 年第 2四半期）」や「欧州イノベーション法（European Innovation 

Act、2025 年第 4四半期〜2026 年第 1四半期）」、「欧州研究開発分野法（European 

Research Area Act、2026 年）」などが具体の施策として位置づけられている。 

「②脱炭素と競争力強化を総合したロードマップ」は、脱炭素政策と産業・競争

力・経済・貿易政策の統合を図るもので、クリーン移行のためのビジネスケースの強

化や安価なエネルギーへのアクセスの向上、クリーン技術の製造にかかる競争力の強

化などを行うこととしている。「クリーン産業ディール（Clean Industrial Deal）及び安

価なエネルギーに係るアクションプラン（Action Plan on Affordable Energy）（いずれも 

2025 年第 1四半期）」、「産業脱炭素化アクセラレーター法（Industrial Dearbonisation 

Accelerator Act、2025 年第 4四半期）」、「新たな国家補助枠組み（New State Aid 

Framework、2025 年第 2四半期）」、「鉄鋼及び金属アクションプラン（Steel and 

Metals Action Plan、2025 年）」、「欧州港湾戦略（European Port Strategy）及び産業海

事戦略（Industrial Maritime Strategy）（いずれも 2025 年）」、「炭素国境調整メカニ

ズム（CBAM : Carbon Border Adjustment Mechanism）のレビュー（2025 年）」、「海洋

憲章（Oceans Pact、2025 年第 2四半期）」、「欧州気候法の改正（Amendment of the 

Climate Law、2025 年）」などが具体の施策として位置づけられている。 

「③過度の依存の削減とセキュリティの強化」は、セキュリティと戦略的自律性の

より強固な統合に係るもので、政策とパートナーシップを発展させ、経済セキュリテ

ィ、強靭性及び戦略的利益に投資をするとともに、防衛産業の能力の強化、汎欧州で

の協力による下支えなどを行うこととしている。「地中海横断的なエネルギー・クリ
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ーン技術協力イニシアチブ（Trans-Mediterranean Energy and Clean Tech Cooperation 

Initiative、2025 年第 4四半期）」、「重要鉱物資源の共同調達プラットフォーム（Join 

purchasing platform for Critical Raw Minerals、2025 年第 2〜3四半期）」、「将来の欧州

の防衛に係る白書（White Paper on the Future of European Defence、2025 年第 1四半

期）」などが具体の施策として位置づけられている。 

また、セクター横断的な共通施策に関しては、例えば「規制環境の簡素化」につい

てのオムニバス提案（Omunibus Proposal）によって、持続可能性に係る報告事項・デ

ューデリジェンス・タクソノミーの簡素化などを行い、管理上の負担を大企業は

25%、中小企業は 35%削減することを目指すとともに、「協調性の向上」について、

次期の 7 年間予算において競争力ファンド（Competitiveness Fund）を創設し、AI、宇

宙、クリーン技術、バイオ技術への資金投入を強化することなどが掲げられている。 

本項では、これらの施策の下敷きとなっている 2024 年 9 月に公表された報告書

（The future of European Competitiveness、いわゆるドラギレポート）及び 2025 年 2 月

26日に発表された「クリーン産業ディール」について詳述する。 

 

1.4.1. The Future of European Competitiveness（ドラギレポート） 

 ドラギレポートは、欧州中央銀行（ECB : European Central Bank）の前総裁であり、イ

タリアの前首相でもマリオ・ドラギ氏が、欧州委員会（EC）の依頼に基づいて 2024 年

9 月に取りまとめ、公表された報告書であり、欧州委員会による政策の下敷きとされ

ている。 

 報告書の検討に当たっては、広範な有識者、業界からの貢献を受けており、海事関

係の企業として Fincantieri 及び Maersk が、業界団体として欧州の船主協会（ECSA : 

European Community Shipowners’ Association）、港湾団体（ESPO: European Sea Ports 

Organisation）、造船・舶用工業会（SEA Europe : Shipyards’ and Maritime Equipment 

Association of Europe）が貢献者に含まれている。 

レポートは、欧州の競争戦略に係る Part A と、分野別に詳細な分析と推奨事項をま

とめた Part B から構成されている。 

Part A では、デジタル革命に対応できなかったことなどから欧州における生産性の

向上が減速して米国との間の GDP の差が拡大していることや、貿易における競争の激

－ 17 －



18 

 

化・市場アクセスの制約に直面していること、生産人口が減ることにより、生産性の

向上が一層重要になることなどを指摘し、新たな産業政策を提言している。 

 

図 8 GDPの推移 

 

具体的には、①米国・中国に対するイノベーションの劣後に対処し、②高いエネル

ギー価格と中国によるクリーン技術分野への強力な産業戦略・補助・資源管理等に対

応しつつ脱炭素と競争力強化を両立するとともに、 ③安全保障の強化・過度な依存

の低減のための取組として、以下の事項などが掲げられている。 

①イノベーションの劣後への対応 

 次期研究開発枠組みプログラム（註：Horizon Europe の後継プログラム）の重点

分野、予算の割当、ガバナンス、ファイナンス能力の見直し。予算を倍増させ

て７年間で 2,000 億ユーロとすべき旨提言 

 欧州連合加盟国の公的な研究開発支援の協調の強化 

 世界的な研究の先頭において欧州の学術組織の確立・統合 

 発明家が投資家となることをより容易にし、成功したベンチャーのスケールア

ップの促進 

 欧州市場における成⻑の障害を取り除き、破壊的イノベーション、スタートア

ップ、スケールアップへの資金供給環境を改善 
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 演算能力の増強及び高性能コンピュータのネットワークの活用による AI の実装

コストの低減 

 欧州の産業への AI の統合を加速するため、産業横断的な協調とデータの共有を

促進 

 欧州産のクラウド産業を育成しつつ市場を席捲する米国製へのアクセスの確保 

 情報通信分野の統合を促進し、接続に係る投資を強化 

 製薬業界などの重要な製造分野への研究開発・イノベーションの維持・拡大 

 人材不足・技能の不足への対応のための政策のオーバーホール 

②脱炭素と競争力強化を総合した計画 

 脱炭素の利益の分配による最終顧客のエネルギーコストの低減 

 新たなエネルギー市場の設計などにより天然ガスなどの化石燃料の価格とクリ

ーンエネルギーの価格とを切り離し 

 技術中立的なアプローチにより、利用可能なすべての解決策を活用した低コス

トでの脱炭素の促進 

 送電網への欧州全体での集合的な対応を通してクリーンエネルギーのポテンシ

ャルを発揮し、脱炭素を加速 

 国境を超えた決定と市場機能を EU として確保できる真のエネルギーユニオンに

向けたガバナンスの開発 

 脱炭素が難しい産業（Hard-to-abate）が安価なエネルギーから利益を得ると見

込まれる中、脱炭素について、潜在的なトレードオフを軽減するために実利的

なアプローチを採用 

 脱炭素の推進から利益を得るため、市場を先導している又は域内生産に戦略的

な意義がある技術に焦点を当てて、クリーン技術の生産への支援に注力 

 貿易政策を基礎とした脱炭素と競争力強化の統合、サプライチェーンの確保、

新市場の育成、国営企業との競争の相殺 

 脱炭素戦略の一部としての自動車分野に係る産業アクションプランの作成 

 国境を越え、モード横断的で、持続可能な交通運輸に向けたより広範な欧州と

しての戦略が欧州連合の結束の観点だけでなく競争力の観点から必要 

③安全保障の強化・過度な依存の低減 

 外部への脆弱性の軽減のため、重要鉱物資源の確保に向けた真の海外経済政策

の策定や採掘・リサイクル・代替原料に係るイノベーションを通じた域内資源
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のポテンシャルの確保、戦略産業に係る域内生産能力の確保及び重要なインフ

ラ網の保護に向けた EU 全体としての戦略の追求 

 防衛産業・宇宙産業の能力強化のため、欧州防衛産業戦略及びプログラムの素

早い実行を手始めとした欧州共通の防衛予算の支出がない中での需要の集約と

産業資源の統合に向けた政策的取組、防衛予算の増強に併せた欧州レベルでの

防衛向け技術開発に係る協力の強化と資源の集約・共有、宇宙分野に係る真の

欧州単一市場における公的支出の相互調整やガバナンス・投資に係るルールの

更新による宇宙産業の支援 

また、Part B では、交通分野に係る分析及び推奨事項もまとめられているところ、

以下に海事分野に関連する内容を簡潔にまとめる。 

現状 

 欧州経済の競争力によって、交通網・流通網は必須 

 交通分野はネットゼロ経済に向けた移行の重要分野 

 将来的な輸送需要の増加が見込まれ、交通分野は魅力的な産業 

 グリーン移行・デジタル移行に将来晒される分野 

 交通分野は、安全保障と防衛の鍵 

 メタノール燃料コンテナ船で世界を先導した例に見られるように、EU の野心的

な目標は、脱炭素分野の製品で市場を先導する好機 

 複雑な船舶や舶用機器の市場で世界を先導 

課題 

 データの未活用 

 AI による自律的な安全・品質、運航、航路最適化、予防保全、燃料消費量削減の

可能性 

 中国・韓国による海事分野のデジタル化のリーダーシップを狙った国家補助 

 海運・航空・商用車分野での脱炭素目標の達成に必要となる莫大な投資（燃料確

保、燃料補給設備の整備等） 

 製造業における不公正な競争。国営企業などへの補助等により、アジアの造船業

は EUよりも３〜４割低価格。市場の 97%はアジアが獲得。商船分野と防衛分野が

相互に密につながっていることを踏まえると、護衛艦等の建造事業にも影響する

可能性あり 

 中国による港湾等へのインフラ投資の拡大 
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 欧州の船舶保有シェアの減少。欧州の銀行が厳しい健全性に係る規制によって活

動を低下させる中、中国は船主に有利な条件のリースを提供 

 欧州が世界のロジスティクス分野で力を持っているにもかかわらず、世界の港湾

ターミナルの運営会社のトップ 5 に欧州企業は 1 社のみ。 

 人材不足の深刻化。リスキリング。 

推奨事項 

 官⺠パートナーシップ・複数国の協⼒による脱炭素・⾃律化に係るイノベーショ

ンプロジェクトを立ち上げ、技術成熟度レベル（TRL : Technology Readiness Level）
6に応じて、EU 産業デモンストレーターや IPCEI、次期の第 10次研究開発枠組プロ

グラムなどの様々な施策を通じて支援を実施。例えば、海事分野については、自

動運航船・内航船・洋上風力プラットフォーム技術、再生可能・低炭素燃料など

にフォーカス。 

 
6 技術成熟度レベル（TRL）の指標としては様々なものが存在するが、欧州の支援制度（Horizon Europe や

Innovation Fund）においては、次の定義が使用されている。 

TRL1 基本原理が観測された段階 

TRL2 技術コンセプトが形成された段階 

TRL3 コンセプトの実証について実験（Experimental Proof）が行われた段階 

TRL4 実験室で技術が検証（Validate）された段階 

TRL5 関連環境で技術が検証された段階（不可能を可能とする重要技術（Key Enabiling 

Technologies）については、産業上での関連環境） 

TRL6 関連環境で技術が実証（Demonstrated）された段階（不可能を可能とする重要技術について

は、産業上での関連環境） 

TRL7 実際に運用が行われる環境でのシステムのプロトタイプが実証された段階 

TRL8 システムが完成し、認定（Completed and Qualified）された段階 

TRL9 実際に運用が行われる環境で実施のシステムが証明（Proven）された段階（不可能を可能と

する重要技術又は宇宙分野については、商業上の製造工程） 

他方で、英国の支援制度（Connected Places Catapult）においては、NASA の定義をベースに、より一般

化した次のものが使用されている。 

TRL1 アイデアの段階。基本原理が観測された段階 

TRL2 基礎研究。技術コンセプトが形成された段階 

TRL3 実験的なコンセプトの実証が達成された段階 

TRL4 小規模プロトタイプ。技術が実験室又は試験環境にて検証された段階 

TRL5 大規模なプロトタイプ。技術が実際に運用が行われる環境にて検証された段階 

TRL6 技術が実際に運用が行われる環境にて実証された段階 

TRL7 実際に運用が行われる環境にてプロトタイプが実証された段階 

TRL8 最初の商用システム。商業活動に必要な全技術プロセスの準備が完了した段階 

TRL9 完全な商用化。技術が市場投入された段階 
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 第 10次研究開発枠組プログラムについて、AI、自動化、サイバーセキュリティ

ー、排出削減を優先分野とし、支援対象を市場投入の段階まで拡大。その際に、

一部技術が⺠⽣・防衛デュアルユースであることやオフショア・グリーンスチー

ルなどの隣接産業とのシナジーを活用。 

 脱炭素のリスク低減・ファイナンス確保のための脱・低酸素燃料の生産に対する

補助やインフラ整備支援等 

 政府調達や輸出信用機関などを活用した公正な市場の確保。例えば、造船分野に

おいては、防衛産業向けの製造基盤とデュアルユース技術への支援とのシナジー

の活用の可能性や、EU のファイナンス・税制支援において欧州製であることを要

件化すること、再エネプロジェクト向けのファイナンス措置・政策措置を特殊船

に拡大することなどを検討 

セグメント別の目標の例（造船） 

 現状の産業基盤の堅持（より複雑・高付加価値化） 

 フェリー、エネルギー輸送船、調査船でのリーダーシップの奪還 

 浮体技術の製造や洋上風力の設置・維持管理のための船舶の供給で世界をリード 

 

1.4.2. クリーン産業ディール（Clean Industrial Deal） 

 2025 年 2 月 26日に、欧州委員会（EC）がクリーン産業ディール7を公表。クリーン

産業ディールは、欧州の産業の競争力と強靭性を支えるためのもので、欧州の製造業

の将来を確保しながら脱炭素を加速化することを目指している。 

 クリーン産業ディールは、相互に繋がりの深い「①エネルギー多消費産業」と「②

クリーン技術」の 2 分野に主な焦点を当てている。 

 ①エネルギー多消費産業は、高いエネルギーコストや不公正な国際競争、複雑な規

制により競争力が蝕まれ、脱炭素と電化のための緊急的な支援を必要としているとさ

れている。また、②クリーン技術は、産業の変革のために必要であることに加え、将

来の競争⼒と成⻑の中⼼になるものとしている。 

 
7 https://commission.europa.eu/document/download/9db1c5c8-9e82-467b-ab6a-905feeb4b6b0_en 
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 加えて、循環性（Circularity）についても、欧州における限られた資源を最大限活用

し、原材料を供給する第三国への過度な依存を避ける必要から、クリーン産業ディー

ルの中心的な要素として位置づけられている。 

 クリーン産業ディールは、バリューチェーン全体を強化するための施策を示してお

り、各分野における取組の枠組みとして機能することが期待されている。これを踏ま

え、欧州委員会は、分野別のアクションプランを公表することを計画しており、３月

に自動車産業に係るものを公表し、春には、鉄鋼・金属に係るアクションプランの公

表を予定している。加えて、化学工業とクリーン技術産業についてもアクションプラ

ンの策定を計画している。 

 クリーン産業ディールでは、ビジネスを後押しする要素として「①安価なエネルギ

ー」、「②マーケットの主導」、「③ファイナンス」、「④循環性及び原材料へのア

クセス」、「⑤世界市場及び国際パートナーシップ」、「⑥技能」を挙げており、公

的な手続の削減、今後の欧州連合加盟候補国の段階的な統合を含む欧州単一市場の規

模の最大限の活用、デジタル化の加速、イノベーションの普及の加速、良質な雇用の

促進、欧州連合と加盟国の政策調整の改善といった横串の対策と共に進めていくこと

としている。 

 クリーン産業ディールそのものは法的拘束力等を持たない声明であり、具体的な施

策については、クリーン産業ディールにおいて主要施策ごとに示された時間軸（主に

2025 年から 2026 年）を踏まえた関連法案の整備などを通じて実現されていくことと

なる。 

1.4.2.1. 安価なエネルギー 

欧州のエネルギー価格は、貿易相手国と比べて高価であり、特にエネルギー多消費

分野の競争力に影響を与えていること、化石燃料の輸入への依存がエネルギー価格高

騰と急変動の主要因であることを踏まえ、 

 クリーン産業ディールと同時に公表した「安価なエネルギーに係るアクションプ

ラン（Affordable Energy Action Plan）」によるエネルギー請求額の低下、クリーン

エネルギーの導入・電化の加速及びガス市場の良好な機能の確保などを通じたビ

ジネス分野及び市⺠のエネルギーコストの削減 

 欧州投資銀行（EIB）と連携したパイロットプログラムなどを通じて電力購入契約

（PPA : Power Purchase Agreement）の産業界への魅力を高め、価格変動に対応 
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 域内で生産されたクリーンエネルギーへの切替 

などを通じて、2030 年までの電化率を現状の 21.3%から 32%に向上させるとともに、

2030 年までの間、毎年 100GW の再生可能エネルギーの発電能力の新設を実現するこ

とを掲げている。 

1.4.2.2. マーケットの主導 

 クリーン技術を用いた製品に対し、安定し、かつ、予測可能な市場からの需要がな

いことが課題となっていることを踏まえ、産業脱炭素促進法（Industrial 

Decarbonisation Accelerator Act）の制定等を通じた 

 戦略分野において、欧州連合の公共調達において持続可能性や強靭性、欧州製品

の選好性などの評価基準を導入することで欧州で製造されたクリーン技術を用い

た製品の需要の促進 

 鉄鋼やセメントなどの炭素強度を示した製品ラベルによるビジネスにおけるグリ

ーンプレミアムの導入と顧客への情報提供 

などを通じて、欧州市場におけるクリーン技術の重要機器の域内生産シェア 40%の実

現と、外部依存への脆弱性の軽減を図ることを掲げている。 

1.4.2.3. ファイナンス 

 産業の脱炭素、電化及び競争力を支えるために十分な投資がなされていないことを

踏まえ、 

 STEP認定の一層の活用により Innovation Fund と既存のファンドとのシナジーを高

めて Innovation Fund の効果を高める 

 Horizon Europe の 2026-2027 年の作業計画の中で、市場投入の準備ができているプ

ロジェクトを対象とした 6億ユーロ規模の公募を行い Innovation Fund と Horizon 

Europe による技術開発イノベーションとの間の橋渡しを強化 

 InvestEUの⾒直しにより⺠間の投資の活⽤を拡⼤ 

 各国がより機動的に脱炭素を支援することを可能にするための国家補助のルール

の簡素化 

などを通じて、産業の移行を支える 1,000億ユーロ以上の投資を実現することとして

いる。 
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1.4.2.4. 循環性及び原材料へのアクセス 

 欧州の産業界における重要原材料の外部依存度が高いこと、及び、資源が十分に再

利用されず、貴重な資源が廃棄されていることを踏まえ、 

 欧州重要原材料センター（EU Critical Raw Material Centre）を通じた共同調達によ

る重要原材料を低価格かつ高い入手可能性の確保 

 新たな循環型経済法（Circular Economy Act）による原材料の輸入の削減と、新たな

事業機会の創出 

などを通じて、循環資源の利用率を現在の 11.8%から 2030 年までに 24%に向上させる

こととしている。 

1.4.2.5. 世界市場及び国際パートナーシップ 

 欧州連合はクリーン移行に必要な原材料に乏しく、市場や原材料、新技術へのアク

セスに対する世界での競争があることを踏まえ、 

 貿易協定やクリーン貿易・投資パートナーシップ（Clean Trade and Investment 

Partnership）による資源の調達の多角化を通じた欧州企業による第三国の市場や

必須材料へのアクセスの確保 

 欧州市場に影響を与える世界規模の供給過剰に対応するための、欧州委員会によ

る国際的・国家間の協力の強化 

などを通じて、2035 年に 2兆円に相当するクリーン技術の世界市場における最大限の

シェアを確保することとしている。 

1.4.2.6. 技能 

 産業界は適した技能を有した労働者へのアクセスを必要としていることを踏まえ、

また、良質な雇用機会の供給と公正な移行を実現するため、 

 新施策である Union of Skills により、戦略産業における技能を有する労働者の確保

と良質な雇用機会の促進、移行に当たっての労働者の支援の実施 

などを通じて、クリーン移行に特有の技能や知識を必要とする職種であって５以上の

加盟国が不足していると報告するものの数を、2024 年の 27職種から削減することを

目指すこととしている。 
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2. 欧州における技術開発・普及施策と支援プロジェクト 

 前述のとおり、欧州においては、プロジェクトのフェーズやプロジェクトの分野な

どに応じて様々な支援措置が講じられている（図 99）。 

 

図 9 プロジェクトフェーズ毎の支援措置の例（再掲） 

 

本項では、初期フェーズをカバーする Horizon Europe 及びその前身となる施策、及

び実証から普及への橋渡しを行う Innovation Fund について、その施策の詳細について

まとめるとともに、支援対象となっているプロジェクト事例を紹介する。 

 

2.1. Horizon Europe 

欧州においては、1984 年の第１次枠組プログラム（FP : Framework Programme）以

降、継続して、分野横断的な研究・技術開発に対する支援の施策が設けられている。

Horizon Europe は、第 9次枠組プログラムに相当するもので、欧州の技術研究開発・イ

ノベーションの主要施策として、気候変動や脱炭素を含めた世界的な課題への対応

と、欧州の持続可能な経済成⻑に貢献する制度とされている。 

対象となる技術は幅広く、イノベーション一般を促進する施策であるが、海事分野

のグリーン化・脱炭素化の観点においては、省エネ技術（EST : Energy Saving 

Technology）、低炭素技術を含む様々な技術に係る技術開発への支援を通じて重要な

役割を果たしている。 
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2.1.1. プログラムの変遷 

 1984 年から 1987 年を対象に 37.5億ユーロの予算を確保していた第 1次枠組プログ

ラム（FP1）以降、枠組プログラムは、その時々の政策課題に対応しつつ、予算を拡大

して発展してきた。 

 2007 年から 2013 年までの第 7次枠組プログラム（FP7）では、産業との連携にフォ

ーカスを当て、科学にフォーカスしていたそれ以前のプログラム（FP6 は 163億ユー

ロ）と比較して大幅に予算が拡大（505億ユーロ）した。また、期間も 7年に延⻑さ

れた。当該予算の拡大は、2002 年から 2007 年にかけて EU に新たに 12 か国が加盟し

たことが影響しているが、それだけでなく、FP への予算の割当の拡大も影響してい

る。 

 FP7 では、アイデア、連携、人材、能力の 4 つの柱が位置づけられており、連携の

柱のもとには、2008年以降、共同技術イニシアチブが位置づけられており、官⺠の連

携の促進が行われた。また、2008 年には、欧州イノベーション・技術機構（EIT : 

European Institute for Innovation and Technology）及び知識・イノベーションコミュニテ

ィ（KICs: Knowledge and Innovative Communities）が立ち上げられた。その後の Horizon 

2020 で KICs は EIT の傘下に再編された。さらに、研究開発の先端性に基づく予算割当

を担う欧州研究会議（ERC : European Research Council）が新たに設立された。 

 連携の柱のもとに 9 つの重要分野が位置づけられており、そのうち、化石エネルギ

ーからより持続可能なものへの移行を目的とした「エネルギー」には 26億ユーロ、よ

りグリーンで、よりスマート、より安全な汎欧州の交通システムの実現を目的とした

「交通」には 53億ユーロが割り当てられた。 

 第 8次枠組プログラムに相当する Horizon 2020 は、2014 年から 2020 年を対象とし

ており、卓越した科学、産業リーダーシップ及び社会課題の３本の柱から構成されて

いる。卓越した科学の柱には、ERC が引き続き位置づけられ、産業リーダーシップの

柱では、中小企業の参画やリスクファイナンス、産業主導型の研究開発が位置づけら

れたが、社会課題の解決を重要な目的として新たに位置づけており、予算の大幅な拡

大（770億ユーロ）も行われた。 

 社会課題として SDGs に沿った 7 つの課題が位置づけられており、その中には、エネ

ルギーに係るもの（Secure, Clean and Efficient Energy）及び交通に係るもの（Smart, 

Green and Sustainable Transport）が含まれている。 

－ 27 －



28 
 

 2021 年から 2027 年までを対象とした現行の枠組プログラムである Horizon Europe

（第 9次枠組プログラムに相当）は、欧州グリーンディール、Fit for 55 を踏まえたも

のとなっており、Horizon 2020 よりも更に増額された 955億ユーロの予算が割り当て

られている。Horizon Europe は、卓越した科学、世界の課題と欧州の産業競争力、

Innovative Europe の３つの柱を掲げ、二つ目の柱のもとに「気候変動・エネルギー・

モビリティ」（予算 151億ユーロ）を含む 6 つの分野が設定されている。 

 Horizon Europe では、新たに「戦略計画（Strategic Plan）」が定められ、最初の戦略

計画は、2021 年から 2024 年までを対象としている。戦略計画により、欧州の政策と

Horizon Europe（特に二つ目の柱）による支援との連携を強化することを目的としてい

る。個別の公募課題については、Horizon 2020以前と同様に、複数年を基本とした作

業プログラム（Work Programme）に示されている。 

 また、三つ目の柱である Innovative Europe では、新たに欧州イノベーション会議

（EIC : European Innovation Council）が設立され、特にスタートアップを含む中小企業

によるイノベーションの加速を担うこととされている。また、イノベーションの環境

を整えることを目的とした欧州イノベーションエコシステム（EIE: European Innovation 

Ecosystem）や、EIT もこの柱に含まれる。 

 Horizon Europe には、EU 加盟国と準加盟国が参加可能である。Horizon Europe から

は、準加盟国の条件が以下の通りとされ、欧州近隣諸国以外もなることができるよう

になった。 

① 欧州自由貿易協定（EFTA : European Free Trade Association）の参加国で、欧州経済

領域（EEA : European Economic Area）の参加国に該当するもの 

② EU への加盟交渉を行っている国、加盟候補国及び潜在的な加盟国 

③ 欧州近隣政策（ENP : European Neighbourhood Policy）国 

④ その他の第三国・地域であって、経済、政治及び研究開発イノベーションシステ

ムに係る要件を満たしたもの 

 2024 年 6 月現在、アイスランド・ノルウェー（①EEA/EFTA）、コソボ・モンテネグ

ロ・北マケドニア・セルビア・トルコ（②⻄バルカン）、アルメニア・ジョージア・

モルドバ・ウクライナ（③東部パートナーシップ）、イスラエル・チュニジア（③南

部近隣国）、カナダ・フェロー諸島・ニュージーランド・英国（④その他第三国・地

域）が準加盟国に位置づけられている。 
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韓国については、2025 年内に準加盟国となる見込であり、既に移行期間として参加

が可能となっている。スイスも交渉を完了し 2025 年中に準加盟国となる見込である。

また、日本は 2024 年 12 月に正式に交渉を開始し、エジプトとシンガポールが関心を

示している。モロッコについては交渉が棚上げとなっている。 

 準加盟国は、Horizon Europe への参加に当たって一定の資金拠出が求められる。

Horizon 2020 では GDP に基づきその額が決められていたが、Horizon Europe では、参画

したプロジェクトの金額に基づくこととされている。 

 EU 加盟国と準加盟国以外の組織は、プロジェクトのコンソーシアムに参加すること

はできるが、支援を受けることはできないこととされている。ただし、作業プログラ

ムで資金提供の対象として明示されているなどの場合には例外的に支援の対象となる

ことができる。 

 

図 10 枠組プログラムの推移 

 

 2028 年以降の第 10次枠組プログラムについて、ドラギレポートでは、予算を 2,000

億ユーロに増額し、戦略分野にフォーカスするとともに、各加盟国の予算事業や、⺠

間との連携を強化することが提唱されている。 
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また、クリーン産業ディールでは、前述のとおり、技術成熟度の観点から支援対象

を拡大し、市場投入の準備ができているプロジェクトを対象とした 6億ユーロ規模の

公募を行い Innovation Fund と Horizon Europe による技術開発イノベーションとの間の

橋渡しを強化する方針が示されている。 

 

2.1.2. Horizon 2020 

2.1.2.1. 全体像 

Horizon 2020 は 2014 年に開始され、欧州委員会の政策を踏まえた優先順位を反映し

た複数年ごとの作業プログラムにより実行された。作業プログラムにおいては、市場

を創出するブレークスルーとなるイノベーションに重点が置かれていた。技術成熟度

（TRL）については、更なるイノベーションの促進において基礎的な研究開発と市場に

近いものとの間のバランスが重要と認識されており、TRL が高いプロジェクトを含め

イノベーションのサイクルを広くカバーするプロジェクトが支援対象に選定されてい

る。ただし、TRL 8（システムが完成し、認定された段階）以上のプロジェクトには、

原則、支援を行わないこととしている。 

2014 年から 2017 年を対象とした作業プログラムにおいては、以下の５つの重点事

項が挙げられている。 

① 持続可能な開発及び気候変動に関連する研究開発・イノベーション及び持続可

能性への公正かつ包摂的な移行のための欧州グリーンディールへの投資の拡大 

② 産業技術と社会課題へのデジタル化の統合 

③ 国際的な研究開発・イノベーションに係る協力の強化 

④ 社会的な強靭性 

⑤ 市場を創出するイノベーション 

また、2018 年から 2020 年を対象とした作業プログラムでは、Horizon Europe の欧州

ミッションの先駆けとなる「重点領域（Focus Areas）」を導入し、Horizon 2020 の重点

領域を横断した欧州の政策との整合性の確保が強化された。重点領域と予算の配分は

次の通り。 

① 低炭素で気候変動に対して強靭な将来の実現（47.1億ユーロ） 

② 経済及び環境の利益の接続−循環型経済（10.5億ユーロ） 

③ 欧州の産業・サービスのデジタル化及び変革（18億ユーロ） 
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④ 欧州のセキュリティの有効性の向上（10.5億ユーロ） 

 これらの重点領域に加えて、その一つ又は複数に対応した「社会課題」が設定さ

れ、予算が紐づけられた。社会課題の中には、海事分野のグリーン化に関するものと

して、スマート・グリーン・統合された交通（Smart, Green and Integrated Transport）

が含まれており、主にこの中で、海運の脱炭素化や自動運航船、海事分野のデジタル

化などがカバーされている。Horizon 2020 全体の中で、海事及び海洋に対して、毎年

2.6億ユーロの予算が割り当てられており、これは、統合的な海事政策（Integretated 

Maritime Policy）の一部として 2012年に策定されたブルー成⻑戦略（Blue Growth 

Strategy）の存在が⼤きい。ブルー成⻑戦略の実⾏に当たって、Horizon 2020 は、イノ

ベーションの促進と持続可能な取組の促進に重要な役割を果たした。 

 図 11 に示す通り、Horizon 2020 の全体の支援額のうち、社会課題には約４割、260

億ユーロが配分されており、スマート・グリーン・統合された交通は、健康・人口変

動・厚生と並んで大きな額が配分された分野であり、全体の１割弱、58.4億ユーロが

割り当てられた。 
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図 11 Horizon 2020の支援分野と配分額 

 

スマート・グリーン・統合された交通のうち、海事分野には、約 100件のプロジェ

クトに対して合計約 4.3 億ユーロが措置8された（図 11）。これは、スマート・グリー

ン・統合された交通に配分された 58.4 億ユーロの 7%程度である。 

内訳としては、水素・アンモニア等の代替燃料や電化といった脱炭素に向けたもの

が多いが、空気潤滑や船底の清掃などの省エネに関するもの、自動運航・デジタルに

関するもの、造船のデジタル化・新材料の活用・修繕に関するものも多く含まれてい

る。また、風力推進に関するものについては、3件が含まれていた。オフショア船に

関するものは件数は多いものの、金額は比較的小さい。 

 
8 海洋・水産関係のものは含まない。筆者による分類。 
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なお、FP7 では、船舶の省エネ化に係るプロジェクトは、船舶の推進の最適化（新

たな推進コンセプトの開発、先進的なスクリュープロペラ・ウォータージェット・ポ

ッドといった最新鋭の推進装置の最適化、CFD）に係るもの１件（790万ユーロ）のみ

であり、Horizon 2020 では、省エネに係る取組がかなり強化されている。 

 

図 12 Horizon 2020における海事分野の支援内容 
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2.1.2.2. プロジェクト事例 

 本項では、Horizon 2020 で支援対象となったプロジェクトのうち、船舶の省エネ・

グリーン化に係る事例を紹介する。その他のプロジェクトも含めた全体については付

録Ⅰ参照。 

 

I. プロジェクト例① RotorDEMO（Norsepower の円筒帆の実証） 

予算：268万ユーロ 

期間：2017 年１月から 2018 年 12 月 

技術分野：風力支援推進システム 

開発者：Norcepower 

プロジェクト概要： 

Norsepower は、風力を補助推進力として利用するロータセイル技術を開発し、

既存の貨物船に取り付けることで燃料節約と排出ガス削減を実現する。 

この技術は、貨物船に最大 30％の燃料節約をもたらし、⻑期的には約 20%の投

資回収率を期待している。プロジェクトは、RoPax 船での実証と技術の商業化計

画の更新を目指し、未来の海運業界の効率化と環境負荷削減に貢献することを目

指す。 

Viking Grace に搭載して予定通り実証を完了。 

 

図 13 円筒帆の実証試験の様子（Viking Grace） 
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II. プロジェクト例② LEANSHIP（低エネルギー・ニアゼロエミッション船） 

予算：2,155万ユーロ 

期間：2015 年 4 月から 2019 年 4 月 

技術分野：代替燃料・省エネ・風力支援推進 

開発者：DAMEN, アトランティック造船, Fincantieri, Lloyd’s Register, MARIN, Meyer 

Werft, RINA, Rolls-Royce, SEA Europe, Wartsila等 41者 

プロジェクト概要： 

 ７件の省エネ・代替燃料等技術の実証プロジェクトを実施 

① 流体性能が高く新技術を搭載したタグと、 CNG を燃料としたタグの２隻を実証 

② 船舶燃料としてのメタノールの高速エンジ ンでの実証 

③ SOX排出抑制のためのスクラバーの実証 

④ 固定ピッチプロペラ搭載船向けの省エネデバイスの実証 

⑤ 一般貨物船向けの大径プロペラの実証 

⑥ 旅客船の省エネ実証及び船舶省エネ投資に係る意思決定支援システムの開発 

⑦ 旅客船等向けの廃棄物処理、廃熱利用、排出削減技術（NOX 後処理、硬翼帆）

実証 

 

2.1.3. Horizon Europe 

2.1.3.1. 全体像 

Horizon Europe においては、戦略計画が、2021 年から 2024 年までを対象とするもの

と、2025 年から 2027 年までを対象とするものの二つに分かれており、後者では、前

者の４つの戦略的な方向性を、３つの相互に関連性が高く、柔軟な「グリーン移

⾏」、「デジタル移⾏」及び「更に強靭で競争⼒があり、包摂的で⺠主的な欧州」に

再編した。他方で、支援分野の分類（Cluster）は、両方の戦略で同じものとなってい

る。その中で、５番目の分野（Cluster）である「気候、エネルギー、モビリティ
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（Climate, Energy and Mobility）」が海事の脱炭素化等に関係するものであり、151億ユ

ーロの予算が割り当てられている。 

この予算規模は、過去の枠組プログラムと比較して大幅に拡充されており、欧州グ

リーンディールや、Fit for 55パッケージなどを通じた脱炭素への政策的な重点の移行

が反映されている。 

海事分野に限らない当該分野全体の目的は「2050 年までに欧州の気候中立を実現す

る観点から、双子のグリーンとデジタル移行と、それに伴う経済、産業及び社会の移

行を加速すること」とされており、海事分野の脱炭素化と整合的である。 

当該分野においては、これまで、2021 年から 2022 年までと、2023 年から 2025 年ま

での二つの作業プログラムが設定されている。これらの作業プログラムにおいて、海

事分野の脱炭素に関連する公募の目的（Destination）は、「すべての運輸モードに対

するクリーンで競争力のあるソリューション」と「旅客と貨物に対する安全で強靭な

輸送サービスと、スマートな運輸サービス」の中に位置づけられている。 

 図 14 は、2024 年末時点までの分野ごとの予算配分（採択）額をまとめたものであ

る。第２の柱である「世界の課題と欧州の産業競争力」に全体の過半の 58%、239億

ユーロの予算が配分されており、その中で、５番目の分野（Cluster）である「気候変

動・エネルギー・モビリティ」には、各分野の中で一番大きな割合となる全体の 18%

の金額（75.6億ユーロ）が割り当てられている。当該分野の全体予算は 151億ユーロ

であり、半分弱の予算についての採択が完了したこととなる。 
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図 14 Horizon Europeの支援分野と配分額（2024年 12月時点） 

 

 図 15 は、2024 年 12 月時点までの Horizon Europe の「気候変動・エネルギー・モビ

リティ」分野の採択案件のうち海事関係のものをまとめたものである。 

 水素・アンモニア等の代替燃料、浮体式洋上風力・波力等の海洋再生可能エネルギ

ーに関するものが金額、件数ともに突出して多く、これらの分野への取組の強化が図

られていることが表れている。 

 蓄電技術等の船舶の電化に係るもの、廃熱回収、最適運航、複合材プロペラ等の省

エネルギー技術、自動運航及びデジタル技術についても、引き続き支援の対象とされ

ている。 

 風力推進は、個別技術ながら、改造を含めた複数の案件が採択されている。また、

OCCS も少額ながら１件採択されている。 
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また、造船分野については、政策の方向性に沿って、デジタルや循環型経済に係る

案件が採択されている。 

 

図 15 Horizon Europeにおける海事分野の支援内容 

 

2.1.3.2. Horizon 2020 との比較 

 Horizon 2020 と Horizon Europe における海事分野の支援内容を図 16 にように比較す

ると、代替燃料についての取組が強化されている。また、風力推進についても、

Horizon 2020 では少額だったところ、Horizon Europe において支援が強化された分野で

ある。なお、風力推進については、ネットゼロ産業法で重要技術に位置づけられてい

るほか、FuelEU Maritime でも特別な係数で評価できるようになっている。 

OCCS については、ネットゼロ産業法で CCS・CO2 輸送が位置づけられているが、

Horizon 2020 では採択案件はなく、Horizon Europe でも少額の１件にとどまる。ただ
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し、後述のとおり、次期戦略計画の検討過程において、必要な技術と分析されてお

り、今後、採択が増加する可能性がある。 

省エネや電化、自動運航・デジタルについては、相対的に少なくなったように見え

るが、金額ベースでは維持されている。 

省エネには広範な技術が含まれ得るところ、その内容を比較すると Horizon 2020 で

は、空気潤滑や船体付着生物対策といった船体の抵抗を軽減する技術が複数採択され

ていたが、Horizon Europe では同分野の技術の採択はなく、廃熱回収が新たに採択され

た。運航の効率化に係る技術は両方で継続して採択されているほか、プロペラ効率に

関するものとして、Horizon 2020 ではゲートラダーが、Horizon Europe では複合材料プ

ロペラが採択されている。 

また、造船については、Horizon 2020 に比べて Horizon Europe では採択案件数・金額

ともに減少している。内容は Horizon 2020 では、モジュール設計やファイバーなどの

新材料が主となっており、Horizon Europe では、デジタル技術の適用及び循環型経済へ

の移行が主となっている。なお、後述のとおり、水素・水素由来燃料の輸送に必要な

船舶を欧州で建造できるようにするための造船能力の増強が次期戦略計画の検討過程

において必要な技術と分析されており、今後、この分野の対応が強化される可能性も

ある。 

海洋再生可能エネルギーについては、Horizon 2020 では、交通とは別の分野に分類

されており、直接比較できないことに留意が必要。 

 

図 16 Horizon 2020と Horizon Europeの海事分野の支援内容の比較 
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2.1.3.3. Horizon Europe Strategic Plan 2025-27 

2025 年から 2027 年までを対象とした二つ目の戦略計画は、2024 年 3 月に公表され

たものであり、2021 年から 2024 年までの戦略計画の分析（Strategic Plan Analysis）を

踏まえて定められた。 

同戦略計画では、前述の通り、戦略項目の３項目への再編が行われるとともに、

2025 年から 2027 年の予算の１割を生態系の多様性に係る事業に配分し、対応の強化

を図ることとされているが、気候変更対策への手厚い資金配分（35%の配分）やデジ

タル分野への 130 億ユーロの配分などの既存の目標の維持も行われた。 

同計画の検討段階の資料によれば、海事分野については、低・脱炭素の推進技術、

効率的なレトロフィット、水素・水素由来燃料の輸送に必要な船舶を欧州で建造でき

るようにするための造船能力の増強、低・脱炭素燃料の供給インフラ、船上での二酸

化炭素回収・貯留（OCCS : Onboard Carbon Capture and Storage、船上での燃料生成を含

む）が必要と分析された。 

 

図 17 戦略計画を通じた Horizon Europeの実行 

 

2.1.3.4. Zero Emission Waterborne Transport (ZEWT) 

 Horizon Europe には、ZEWT（Zero Emission Waterborne Transport）と称される協力枠

組みが含まれている。これは、水上運送分野におけるゼロエミッション技術の開発及

び導入に焦点を当てた協力枠組みであり、船主・船級・造船・舶用工業等が幅広く参

加する Waterborne Technology Platform と欧州委員会が連携し、2030 年までにすべての

主要な船種でゼロエミッション技術を実証することを目標としている。 
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 具体的には、①持続可能な代替燃料の利用、②電化、③省エネ、④設計・レトロフ

ィット、⑤デジタル・グリーン、⑥港湾の 6 分野の取組を通じてこの目標の達成を図

ることとしており、2030 年までの開発・実証目標として以下の７項目を掲げている。 

① ⻑距離航路向けの持続可能な代替燃料の利⽤ 

② 短距離航路のフルバッテリー船、環境保護区域での航行や運航効率化のための

追加エネルギーとしての大容量蓄電池 

③ 風力など燃料を用いない推進装置を含めて 2008 年比 55%の燃料消費量削減 

④ 港湾における代替燃料・電力の供給 

⑤ クリーンで気候中立、気候適応型の内水船 

⑥ 沿岸・内水沿いへの内水船・海運からの大気汚染物質を現状比 50%削減する技

術 

⑦ 船舶からの有害な海中騒音を含む水質汚染をなくす技術 

ZEWT は、Horizon Europe の分野⑤「気候変動・エネルギー・モビリティ」に位置づ

けられている。 

 

図 18 ZEWTの位置づけ 
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2.1.3.5. プロジェクト事例 

 本項では、Horizon Europe で支援対象となったプロジェクトのうち、船舶の省エネ・

グリーン化に係る事例を紹介する。その他のプロジェクトも含めた全体については付

録Ⅱ参照。 

I. プロジェクト例① ZHENIT（外航船向け廃熱回収システムの開発） 

予算：440万ユーロ 

期間：2022 年 6 月から 2025 年 12 月 

技術分野：省エネルギー 

開発者：RINA Consulting、アテネ国立技術大学、バーミンガム大学、Danelec、 

Attica、Sorption Technology、Encontech等 11者 

プロジェクト概要： 

廃熱回収技術とデジタルツールを開発し、海水淡水化や冷却など異なる温度の

需要に対する熱供給を、複数の供給源からの廃熱と熱貯蔵により実現して最大

25％の省エネをする技術開発。2027-30 年の市場投入に向け、陸上と実船での試験

及びビジネスモデルの検討を実施。 

 

図 19 ZHENITプロジェクトにより開発する廃熱回収技術 

 

II. プロジェクト例② CoPropel（複合素材プロペラの開発） 

予算：330万ユーロ 

期間：2022 年 6 月から 2025 年 5 月 

技術分野：省エネルギー 
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開発者：イオアニナ大学、Loiretech、BV、MECA、Grafcos Marine、Danaos Shipping

等９者 

プロジェクト概要： 

腐食耐性があり軽量で、素材特性と音響特性を調整可能な複合素材によるプロ

ペラの開発。 

振動の抑制による海中騒音の低減、5-6割の軽量化、12-15%の省エネ、疲労の低

減、腐食の低減を目標に、プロトタイプ試験、フルスケールのブレード製造、海

上での試験を実施。 

 

図 20 CoPropelで開発するプロペラ 

 

III. プロジェクト例③ ORCELLE（風力によるゼロ排出推進の実現） 

予算：906万ユーロ 

期間：2023 年 1 月から 2027 年 12 月 

技術分野：風力推進 

開発者：Wallenius Wilhelmsen、AlfaWall Oceanbird、StormGeo、DNV等 11者 

プロジェクト概要： 

風力を主推進力とすることを目指し硬翼帆１基による 10％省エネ、新造 

船への複数基搭載による 50%以上の省エネを実証。 
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図 21 ORCELLEプロジェクトのイメージ図 

 

IV. プロジェクト例④ GreenMarine（外洋航海向け OCCS の開発） 

予算：320万ユーロ 

期間：2023 年 2 月から 2027 年 1 月 

技術分野：OCCS 

開発者：Cyprus Marine & Maritime Institute, SMP, SINTEF, CalMac, CCM等 10者 

プロジェクト概要： 

Green Marine プロジェクトは、船舶向けに調整された超音波技術を活用し、

HVAC システムにおける空気再利用によるエネルギー節約を可能にするとともに、

膜式炭素回収プロセスを強化する前処理として機能する。 

Ca/Mg アルカリ溶媒を用いた炭素回収プロセスは、排ガス中の CO₂を 75%除去

する能力を持つ。すべてのソリューションは、まず陸上のエンジンを用いて実証

され、その後、水上船舶での実証試験に最適なソリューションが選定される。陸

上での実証試験は、大多数の船舶エンジンの運転条件を再現するものとなる。 

本プロジェクトでは、レトロフィット（改造）手法の開発、シミュレーショ

ン、実証試験から得られるデータを基に、ソフトウェアカタログツールの開発を

進める。最終的に、各ソリューションを技術成熟度レベル（TRL）8 まで引き上げ

ることを目指す。 
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図 22 Green Marineのソリューションの全体像 

 

V. プロジェクト例⑤ WHISPER（風力・太陽光による推進支援と発電） 

予算：899万ユーロ 

期間：2023 年 1 月から 2026 年 12 月 

技術分野：風力支援推進等 

開発者：Verkis, SideWind, OceanWings, Solbian, Stirling Design International, CANOE, 

Lloyd Register等 13者 

プロジェクト概要： 

モジュール型のレトロフィット向けの技術−風⼒と太陽光のハイブリッドシス

テムによる船内電力由来の排出削減と、傾斜可能な翼帆による推進支援の両者を

開発。 

風力システム（コンテナ型）はコンテナ船で 15%、全体ではバルカーで 29.8%

の省エネを実証。 
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図 23 風力支援推進システム（左）、太陽光・風力による発電システム（中央・右） 
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2.2. Innovation Fund 

 2020 年に設立された Innovation Fund は、EU/EEA において実施されるプロジェクト

に大規模な支援を行うもので、EU-ETS の収益を原資に、 気候変動対策に資することを

目的としている。予算規模は、EU-ETS の炭素価格にも左右されるが、2020 年から

2030 年の期間に 400億ユーロの支援を行う予定である。 

 これまで５次に亘る案件公募、並びに水素関係及び再エネ水素由来の合成燃料関係

のオークション２回、バッテリーに関するオークション１回を実施している。 

 Innovation Fund による支援は、補助金又はオークションによる支援のいずれかによ

って行われる。補助金の支援対象にならなかったものの、審査の過程において高い評

価を得たものは、プロジェクト開発支援（PDA : Project Development Assistance）の対象

となることができる。 

 PDA は、補助金を得るには至らなかったが、ポテンシャルがあると見込まれるプロ

ジェクトを対象に、欧州投資銀行（EIB : European Investment Bank）による高度な技術

面・ファイナンス面での助言などを得ることで、プロジェクトの熟度を上げることを

目的としている。また、欧州の規制・標準を確実に満足することができるよう、規制

面での支援を受けることもできる。これらの支援を通じて、将来の Innovation Fund の

公募での採択の可能性を高めることを狙っている。 

 

表 2 Innovation Fundの公募実績 

公募回・ 

予算規模 

公募期間 結果の公表等 結果 

第 1回 

大規模事業9公募 

10億ユーロ 

2020年 7月 3⽇〜 

10月 29日(第１ス

テージ) 

2021年 6月 23日 

(第２ステージ締切)

2021年 7月 27日（PDA） 

2021年 11月 16日（結果）

2022年 3月（交付決定） 

応募 311件のうち 

7件が補助対象、 

15件が PDAの対象

第 1回 

小規模事業10公募 

1億ユーロ 

2020年 12月 1⽇〜

2021年 3月 10日 

2021年 7月中旬（結果） 

2021年 11月（PDA） 

2021年 11⽉〜12月（交付

決定） 

応募 232件のうち 

30件が補助対象、 

10件が PDAの対象

 
9 大規模事業：事業費 750万ユーロ超のものが該当（第 1回〜第 3回共通） 

10 小規模事業：事業費 750万ユーロ以下のものが該当（第 1回〜第 3回共通） 
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第 2回 

大規模事業公募 

15億ユーロ 

2021年 10月 26日

〜2022年 3月 3日 

2022年 7月 11日（結果） 

2022年第４四半期（交付 

決定及び PDA） 

応募 139件のうち 

16 件が補助対象、 

15件が PDAの対象

第 2回 

小規模事業公募 

1億ユーロ 

2022年 3月 31日 

〜8月 31日 

2022年 12月 12日（結果）

2023年第２四半期（交付 

決定及び PDA） 

応募 66件のうち 

16件が補助対象、 

3件が PDAの対象 

第 3回 

大規模事業公募 

30億ユーロ 

2022年 11月 3日 

〜2023年 3月 16日

2023年 7月 13日（結果） 

2023年第４四半期（交付 

決定及び PDA） 

応募 239件のうち 

41件が補助対象 

第 3回 

小規模事業公募 

1億ユーロ 

2023年 3月 30日 

〜9月 19日 

2023年 12月 19日（結果）

2024年第２四半期（交付 

決定及び PDA） 

応募 72件のうち 

17件が補助対象 

IF23公募11 

40億ユーロ 

2023 年 11月 23日 

〜2024年 4月 9日 

2024年 10月 22 日（結果）

2025年第１四半期（交付 

決定及び PDA） 

応募 337件のうち 

85件が補助対象 

IF23オークション

(再生可能水素生産) 

8億ユーロ 

2023年 11月 23日 

〜2024年 2月 8日 

2024年 11月 30日（結果）

2024年 10月 7日（交付 

決定） 

入札 132件のうち 

6件が補助対象 

IF24公募 

(ネットゼロ技術) 

24億ユーロ 

2024年 12月 3日 

〜2024年 4月 24日

2025年第４四半期（結果）

2026年第１四半期（交付 

決定及び PDA） 

公募期間中 

IF24オークション

(再生可能水素生産) 

12億ユーロ 

2024年 12月 3日 

〜2025年 2月 20日

2025年 5⽉〜6月（評価 

結果） 

2025年 9⽉〜11月（交付

決定） 

審査中 

IF24オークション

(EV向け蓄電池セル

の製造) 

10億ユーロ 

2024年 12月 3日 

〜2024年 4月 24日

2025年第４四半期（結果）

2026年第１四半期（交付 

決定） 

入札期間中 

 
11 それまでの大規模事業・小規模事業で分けて公募を行う方式を改め、一つの公募の中に５区

分を設ける方式となった。区分は、一般的な脱炭素（CAPEXが 1億ユーロ以上大規模事業、予

算 17億ユーロ）、一般的な脱炭素（CAPEXが 2,000万から 1億ユーロの中規模事業、予算 5億

ユーロ）、一般的な脱炭素（CAPEXが 250万から 2,000万ユーロの小規模事業、予算 2億ユー

ロ）、クリーン技術の製造（CAPEXが 250万ユーロ以上の再生可能エネルギー、エネルギー貯

蔵、ヒートポンプ及び水素の生産に係る機器の製造に関する事業、予算 14億ユーロ）、パイ

ロット事業（CAPEXが 250万ユーロ以上の脱炭素効果が高い事業、予算 2億ユーロ）。IF24公

募も同じ区分を採用。 
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 Innovation Fund は、全体としては特段、支援対象となる技術に制限を設けてはいな

いが、各公募の仕様書の中で、利害関係者のフィードバックや過去の公募から得られ

た知見、気候変動対策の進捗や課題などを踏まえて調整が行われ得る。 

 これまでの公募においては、次のような技術に焦点が当てられてきた。 

 革新的な低炭素技術、又はエネルギー多消費産業における製造プロセス 

 炭素回収・貯留施設の建設・運用を含む炭素回収・利用・貯留（CCUS : Carbon 

Capture, Utilisation and Storage） 

 直接空気回収（DAC : Direct Air Capture）及び正味での炭素除去技術 

 革新的な再生可能エネルギー発電 

 エネルギー貯蔵 

 産業の革新的な電化技術及び水素 

 分野横断的、又はハイブリッドプロジェクト 

 Innovation Fund の支援対象案件の選定については、以下の３ステージによって行わ

れる。 

① プロジェクトの公募又はオークション（競争的な入札） 

 2020 年から 2030 年までの期間を通じた一般のプロジェクト公募を定期的に

実施 

 公募の開始前に、必要に応じて調査や利害関係者からの意見聴取を行い、産

業界の関心や準備状況を評価 

 EU のポータルサイトから公募への応募、オークションへの入札を実施 

② 申請の提出 

 申請者は、各公募・入札の要件に沿った申請とすることが必要 

 Info Days において、申請プロセス、重要な考慮事項、要件その他の申請の提

出に当たって重要な情報についての詳細なプレゼンが提供される 

③ 結果の公表（補助対象又は PDA） 

 支援対象として選定されたか否かについての結果が公表される。支援対象と

して選定された事業は、交付決定に向けた準備・調整を実施。結果として交

付決定に至らないケースや、その際に代わりに補欠案件が交付決定を受ける

ケースも存在。 

 プロジェクトが高い評点を得たものの、補助対象となれなかった場合、PDA

の対象となり得る。 
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 評価基準については、募集ごとに見直し等が行われているが、例えば、最新の第５

次公募（IF24公募、2024 年 12 月 3⽇〜2025 年 4 月 24日）では、以下の基準により採

点が行われる。 

 イノベーションの度合（15 点） 

 GHG排出削減ポテンシャル（12 点） 

 プロジェクトの成熟度（15 点） 

 普及可能性（15 点） 

 コスト効率性（15 点） 

 ボーナスポイント（最大 4 点） 

公募・入札への資格要件は、プロジェクトが EU/EEA で行われることであるが、参加

企業の国籍は問われていない。従って、公募・入札に係るプロジェクトが EU/EEA で行

われる限りにおいては、EU/EEA外の第三国の企業も応募が可能となっている。ただ

し、地理的な要件については、各公募の要件におけるプロジェクトや予算の大きさに

よって異なる場合もある。また、法人格の確認を受ける必要もある。 

 EU-ETS が 2024 年から海事分野にも適用を拡大することを踏まえ、2023 年 11 月の 4

次公募以降、海事分野が正式に支援対象の分野となった。ただし、それ以前から、代

替燃料や再生可能エネルギーの観点から、海事分野への支援も行われている。 

 加えて、当該公募以降、海事分野の案件については、採点に当たってボーナスポイ

ントが与えられることとされている（上述の最大 4 点の内数）。また、2024 年 12 月

から 2025 年 2 月にかけて行われた非バイオ由来再生可能燃料（RFNBO : Renewable 

Fuels of Non-Biological Origin）水素に係るオークションでは、全産業分野向けの 10億ユ

ーロの予算に加えて、海事分野向けに 2億ユーロの予算を確保している。 

  

2.2.1. Innovation Fundにおける海事関係の案件 

 下表に示す通り、これまでに結果が公表された公募において、12 件の海事関係のプ

ロジェクトが補助対象として選定されている（うち 2 件は補助辞退）。また、海事関

係のプロジェクト 5 件が PDA の対象とされている。 

 正式に海事分野が対象となり、また、海事分野の案件への加点が行われた IF23公募

においては、それまでよりも多くの海事関係の案件が補助対象に選定されている。 
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 PDA を経てその後の公募で補助対象となった案件も１件存在（HyPush）している。 

 

表 3 Innovation Fundの海事関係の案件 

公募回 結果（再掲） 海事関係の案件と予算額 

第 1回 

大規模事業

公募 

応募 311件のうち 

7件が補助対象、 

15件が PDAの対象 

 HYDROGEN EU-ROPAX : グリーン水素を用いた RoPax

（PDA） 

 WAVE : 大型クルーズ船における風力推進（PDA） 

第 1回 

小規模事業

公募 

応募 232件のうち 

30件が補助対象、 

10件が PDAの対象 

 FirstBio2Shipping : 海運向けのバイオ LNG (433万ユーロ) 

 E-PROOF : 推進システムへの蓄電池の統合（補助辞退） 

 HyPush : 蓄電池と燃料電池を用いた押船（PDA） 

第 2回 

大規模事業

公募 

応募 139件のうち 

16 件が補助対象、 

15件が PDAの対象 

 FSONE : 海運向けの eメタノール（PDA） 

 SALAMANDRE : 海運・電力網向けの廃棄物由来の低炭素

合成天然ガス（PDA） 

第 2回 

小規模事業

公募 

応募 66件のうち 

16件が補助対象、 

3件が PDAの対象 

 HyPush : 第 1回小規模事業公募の PDA案件（蓄電池と

燃料電池を用いた押船）（307万ユーロ） 

 Sustain-Sea : Bould4Blueの硬翼帆による推進（410万 

ユーロ） 

 SOL : 外洋航海船向けのバイオ燃料（400万ユーロ） 

第 3回 

大規模事業

公募 

応募 239件のうち 

41件が補助対象 

 H2Sines.Rdam : 液化水素の海上サプライチェーンの構築

（プロジェクト自体が中止となり補助辞退） 

第 3回 

小規模事業

公募 

応募 72件のうち 

17件が補助対象 

 EMETHANOL x WSolution : スウェーデン Tarntank Ship 

Management社によるタンカーにおける eメタノールの

燃料利用及び吸引帆による風力推進（276万ユーロ） 

IF23公募 応募 337件のうち 

85件が補助対象 

 6件、2.4億ユーロが補助対象に選定 

 補助対象となった具体的なプロジェクトは未公表 

 

2.2.2. STEP認定 

 2024 年 10 月の IF23公募の結果公表に合わせて、初となる STEP認定が行われた。そ

こでは、Innovation Fund の支援対象から漏れた 64 件を含む 149 件が STEP認定を受け

た。なお、Innovation Fund 支援対象から漏れた STEP認定案件 64 件については、その

うち 39 件が案件の情報を公表することに合意した。 

 その後、2024 年 12 月に STEP認定を受けたプロジェクトの公表が行われた。その際

には、Innovation Fund の IF23公募を通じて選定されたエネルギー及び産業に関する革
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新的クリーン技術に係るもののほか、Horizon Europe を通じて選定された宇宙向けのデ

ジタル技術が含まれている。 

 本報告書の作成に当たって 2025 年 2 月に確認したリストにおいては、EU4Health プ

ログラムを通じて選定されたバイオ技術も含まれている。 

 海事関係のプロジェクトについては、すべてクリーン技術に係るものであり、その

概要等について下表にまとめる。 

表 4 公表されている STEP認定を受けたプロジェクトのうち海事関係のもの 

案件名、予算規模 事業主体 概要 

Cateia Project 

25億ユーロ 

Cepsa Sustainable Fuel

Yara Clean Ammonia 

Norge 

 スペイン・アンダルシア地方の Green 

Hydrogen Valley（アルヘシラス港地区）内にお

けるグリーンアンモニアのバンカリング事業 

Energy Observer 2 

4,000万ユーロ 

AssetCo EO2 

EO Concept 
 液化水素を燃料とし、かつ、OceanWingsの硬

翼帆を搭載した世界で最も炭素排出が少ない

貨物船の 2029年までの就航を実現 

 ⼤⻄洋・北海の

沿岸航路を航行

する 1,100TEU

積フィーダー船

をパイロット船

として建造する

計画 

Fisst of a kind High-

Speed Zero 

Emission Short Sea 

Container Service 

Powered By Multi-

Megawatt 

Liquefied RFNBO 

Hydrogen Fuel Cells 

4,700万ユーロ 

Samskip 

NavCo 

NAV-TECH 

 液化水素を用いた数MWの燃料電池を動力源

とした世界初の短距離高速コンテナ船に係る

プロジェクト 

 ２隻の新造船（建造費は事業外）に、数MW

の燃料電池と革新的な省エネ技術を搭載予定 

INDIGO 

5,400万ユーロ 

Princess Cruises 
 Princess Cruises社の Echanted Princess号を対象

に、eメタノールなどの脱炭素燃料を就航船

で利用可能とする安全・効果的・低コストな

レトロフィット技術を開発 

 蓄電池及び電気式始動装置による運航効率と

安全の向上も図ることとしている。 

Floating Sky 

320万ユーロ 

Tertre Innovation 

Solaire 
 新世代の浮体式太陽光発電 FUSIOの実証 
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GEROA 

5,000万ユーロ 

Itsas Wind 
 ⼤⻄洋・バスク沖に SATH（Swinging Around 

Twin Hull）技術による 15MWのコンクリ製の

浮体式洋上風力発電施設を３基設置 

CO2LLECT 

1.6億ユーロ 

Linde 

Cemex Zement/ 

Innovation 

 Linde社の深冷式の炭素回収技術（HISORP 

CC）を商用規模で初めて実証し、回収された

CO2を鉄道にて北ドイツに輸送した後に、船舶

で北海の貯留施設に輸送 

CORMORANT 

1,600万ユーロ 

EVOY 
 20〜50フィート程度の小型高速船向けの高出

力電動機の生産能力を年間２千機に増強 

 

2.2.3. Innovation Fundの支援プロジェクト例 

I. プロジェクト例① WAVE（大型クルーズ船における風力推進） 

公募回次：1次公募（大規模事業）（PDA） 

開発者：アトランティック造船 

プロジェクト概要： 

80m の支柱に複合材の硬質帆を組合わせた Solid Sail を大型クルーズ船に搭載

し、45%の GHG 排出削減を実証。 

2024-2025 年の市場投入を目標としていたが、PDA 後、Innovation Fund での支援

対象とならず。 

その後、フランス政府の支援を受けて、Neoline のフランス・北米航路の貨物船

への搭載が決定し、2025 年 Q2 に就航予定。 

加えて、Accor Orient Express のクルーズ船向けの搭載（3基ずつ２隻）も決定

（2026 年 Q2 と 2027 年 Q2 に就航予定）。 

 

図 24 風力推進船の実船（左）及びコンテナ船のイメージ（右） 
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II. プロジェクト例② HyPush（蓄電池と燃料電池を用いた押船） 

公募回次：２次公募（小規模事業） 

予算：307万ユーロ 

期間：2023 年 6 月から 2025 年 7 月（就航予定） 

開発者：N Green Mobility 

プロジェクト概要： 

河川での物流に用いられる押船ついて、水素燃料電池２基とリチウムイオン電

池を用いてゼロエミッション化。 

17時間の連続稼働を可能とし、燃料補給の頻度を減らすことを計画。 

将来的には、フランス国内の同様の船舶 500隻の置き換えを目指す。 

 

図 25 開発対象の押船の運用イメージ 

 

III. プロジェクト例③ Sustain-Sea（吸引帆による一般貨物船等の風力推進） 

公募回次：2次公募（小規模事業） 

予算：410万ユーロ 

期間：2023 年 6 月から 2025 年 12 月（就航予定） 

開発者：bound 4 blue 

プロジェクト概要： 
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bound 4 blue の吸引帆 eSAIL システム（高さ 22m）を様々な船種５隻に搭載して

大規模実証。 

実証を通じて技術のスケールアップと、欧州の海運市場の主たるセグメントへ

の適応を実施。 

 

図 26 eSAILシステムの実証船 

 

IV. プロジェクト例④ eMethanolxWSolution（e メタノール燃料及び吸引帆による風

力推進） 

公募回次：3次公募（小規模事業） 

予算：276万ユーロ 

期間：2023 年 10 月から 2027 年 1 月（就航予定） 

開発者：Tarntank Ship Management 

プロジェクト概要： 

欧州の沿岸を運航するタンカーで初めて eメタノールを主燃料とし、かつ、折

畳式の吸引帆とのハイブリッド化を実証。 

2025 年引渡し予定の船を、2026 年にメタノール DF に改造し、Econowind吸引

帆のタンカーでの初の実証を行う。設計は Kongsberg Maritime が担当。 

将来は、Tarntank Ship Management が保有する他の Hybrid Solution Plus 船（蓄電

池と陸からの充電を搭載）への展開を図る。 
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図 27 eMethanolxWSolutionでの実証船 
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3. 英国における政策動向 

英国は、2019 年 1 月に「Maritime 2050」を発表し、今世紀の後半に向けた海事分野

の野心的な戦略を定めている。Maritime 2050 には、英国の競争上の優位性、環境、イ

ンフラ、人々、セキュリティ、技術及び貿易の 7 つの分野が含まれており、例えば、

環境分野においては、海運のゼロエミッション化に向け、「クリーン海事計画（Clean 

Maritime Plan）」を 2019 年中に定め、中期的な取組としてアンモニア又は水素燃料の

内航船の就航を実現することなどを含めることとしている。また、技術分野について

は、デジタル技術と自動運航船にフォーカスを当て、ルールの整備などを先導するこ

ととしている。 

Maritime 2050 における推奨事項を具体化するものとして 2019 年 7 月に公表された

クリーン海事計画では、各クリーン技術の 2050 年における市場ポテンシャルを分析

（図 28 クリーン海事計画において分析されたクリーン技術毎の市場ポテンシャ

ル図 28）したうえで、英国が初期段階の設計などで強みを有している代替燃料の生産

技術の市場が拡大することが見込まれ、計画策定時の世界市場シェア 5％を維持する

だけでも大きな経済的利益が期待されるとし、特に、水素及びアンモニアの製造技術

が英国に大きな経済的利益をもたらし得るとしている。加えて、英国は、船上蓄電池

及び電動推進装置について英国に強みがあると分析している。 

イノベーションの項目では、海事分野のクリーン化に係る TRL 3 から 7 の初期段階

のプロジェクトの支援を強化することや、運輸技術に係る研究イノベーション補助

（T-TRIG : Transport Technology Research Innovation Grant）による研究開発の初期段階へ

の資金提供を通じて海事分野のクリーン化のためのプロジェクトの支援も行うことと

している。 
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図 28 クリーン海事計画において分析されたクリーン技術毎の市場ポテンシャル 

 

英国の環境政策全般については、2020 年 11 月に「グリーン産業革命のための 10項

目の計画（10 Point Plan）」を発表し、その中で、2050 年までの温室効果ガスの純排出

ゼロの達成に向けた具体的な項目を定めている。10項目には、一つ目の項目として

「風力」（2030 年までに 40GW の洋上風力発電、うち 1GW について革新的な浮体式

風力発電を導入など）が、二つ目の項目として、「低炭素水素」（2030 年までに 5GW

の低炭素水素製造能力を開発など）が含まれているが、六つ目の項目に「ゼロエミッ

ション航空機（Jet Zero）及びグリーンシップ」が位置づけられ、造船強国であった歴

史を活かし、海事分野のクリーン技術の開発についてクリーン海事実証プログラム

（Clean Maritime Demonstration Programme、CMDC : Clean Maritime Demonstration 
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Competition として立上げ）に 2,000万ポンドを投資することなどが謳われている。ま

た、十番目の項目である「グリーンファイナンス及びイノベーション」においても、

陸上・海上の両面における交通分野でのイノベーションへの投資を行うとされてお

り、オークニーにおける水素燃料船の試験を 2022 年に行うことがマイルストーンの一

つとされている。 

これを踏まえ、2021 年 10 月には、「ネットゼロ戦略（Net Zero Strategy）」が定め

られ、海事分野については、ゼロミッション技術とインフラの開発を加速するための

取組として、UK-SHORE（UK Shipping Office for Reducing Emission）を UKRI（英国研究・

イノベーション機構、UK Research and Innovation）及び Innovative UK（先進技術開発へ

の助成を担当する政府機関）と連携して設立することされている。UK-SHORE の目的

は、海事分野のクリーン技術の設計及び製造において英国を世界のリーダーとするこ

とと位置付けている。また、CMDC によるフィージビリティ調査及び技術の試験への

資金面での支援が成功していることを踏まえ、UK-SHORE のもとで、CMDC を複数年の

プログラムに延⻑するとされた。 

さらに、2022 年 3 月に、国家造船戦略（National Shipbuilding Strategy）を改訂し、国

家造船室（National Shipbuilding Office）を英国政府内に設置して関係省庁の活動を戦略

的に調整するとともに、UK SHORE に 2億ポンドを投資し、グリーン技術で世界のリー

ダーとなることを確実にするためにゼロエミッション船やインフラの開発への資金提

供を行うことなどを定めた。 

2024 年 7 月に発足した労働党政権においては、「経済成⻑」「クリーンエネルギー

大国」「教育」「安全（治安）」「NHS改革」の５つの政策ミッションを掲げてい

る。また、2024 年 10 月に公表した Invest 2035 においては、産業戦略の策定に向けて

「先進的な製造業（Advanced Manufacturing）」、「クリエイティブ産業（Creative 

Industries）」、「クリーンエネルギー産業（Clean Energy Industries）」、「防衛

（Defence）」、「デジタル及び技術（Digital and Technologies）」、「ファイナンスサ

ービス（Financial Services）」、「生命科学（Life Science）」及び「専門・ビジネスサ

ービス（Professional and Business Services）」を成⻑分野として特定しており、また、

分野横断的なアプローチとして、①人材とスキル、②イノベーション、③エネルギー

とインフラ、④規制環境、⑤直接投資、⑥国際パートナーシップと貿易を定め、今

後、分野ごとの 10年間の成⻑戦略を取りまとめる予定としている。 
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海事分野への具体的な施策の有無・内容は、2025 年の支出レビューによる 2025-

2027の財政フレームの⾒直し、及び成⻑戦略のとりまとめを待つ必要がある。 

2024 年 10 月に公表された秋季予算においては、海事分野への直接的な言及はなか

った一方、産業戦略・貿易、イノベーション、ネットゼロを含む７本柱の成⻑ミッシ

ョンが掲げられ、エネルギー・ネットゼロ省、ビジネス貿易省、科学技術イノベーシ

ョン省への予算が拡大されるなど、グリーンとイノベーションへの取組が強化されて

きている。 

 

 

図 29 成⻑戦略の重点分野（秋季予算） 

 

3.1      英国の海事分野に係る技術開発・普及関連施策の全体像 

 本項では、海事関係の技術開発に活用可能な英国の支援制度について全体像を紹介

する。 

海事分野の脱炭素については、主に、英国運輸省（DfT : Department for Transport）

の監督のもとで UK SHORE が、省エネやゼロエミッション船舶、炭素回収及び代替燃

料技術に焦点を当てた施策を展開している。 
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加えて、Connected Places Catapult (CPC)12 の Maritime Accelerator Programme により、

海上安全やクリーンな推進技術などの幅広い課題に対して、スタートアップ及び中小

企業向けのメンター支援と資金面の支援が提供されている。 

さらに、運輸研究イノベーション補助（TRIG : Transport Research Innovation Grant）

により、研究開発の初期段階のプロジェクトに対して、海事分野を含む運輸分野横断

的に、排出削減、自動化、デジタル接続性などのプロジェクトを対象とした、より柔

軟な支援が行われている。 

 まとめると、UK SHORE が直接的な脱炭素のニーズに対応し、Accelerator Programme

がスタートアップ・中⼩企業における成⻑に係る課題に対応するとともに、TRIG が初

期段階の運輸に係るイノベーションをカバーしている。 

 UK SHORE による施策としては、海事分野の革新的なクリーン技術のフィージビリテ

ィ調査や市場投入前の試験を対象とした「クリーン海事研究コンペティション

（CMDC : Clean Maritime Research Competition）」、ゼロエミッション船及びそのイン

フラに焦点を当ててその導入を支援する「ゼロエミッション船舶・インフラコンペテ

ィション（ZEVI : Zero Emission Vessels and Infrastructure Competition）」、英国を代表す

るクリーン海事技術に係る研究開発のハブとなる組織の構築を目指した「クリーン海

事研究ハブ（Clean Maritime Research Hub）」が存在する。 

 CMDC では、これまでの 5次に亘る公募において 1.28億ポンドの予算が確保されて

おり、本年１月から実施中の 6次公募においては更に 3,000万ポンドの予算が割り当

てられている。 

 ZEVI は、CMDC の目的を補完するもので、CMDC によりフィージビリティ調査や試験

が行われたプロジェクトが、高い TRL に達した際に ZEVI により導入支援を受けること

も想定されている。ZEVI には 7,700万ポンドの予算が確保されており、採択されたプ

ロジェクトは、2025 年までにゼロエミッション船を導入するために主要な英国の港湾

やそのオペレーターと協同することが可能であることを示す必要がある。 

 ただし、ZEVI による支援対象は以下のプロジェクトに限られ、省エネ技術（EST）は

対象外とされている。 

 
12 未来都市 Catapultと運輸 Catapultを合併して 2019年 4月に発足。モビリティサービスと建設

環境における技術革新により、新たなレベルの物理的、社会的、デジタル的なつながりを構築

することを活動目的 

－ 61 －



62 

 

 電動船及びその充電インフラ 

 岸壁側及び船舶側の陸電施設 

 代替燃料船及びバンカリングインフラ 

 Clean Maritime Research Hub には、740万ポンドの予算が割り当てられ、主に以下の

テーマに対して、英国において行われている深く・幅広く・多様な研究を総合し、連

携を促進することで、イノベーションや産業の移行を前進させる原動力として、競争

力の世界的なベンチマークとなることを目指している。 

 代替燃料の利用拡大、安全確保 

 革新的で効率的な低炭素推進・発電システム 

 エネルギーシステム、港湾、インフラの脱炭素化 

 先進的な船舶設計と効率向上によるエネルギー需要削減 

 マリンオペレーションの高度化、デジタル化・グリーンファイナンスの活用        

 Clean Maritime Research Hub は、Durham 大学の主導のもとで 13 大学が連携した組織

であり、Aston 大学、Birmingham 大学、Brighton 大学、ロンドン大学シティ校、

Cranfield 大学、Liverpool 大学、Newcastle 大学、Sheffield 大学、Solent Southampton 大

学、St Andrews 大学及び Ulster 大学が参加している。 

 

 

図 30 英国の技術開発・普及関連施策の全体像 
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4. 英国における技術開発・普及施策と支援プロジェクト 

 本項では、英国の技術開発・普及施策の全体像として前項で紹介したもののうち、

EST を含む幅広いプロジェクトを対象とした CMDC 及び CPC・TRIG について、その具

体的な枠組みと支援対象となったプロジェクトについてまとめる。 

 

4.1. クリーン海事実証コンペティション（CMDC : Clean Maritime Demonstration 

Competition） 

4.1.1. 全体像 

CMDC においては、イノベーションの度合、実現可能性、影響力、連携を含む基準

に基づく公募によって、InnovateUK が支援案件を選定する。産業界と研究機関が連携

するプロジェクトの優先順位が高く評価されることとなっている。 

 プロジェクト当たりの補助上限額は、最初の２回の公募では最大 100万ポンドであ

ったところ、第３次公募では 800万ポンド、第４次公募では 600万ポンドに拡大され

ている。これは、当初の公募がフィージビリティ調査と実証試験を主としていた一方

で、後には、完全な実証を含むものになっていることが反映されている。UK SHORE へ

の追加の予算配分は、英国政府内での海運の脱炭素化への取組の強化が反映されたも

のと考えらえる。 

 公募においては、大手から中小企業までを含めた産業界、研究機関からの応募が可

能であり、それぞれの組織の規模やプロジェクトの種類等によって、補助率が異なっ

ている。 

 産業界からの応募については、補助対象経費に対して、小規模・零細企業が 70%、

中規模の企業が 60%、大企業が 50%の補助を受けられる。他方で、市場投入に近い事

業開発プロジェクトの場合は、小規模・零細企業が 45%、中規模企業が 35%、大企業

が 25%の補助率となる。 

 プロジェクトにおいて経済活動ではない取組を行う研究機関については、プロジェ

クトコストの 30%以内という上限の中で、大学等の Je-S（Joint Electronic Submision 

System、共同電子申請システム）に登録した組織は 80%の補助率、研究開発機関や非

営利組織、公的な研究機関については、100%の補助率となる。 
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 CMDC の補助対象事業の要件は、公募ごとに変更され得るもので、その変遷を負う

ことで、脱炭素に係る政策の変遷を垣間見ることができる。CMDC の第１次公募にお

いては、自動運航船についても、省エネルギーやゼロエミッションの実現に貢献する

ものとして補助対象とされていた。実際に、自動運航・航行支援システム（その多く

は水素燃料との組み合わせ）が多く支援対象事業として選定されていたが、第２次公

募以降では、自動運航やスマートシッピングは補助対象から除外されていた。 

最新の 2025 年 1 月から 4 月までの第 6次公募においては、公募を「市場投入前の実

証」、「フィージビリティ調査」、「スマートシッピング」の 3 分野（Strand）に分

け、スマートシッピングに特化した分野を新たに設定しているが、自動運航・運航支

援に特化したものではなく、デジタル技術を活用した船舶の設計の最適化など、より

広範な要素を対象としている。 

 

表 5 CMDC第 6次公募の対象分野（Strand） 

分野 
事業 

規模 
特徴 

Strand 1 

クリーン海事技

術に係る市場投

入前の実証 

10万 

ポンド

から 

2百万 

ポンド

まで 

 優先分野として 

「国際フェリー」、「24m超の大きさの船舶」、「アンモニア

技術」を設定 

 その他の船舶に係る対象分野として 

「将来のクリーン海事技術への改造への準備措置（Retrofit 

Readiness）」、「蓄電池、燃料電池、水素・アンモニア等の代

替燃料エンジンなどの推進・発電技術」、「多様な風力推進技

術」、「低炭素のエネルギー貯蔵・マネジメント」、「電線・

移送管を含む陸電又は代替燃料の物理的コネクタ」、「モータ

ー、ドライブ、センサー、パワーエレクトロニクスなどの必須

技術」、「船舶の航続距離大幅拡大や代替燃料の使用量の大き

な削減を通じたその実現可能性の拡大につながる小絵エネルギ

ー技術」、「新たな船上搭載設備の型式認証」を上げている。

ただし、24mより小さい船舶の電動化（充電池）については、

新規性と既存のものとの違いを明確に示すことが応募の条件と

している。 

 また、洋上を含めたインフラに係るその他の対象分野として 

「低・脱炭素燃料の陸側での貯蔵とバンカリング」、「電動船

の充電インフラ及びマネジメント」、「船舶の補機の従来型の

電力局級を不要とする陸電技術」、「電線・移送管を含む陸電
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又は代替燃料の物理的コネクタ（再掲）」、「港湾から船舶に

供給するための沿岸での再生可能エネルギー発電」、「水素・

メタノール・アンモニアなどの低炭素燃料の製造」、「荷役や

港湾オペレーションに係るゼロエミッションインフラ」、

「低・脱炭素船舶を支援するための風力や石油ガス生産設備に

係るゼロエミッションインフラ」を掲げている。ただし、陸電

については、新規性及び既存の陸電の課題にどのように対応す

るかを明確にすることを応募の条件としている。 

Strand 2 

クリーン海事技

術に係るフィー

ジビリティ調査

（グリーン海運

回廊を含む） 

75,000 

ポンド

から 

1百万 

ポンド

まで 

 優先分野、その他対象分野について、Strand 1と同様のものに

加えて、 

 「国内・国際グリーン海運回廊」、「クリーン海事技術に係

る教育訓練」を対象分野として設定 

Strand 3 

スマートシッピ

ングに係るフィ

ージビリティ調

査及び市場投入

前の実証 

75,000 

ポンド

から 

2百万 

ポンド

まで 

 温室効果ガスの排出削減と大気環境の改善に資するデジタル

技術を活用したプロジェクトへの支援を目的としており、 

「海運分野における維持管理と検査」、「港湾オペレーショ

ンの改善」、「船舶の設計の最適化」、「スマートシッピン

グに係る安全と技能」、「船舶のオペレーションの最適

化」、「効率化のための船舶の航路計画・スケジュール管

理」、「海運に明確に焦点を当てた他の輸送モードとの相互

連携」、「スマートシッピングの安全及び運航上の強みを確

かなものとするためのプロセス・計測・システム及びリスク

ベースのアプローチの確立を含めた保証システム」 

 また、次の要素の少なくともいずれか一つを中心に据えたも

のであることも要件 

- データ：新たな方法で取得したデータの活用や、革新的なア

プローチ、ソリューション又は製品の一部としてのデータ活

用を含む 

- AI：新たな AIの開発又は既存の AIの新たな用途など AIの活

用を含む 

- 自動化システム：ハードウェア、ソフトウェアの両面での自

動化ソリューションの開発を含む 

- 接続性及び現在位置・時刻把握（PNT : Position Navigation and 

Timing）：通信システムの革新的な使用方法や量子技術の活用

などの革新的な PNT設備・ソリューションを含む 

- 量子コンピューティング：量子コンピューティングを用いた

既存のソリューション・製品の改善や新たなアプローチ・ソ

リューションの開発を含む 
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- センサ・モニタリング：革新的な装置・システムの利用によ

るセンシング並びにシステム又は船舶のモニタリングを含

み、この技術には量子技術も含まれ得る 

- デジタルツイン：現実世界のシステムや物体のデジタルモデ

ルの作成による相互のフィードバックの提供を含む 

 

 OCCS については、これまで、応募要件などにおいて特段言及されていないが、OCCS

への補助を行った案件は２件存在する。その他を含めたこれまでの公募の結果を下表

にまとめる。 

 

表 6 CMDCの公募回次ごとの採択案件 

公募 
事業 

期間 

予算 

(ポンド) 
要件 省エネ案件 

補助額

(ポンド) 

案件 

割合 

第 1次 

2021年 

3⽉〜 

2022年 

3月 

23.3 

百万 

事業費 25,000ポ

ンドから 1百万ポ

ンドのフィージビ

リティ調査又は技

術検証試験 

8件の自動運航・運航

高度化プロジェクト

(多くは水素燃料） 

3.0 

百万 

17% 3件の風力補助推進 

プロジェクト 
70万 

２件のプロペラ・推進

システムプロジェクト
30万 

第 2次 

2022年

5⽉〜 

2023年 

8月 

12 

百万 

事業費 10万ポン

ドから 1百万ポン

ドのフィージビリ

ティ調査又は市場

投入前の実証 

1件の風力補助推進 

プロジェクト 
10万 1% 

第 3次 

2022年

9⽉〜 

2025年 

3月 

31 

百万 

(これ

まで) 

事業費 1百万ポン

ドから 8百万ポン

ドの技術・システ

ム実証 

3件の風力補助推進 

プロジェクト 

10.5 

百万 
20% 

１件の OCCSプロジェ

クト 

1.2 

百万 

第 4次 

2023年

7⽉〜 

2025年 

3月 

19 

百万 

(これ

まで) 

事業費 50万ポン

ドから 6百万ポン

ドの実証、市場投

入前の実証、フィ

ージビリティ調査

4件の風力補助推進 

プロジェクト 

5.0 

百万 

22% 

1件の OCCSプロジェ

クト 
50万 
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第 5次 

2024年 

〜 

2025年 

150万 

 「国際グリーン回廊ファンド」としてパートナー国（オラン

ダ、ノルウェー、デンマーク、アイルランド）との共同での

資金提供により、フィージビリティ調査を支援 

 公募の結果、英国・アイルランド間、英国・オランダ間のフ

ィージビリティ調査プロジェクトが支援対象 

第 6次 

2025年 

9⽉〜 

2026年

3月 

30 

百万 

(予算) 

 表 5の要件のもと、2025年 1月 25⽇〜4月 16日の期間で案

件公募を実施中 

 

 採択案件は、省エネ以外の案件の比重が高く、主に小型船の電動化や水素・燃料電

池の活用、洋上風車作業船の開発プロジェクトが多く採択されている。 

 

4.1.2. プロジェクト事例 

I.  プロジェクト例① SKYTUG（外航船向け風力補助推進システム） 

支援事業：CMDC（第１ラウンド） 

予算：60.6万ポンド（事業規模：86.6万ポンド） 

技術分野：風力補助推進 

開発者：Bluewater Engineering 

プロジェクト概要： 

SKYTUG は、巨大なカイト（凧）を展開したタグボートを用いて、大型船舶を洋

上で通常の船速で牽引することにより、従来の燃料消費を大幅に削減する牽引サ

ービスを提供する技術である。 

特許出願中の本技術により、史上最大規模のカイトアレイを制御可能な形で展

開し、ゼロカーボンの風力エネルギーを世界の貨物輸送に活用することが可能と

なる。 

SKYTUG の特徴は、風力推進技術を船舶ではなくタグボートに搭載することで、

以下のメリットを実現： 

・設計の自由度が向上し、大規模なカイトアレイを運用可能 
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・重量貨物船やタンカーの牽引に十分な風力を確保 

さらに、船舶運航者にとって導入しやすいシンプルなソリューションを提供： 

・船舶側の改造や設備投資が不要 

・専用の乗組員やメンテナンスが不要 

・運航停止（ダウンタイム）なし 

・単純な「牽引（トーイング）」という既存の運用手法で対応可能 

本プロジェクトでは、SKYTUG コンセプトの主要要素の開発と実現可能性の評価

を行い、設計承認と統合デモンストレーターの建造に向けた準備を進める。 

 

図 31 SKYTUGのイメージ図 

 

II.  プロジェクト例② SEABOUND（革新的な OCCS） 

支援事業：CMDC（第３ラウンド） 

予算：121万ポンド（事業規模：290万ポンド） 

技術分野：OCCS 

開発者：Seabound Carbon, Lomar Shipping 

プロジェクト概要： 

POCC Pilot（Pioneering Onboard Carbon Capture Pilot）は、外洋航行船舶における

画期的な炭素回収技術の初のフルスケール実証を目的とした、Seabound と Lomar 

Shipping による共同運営事業である。 

ここで、 Seabound は、気候テクノロジーを専門とするスタートアップ企業。特

許出願中の技術を活用し、船舶の排ガスから最大 95%の CO₂を回収可能な、手頃
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で拡張性の高い炭素回収装置を開発した。 Lomar Shipping は、ロンドンを拠点と

する大手船主・船舶管理グループ。65隻以上のコンテナ船、バルクキャリア、化

学タンカー、プロダクトタンカーを所有・運航している。 

本プロジェクトでは、Lomar Shipping の船舶に Seabound の炭素回収システムを

設計・設置・試験運用し、1日あたり約 30 トンの CO₂排出削減を目指す。 

この実証実験は、Seabound がすでに実施した 2 つの陸上試作機及び、2023 年上

半期に予定されている小規模船上試験に続くものであり、POCC Pilot の成功をもっ

て、Seabound は技術の商業化を開始し、世界の船舶市場へ炭素回収システムの迅

速な展開を進める計画である。 

 

 

 

 

 

 

図 32 SEABOUNDのコンセプト（左）、実証の様子（右） 

 

III.  プロジェクト例③ Windship（硬翼帆による風力補助推進と炭素回収） 

支援事業：CMDC（第３ラウンド） 

予算：500万ポンド（事業規模：779万ポンド） 

技術分野：風力補助推進、OCCS 

開発者：Windship Technology, CALIX (Europe), Yasheya 

プロジェクト概要： 

本プロジェクトは、ばら積み船及びタンカーのゼロエミッション化を実証する

取り組みであり、風力推進を活用して年間燃料消費を大幅に削減し、さらに炭素

回収システムを組み合わせることで、従来のディーゼルエンジンを搭載した船舶

でもゼロエミッションを実現する。また、グリーンメタノールを使用する場合は

炭素の除去（カーボンネガティブ）が可能となる。 
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風力補助推進については、硬翼帆技術による効率的な風力活用を実現すること

を目指しており、特徴的な三重ウィング構造により、1 つのデッキ上の回転ベア

リングで 3 つのウィングセイルを制御。これにより、船体への推力伝達を最適

化。また、低い高さでも広い表面積を確保し、大きな推力を得ることが可能。加

えて、3 つの三重ウィングシステムを搭載することで、貿易風（約 25ノット）下

で 80,000 トンのバルカーを完全に帆走可能する。風力推進技術は数理モデルで検

証済みであり、主要な貿易航路において年間 30%以上の燃料削減が可能であるこ

とが示されている。 

これにより、既存のディーゼルエンジンの燃料消費を大幅に削減し、現在開発

中のゼロエミッション燃料（例：グリーンメタノール、アンモニア、水素）のコ

スト削減とスペース要件の低減に貢献することが期待される。 

また、本プロジェクトでは、風力推進技術とディーゼル電気推進システムを組

み合わせ、低排出強度の石灰を用いた炭素回収システムを導入することで、迅速

かつ費用対効果の高い CO₂削減を実現する。初期試算では、この風力＋石灰炭素

回収の組み合わせが、業界トップクラスのコスト競争力を持つことが期待されて

いる。 

 

図 33 Windshipのイメージ図 

 

IV.  プロジェクト例④ Airwing（新型の硬翼帆 AirWing） 

支援事業：CMDC（第４ラウンド） 

予算：263万ポンド（事業規模：369万ポンド） 

技術分野：風力補助推進 
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開発者：GT Green Technologies, ブリストル大学, Carisbrooke Shipping 

プロジェクト概要： 

本プロジェクトは、革新的な風力補助推進システムである「AirWing」の開発、

試験、及び普及に焦点を当てている。AirWing は特許取得済みの革新的技術を活用

した硬翼帆であり、高効率な推進力を実現する。AirWing は補助推進システムとし

て機能し、レトロフィット（既存船への導入）では 10〜30％、新造船では最大

50％の燃料コストと二酸化炭素排出量の削減が可能と見込まれている。 

本プロジェクトの主な目的は、英国企業が保有し、英国企業が運航する英国

籍・英国船級の 130メートル級貨物船に AirWing 技術を搭載し、実証実験を行う

ことである。これにより、AirWing による燃料削減と排出量削減の効果を実証し、

英国がクリーン海運技術の設計・製造分野で世界をリードする国であることを示

すとともに、ゼロエミッション海運への移行を加速させる。 

プロジェクトの成功を確実にするため、多分野の専門家チームが結集され、当

該チームには、設計者、製造業者、船舶全体の統合に係る専門家、サプライチェ

ーンの専門家が含まれる。プロジェクトは、風推進技術に強みを持つ GT Green 

Technologies（GT）が主導し、戦略的パートナーの支援を受けながら、製造・組立

設計やサプライチェーンの最適化を進める。 

GT は、BV から「基本承認（AIP）」を取得しており、本プロジェクトの設計と

技術仕様が、海運業界の関連基準、規制、および最良の実践例に適合しているこ

とが確認されている。さらに、AirWing の設計による視界制約を解決するために、

ナビゲーションカメラシステムなどの革新的なソリューションを導入し、規制要

件を満足する。 

また、AirWing の商業化と量産体制の確立に向けた詳細な計画も策定する。本プ

ロジェクトは、ライフサイクル全体での排出量削減と燃料節約効果を検証し、船

主に対し、将来的な投資判断を支援するための実データを提供する。加えて、国

際的な受注や輸出を通じて、英国経済への貢献を目指す。 
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V.  プロジェクト例⑤ ANEMOI（新型の円筒帆） 

支援事業：CMDC（第４ラウンド） 

予算：138万ポンド（事業規模：193万ポンド） 

技術分野：風力補助推進 

開発者：ANEMOI Marine Technologies, Frazer-Nash Consultancy, Victoria Steamship 

Company, Connected Places Catapult 

プロジェクト概要： 

本プロジェクトは、風力推進技術を革新することを目的としており、主に英

国、ヨーロッパ、北⼤⻄洋の海域で運航する船舶向けに設計された、⾼さ 24.5メ

ートル、直径 3.5メートルの新しい円筒帆（ローターセイル）を開発する。 

この革新的なローターセイルを船舶に円滑に統合できることを証明するため、

英国でフルスケールの実証機を開発・製造する。この実証機は、革新的な設計要

素、特に内部の機械部品に関するリスクを包括的に評価し、低減するための厳格

な試験プラットフォームとして機能する。試験では、高負荷及び高速回転の条件

下で新設計のローターセイルを検証し、熱・動的計測を通じて詳細な性能分析を

実施する。設計フェーズ全体にわたって Frazer-Nash Consultancy の専門家が動的解

析を行い、実証機の測定データと最終的なローターセイル設計の性能を比較評価

する。 

12 か月のプロジェクト期間中に、実証機の設計、製造、試験を完了し、英国で

生産可能な直径 3.5メートルのローターセイルの最終設計を完成させ、これによ
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り、欧州および北⼤⻄洋航路を航⾏する船舶向けの風⼒推進市場に参⼊すること

を目指す。 

また、ターゲット市場における代表的な二つの船種を対象とした机上での認証

も含まれており、Stehr Consulting 及び Lloyd's Register の主導により実施される。

さらに、英国の船舶運航会社である Victoria Steamship がエンドユーザーとしての

視点や船舶仕様の情報を提供し、自社のばら積み船での実証試験の可能性を検討

する。 

加えて、市場環境をより深く理解するため、Connected Places Catapult が詳細な

市場調査を実施し、英国、欧州、及び⼤⻄洋航路における市場ポテンシャルを定

量化する。加えて、Frazer-Nash の技術支援のもと、英国国内でのサプライチェー

ン調査を行い、ローターセイルの製造、組立、船舶への設置に必要な能力とイン

フラを有する企業を特定する。この調査では、ローターセイルと将来の代替燃料

との組み合わせの可能性についても検討し、海運の脱炭素化に向けたローターセ

イル技術の重要な役割を示すためのデータを取得する。 

 

図 34 ANEMOIの円筒帆 

 

4.2. Connected Places Catapult (CPC) 

 Connected Places Catapult（CPC）は、重要産業におけるイノベーションの促進と成⻑

の支援を目的に 2010 年に英国政府が立上げた９つのカタパルトセンターの一つであ

る。カタパルトは、英国内における少なくとも 40 の拠点から成るネットワークを有し
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ており、英国の産業イノベーションを促進し、英国がハイテク分野で世界的な競争力

を維持するための海事に限らない広範な経済政策の一部である。 

 カタパルトの目的は、「地域の経済成⻑の促進」、「中⼩企業が TRL 4, 5 に存在す

るいわゆる死の谷を乗り越え、研究開発の成果を市場化することを支援して英国のビ

ジネスを育成すること」、「英国の気候変動目標の実現を支援するためにネットゼロ

移行を加速すること」、「分野横断的な機会の促進」、「サプライチェーンの効率

化・強靭化の支援」、「英国のイノベーションと知財の世界への輸出機会の育成」で

ある。 

 各カタパルトは、それぞれ異なった分野に焦点を当てており、CPC は、都市・交通

運輸・場の創出に係るイノベーションの促進がミッションとされている。CPC は、資

金提供、アクセラレーター、パートナーシップなどのイノベーションの促進に係るサ

ービスを提供している。また、カタパルトは、政府の政策目的を達するための組織と

なることもあり、CPC は、英国運輸省（DfT）から助成の執行を任されている。 

 CPC が資金配分を行う海事分野の研究開発に係る助成プログラムとしては、海事ア

クセラレータープログラム（Maritime Accelerator Programme）及び TRIG が存在する。 

 本項では、これらのプログラムについて詳述する。 

 

4.2.1. 海事アクセラレータープログラム（Maritime Accelerator Programme） 

 海事アクセラレータープログラムは、2022 年に導入されたもので、2025 年にパイロ

ット試験を行い、見直しを行うことを予定している。 

同プログラムは、海事分野における脱炭素、デジタル移行、持続可能性の実現に係

る需要増大に対応するため、革新的なソリューションをもつ中小企業を支援すること

を目的としており、小規模な助成を用いて、ビジネス支援と助成、産業界のパートナ

ーシップの形成を提供することで革新的なソリューションの商用化を加速することを

目指している。 

具体的には、DP World、Maersk、タイン港、英国海軍（Royal Navy）などの産業界か

らの支援を受けつつ、集中的なプログラムを通して、専門家の知見や試験設備、潜在

的な商用機会を中小企業に提供し、スケールアップさせる取り組みを行っている。 
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同プログラムは、基本的には各年ごとに管理されているが、中小企業に対して５か

月間のコホート計画（Cohort Programme）を作成し、1 対 1 の対象を絞った専用のビジ

ネス開発モジュールを提供している。2024 年のプログラムでは、1万〜2万ポンドの

予算をプログラムパートナーと連携した試験的なソリューションに提供するととも

に、CPC からのビジネス上及び投資上の支援、コーチング及びメンタリングを実施す

ることとしていた。プログラムでは、概ね６〜８社の中⼩企業を対象としており、そ

れらの企業のニーズである将来技術への商業上の信頼性の構築、地域の巻き込みと地

域からの⽀援の確保、実証・試験の実施、海事分野での成⻑の加速、プログラムから

の投資と⺠間投資の誘引などの⽀援を提供している。 

CPC は、例えば港湾における多モードに対応した燃料の供給・分配やゼロエミッシ

ョンの荷役、グリーン水素の生産・アンモニア生成などの環境に関する課題が英国の

将来の港湾ネットワークにおいて存在することを踏まえ、海事分野を重要な分野とし

て認識している。中小企業は、プログラムに参加する産業界のパートナーとの密接な

連携を通じて、そのソリューションを実際の産業界のニーズに合致させていくように

取り組んでいる。 

応募要件・手続はそれまでの経験を踏まえて見直しが行われているが、最新の 2024

年から 2025 年にかけての申請に係るものについて以下にまとめる。 

 

4.2.1.1. 案件の掘り起こし・申請段階 

 中小企業は、その技術の概要、技術の成熟度合い及びプログラムが定義した海事分

野の課題（詳細は後述）に対応するかについて記載して申請を行う。有望な中小企業

を事前に発見するため、この段階において、掘り起こしの活動（Scouting and 

recruitment）も行われる。この段階において、CPC は、自由に訪問を受けて質疑応答

を行うセッションも行う。 

 最新の申請プロセスにおいては、CPC は、二つのストリームを用意した。一つ目は

商業化ストリーム（Commercial Stream）で、マーケティング、投資戦略、中小企業の

狙っている市場や顧客・パートナーへの紹介などのテーラーメードの営業開発支援を

行う。二つ目は技術ストリーム（Technical Stream）で、中小企業は、実験や技術支援

を受けることができる。 
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4.2.1.2. 評価・選定段階 

 この段階において、技術の固有性（Technology Uniqueness）、潜在的な市場への適合

性（Potential Product-market Fit）、海事分野の課題への対応などに基づき、申請が評価

（評価軸の詳細は図 35）され、候補リストが作成される。 

 

 

図 35 海事アクセラレータープログラムの評価軸（候補リスト作成時） 

 

 案件の選定は、①申請を匿名化したうえでの評点、②候補リストの作成、③申請者

によるプレゼンテーションを用いたインタビューによる技術面・商業面の評価、④審

議及び最終選定の手続きを経て行われる。候補リストには最大 15 から 16者を選定

し、インタビューは、それぞれ 45 分間行う。その後、各企業に対して、合否が通知さ

れる。 

 

4.2.1.3. コホートの最終選定、始動段階 

 ６〜７者の中⼩企業がコホートとしてプログラムに参加するよう選定される。CPC

は、「中小企業ニーズ評価」の一環として、ニーズを理解するための 40 分間の対話を

行う。これを踏まえて、各企業に応じたテーラーメードの支援計画が作成される。加

えて、必要に応じて、中小企業がともに試験や技術実証を行うパートナー候補とのマ

ッチングの準備を行う。 
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4.2.1.4. 対象事業者の要件 

 補助対象事業者の要件は、前年までのフィードバックを受けて見直しが行われる

が、2024 年においては、プログラムの対象となるためには申請者は以下の要件を満た

すことが求められる。 

 英国に登記された中小零細企業であること。 

 関連した環境で試験・実証され、市場投入の可能性があるソリューションを有す

ること。TRL は 5〜8 が望ましい。 

 提案するソリューションによって、少なくとも一つ以上の定義された課題（後

述）に対応できること。 

 実際の環境で開発・試験することを望む革新的なアイデア又はソリューションが

あること。 

 重要なイベントに参加する用意があること、及びコーチングやワークショップな

どのプログラムに対するコミットメントと参加意思を示すこと。なお、プログラ

ムの大半はオンラインで行われ、ウェルカムデー、年次サミットなどの重要イベ

ントのみが対面で行われる。 

 既に海事分野で事業を行っている、又は、ソリューションを他の分野から海事分

野に持ち込もうとしている。 

 上記のうちの「定義された課題」については、プログラムのパートナーによって特

定され、「プログラム課題（Programme Challenges）」と呼称される。過去の２回の公

募の分析を踏まえ、2024 年から 2025 年に向けた公募要件の一部とすべく、「動力、

推進及び船舶のオペレーション」、「陸側の技術及びインフラ」、「安全・セキュリ

ティ」、「資源管理」の４つの分野が重要な関心分野として産業界からのパートナー

によって特定された。 

 それぞれの分野に対して、プログラムによってどのような技術を支援することを想

定しているかが下表のとおり列挙されている。 

 

表 7 2024年から 2025年に向けた公募におけるプログラム課題の概要 

分野 支援を想定する技術 

動力、推進及び

船舶のオペレー

ション 

 電化のための電力貯蔵及び配電システム（サプライチェーンを含む） 

 バイオ燃料や水素を原料とした燃料などの将来燃料の貯蔵・配送システ

ム（サプライチェーンを含む） 
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 広い範囲の船舶及び港湾オペレーションのための推進システム 

 港湾施設及び船舶の改造技術の理解及び設計 

陸側の技術及び

インフラ 

 入港する車両の流れの管理 

 水面下・地下の施設の検査の改善 

 係留時のアセットの安全な動揺・移動防止 

安全・ 

セキュリティ 

 機器と作業員が相互に作用する際の安全性の向上 

 安全に係る指標・傾向の理解の改善 

 港湾におけるインシデントの把握とリスク評価の強化 

 港湾特有の安全に係るアップスキリング・訓練及び職員の導入教育の支

援 

資源管理  アセットの健全性やエネルギー使用の最適化を含む環境モニタリング 

 センサーにより取得したデータの分析を通じた空間・アセット・在庫の

管理 

 自社職員及び第三者の請負業者の最適化 

 

 なお、2023 年のプログラム課題の分野は、「自動化」、「脱炭素」及び「将来の技

能」であった。 

 

4.2.1.5. 支援対象となった中小企業の例 

 これまでに支援の対象となった中小企業をまとめると下表のとおり。 

 

表 8 海事アクセラレータープログラムの支援対象企業 

支援年 企業数 企業名 

2022 10 

ANT Machines, BunkerTrace, Chrome Angel Solutions, Ecomar 

Propulsion, Ensemble Analytics, JET Connectivity, OceanWise, Signal 

Intelligence, SpotShip, Zizo 

2023 6 
Cargo Stream, Unmanned Life（自動化コホート）、Geospatial 

Insight, Mission Zero, PurEmissions, Unitrove（脱炭素コホート） 

2024 6 
ACUA Ocean, Cryogenx, Purple Transform, Rux Energy, Spacial 

Cortex, Stellar Advanced Concepts 

 

 また、これらの企業によるプロジェクトを地域別にみると下図の通りとなる。 
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図 36 海事アクセラレータープログラムのプロジェクトの主な実施場所 

 

 前述の企業のプロジェクトのうち、海事の脱炭素に係るものを抜粋すると下表のと

おりとなる。 

表 9 海事アクセラレータープログラムにおける脱炭素関係のプロジェクト 

公募 期間 支援額 海事の脱炭素関係プロジェクト 

1次 
2022年〜 

2023年 3月 

最大 2万 

ポンド 

 Ecomar Propulsion社による革新的な推進装置 1件

 船舶の運航の脱炭素化とリスク回避のための IoT

機器を用いた不可知論的なシステムに関するプロ

ジェクト 1件 

2次 
2023年 6⽉〜 

2023年 11月 

試験は 3万

ポンド、それ

以外は最大 2

万ポンド 

 船舶における炭素の排出の削減及び排出に係る情

報把握の改善に係るプロジェクト 3件 

 CCS 及び省エネの両方に関連する直接空気回収

（DAC）に係るプロジェクト 1件 

 Geospatial Insight 社による環境モニタリングとデ

ータ解析に係るパイロット試験プロジェクト 1件

3次 
2024年 4⽉〜 

2024年 11月 

最大 2万 

ポンド 

 Stellar Advanced Concepts社による船舶の推進性能

向上のための抵抗が低い船体表面テクスチャ 1件

 Rux Energy 社による海事分野におけるエネルギー

貯蔵のための炭素繊維タンク１件 
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I. プロジェクト例① Ecomar Propulsion 社 

支援事業：海事アクセラレータープログラム（2022コホート） 

予  算：1〜2万ポンド 

プロジェクト概要： 

 Ecomar Propulsion は、高性能で革新的な海事向けのクリーンな推進システムの

研究開発、設計及び製造を実施している。同社は、ゼロエミッションの電動又は

水素ハイブリッドの船内機・船外機を通じて、10 年以内に海事分野の温室効果ガ

スを 1,000万トン削減することを目指している。同社の製品は英国製で、すべて

炭素の排出に係る外部評価を受けている。94%がリサイクル可能又は持続可能な

ものとして設計している。2022 年に海事アクセラレータープログラムの対象に選

ばれ、その後、現在も同社は、船内機・船外機の両方について活発に活動を行っ

ている。 

 同社の船内機である KAIROS は、蓄電池及び必要に応じ

て水素を組み合わせた統合システムとして設計されてお

り、80kW から 1MW の出力に対応している。船外機の

ÅRKA は、大手国際船主、造船会社、運航事業者などの商

業クライアント向けに設計され、80kW から 200kW の出

力に対応している。 

図 37 電動船外機 ÅRKA 

 

II. プロジェクト例② Geospatioal Insight 社 

支援事業：海事アクセラレータープログラム（2023コホート） 

予  算：3万ポンド 

プロジェクト概要： 

 Geospatial Insight は、衛星画像とデータ分析を活用し、海事環境における温室効

果ガス排出量と大気の質の監視を行う。 

海事アクセラレーションプログラムを通じてポーツマスで実施された試験で

は、先進的な地理空間技術を用いて、船舶の動き、港湾オペレーション、工業施
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設、陸上交通、大気条件に関するデータを統合し、この地域の正確な排出量及び

大気の質のベースラインを構築した。 

このシステムにより、環境への影響をリアルタイムで可視化することで、港湾

が高排出源を特定し、燃料消費を削減するために港湾オペレーションを最適化で

きるよう支援することが可能となる。 

 

III. プロジェクト例③ Stellar Advanced Concepts 社 

支援事業：海事アクセラレータープログラム（2024 コホート） 

予  算：1〜2万ポンド 

プロジェクト概要： 

 Stellar Advanced Concepts は、船舶の推進性能の向上のため、船体の抵抗を低減

する表面テクスチャを開発してきた実績がある。 

現在開発している新たな生物模倣型の表面テクスチャにより、従来技術（疎水

性コーティングや空気潤滑技

術）と比較して燃料消費の削

減、環境負荷の低減、保守作

業の軽減、設置コストの削減

を実現することを目指してお

り、商船分野において高いポ

テンシャルを有している。 

図 38 表面テクスチャのイメージ 

 

4.2.2. TRIG（Transport Research and Innovation Grants） 

 CPC は英国運輸省（DfT）の予算による TRIG の資金配分も行っている。2014 年の立

ち上げ以降、TRIG は主に中小企業、学術界、地方政府その他の交通分野に係る課題へ

の解決手段を開発しようとする者への支援を行っており、また、その公募プロセス・

要件は改善を重ねられてきている。近年は、初期段階の研究とフィージビリティ調査

に焦点を当てており、中小企業によるコンセプト開発からソリューションの市場投入

－ 81 －



82 
 

準備までの支援を行っている。海事アクセラレータープログラムと共に、英国の政策

課題に沿った技術の開発を行う企業に対して、初期段階の財政支援と技術面でのサポ

ートを提供している。 

 TRIG では、2015 年に OneSails GBR による「沿海交通のための自律航行する帆船」プ

ロジェクトが、2017 年にニューキャッスルの学術団体による「排出モニタリングシス

テムを用いた船舶の大気の質への影響の把握」プロジェクトが支援対象となっている

が、これらの年代のプロジェクトは入手可能な情報が限られているため、本項では、

2019 年以降（情報が入手可能な 2022 年まで）のプロジェクトについてまとめる。 

 TRIG による支援は、一般的には最大６か月の期間行われる。また、支援テーマは、

毎年異なる可能性がある。2019 年から 2022年の公募においては、⼀般公募と、２〜

３の特定の課題分野に対応した公募とが行われた。課題分野については、例えば 2019

年の「ポットホール及び強靭なインフラ」、2021 年の「未来の貨物輸送」などが挙げ

られ、「海事分野」については、2021 年に課題分野として設定され、また、2022 年に

は「海事の脱炭素」が課題分野として設定された。 

 TRIG では、一般的に一つの課題分野に対して 3万ポンドの支援を行っているが、必

要に応じて、追加の予算を配賦している。また、支援対象プロジェクトは TRL 2〜4 が

一般的である。 

 最新の 2024 年の公募においては、プロジェクトあたり 4.5万ポンドの予算が確保さ

れており、課題分野ごとの DfT からの予算配分が、当該分野の全体の上限額（全体で

40万ポンド）となる。 

 TRIG は少額の支援を簡素な申請プロセスで配分することで、イノベーターによる研

究開発への資金注入のニーズを満たすように制度設計されている。 

 

4.2.2.1. 選定基準及び採点 

 選定基準は必要に応じて調整されるが、現状においては以下の要件が公表されてい

る。 

 英国に登記された事務所を有すること。 

 公的、⺠間⼜は第 3セクターの組織としての適格性を示すこと。大学及び技術研

究開発組織も申請要件を満たす。 
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 コンソーシアムによる提案は、主申請者が明確になっており、他の要件を満たす

場合に考慮可能。 

 提案において、革新的なコンセプトを証明し、アイデアを主に TRL 2 から 4 に成

熟させること。 

 複数の申請を行っている場合には、プロジェクトを並行して進める方法を示すこ

と。 

2023 年の申請ガイドによれば、プロジェクトは、6 つの評価分野によって評価され

ることとされており、それぞれの分野に 0 から 10 点の評点が下の例のように重みづけ

されて与えられる。 

 挑戦：25% 

 ソリューション：25% 

 インパクト：25% 

 商用化：15% 

 プロジェクト管理：5% 

 プロジェクト予算：5% 

 また、2024 年の評価では、「インパクトと持続可能性」が評価分野に含まれてお

り、プロジェクト管理と予算は統合されて 10%の重みづけとされている。 

 

4.2.2.2. 海事関係のプロジェクト 

 下表に 2019 年から 2022 年までの間の TRIG における海事関係のプロジェクトの概要

をまとめる。 

 

表 10 TRIGの公募結果及び海事関係のプロジェクト 

公募年 総予算 結果 海事関係のプロジェクト 

2019 
90万 

ポンド 

４テーマに亘る 30件のプロ

ジェクトが採択 

 交通システムの脱炭素化

（13件） 

 一般公募（8件） 

 年齢によらず利用しやすい

交通（6件） 

① PMW Technologyによる船舶向けの炭

素回収技術 

② Swanbarton Ltdによるフロー電池を通

じた船舶の電化 
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 ポットホール及び強靭なイ

ンフラ（3件） 

2020 
90万 

ポンド 

３テーマに亘る 23件のプロ

ジェクトが採択 

 交通システムの脱炭素化

（12件） 

 COVID（7件） 

 一般公募（4件） 

① Armada Technologiesの空気潤滑を通じ

た抵抗の最小化による燃料消費の削減

に焦点を当てたパッシブ型空気潤滑シ

ステム 

② TorqueSightによる温室効果ガス排出

データの推進パラメーターからの回収

のための TorqueFlange bowlコンセプ

ト 

③ PMW Technologyによる A3C

（Advanced Cryogenic Carbon Capture）

炭素回収プロセスのためのディーゼル

エンジンの排ガス処理 

2021 
195万 

ポンド 

４テーマに亘る 44件のプロ

ジェクト、6件のパイロット

プロジェクトが採択 

 海事（13件） 

 一般公募（21件） 

 COVID（3件） 

 未来の貨物輸送（7件のプ

ロジェクト、6件のパイロ

ットプロジェクト） 

① ACAUA Oceanによる船舶のパフォーマ

ンス改善のためのソフトウェア及び水

素システムモニタリング 

② Armada Technologiesのパッシブ型空気

潤滑システム（２回目の支援） 

③ Oxfordshire Waterways Electrificaton 

Transition (OxWet)による水運の電化の

計画・実施のための推奨事項の検討 

④ C-MAT Technologiesによる Ship Emission 

Filtration and Decarbonisation (SEFAD)に

よる海運からの温室効果ガスの削減の

ためのソリューション開発 

⑤ Ecomar Propulsionによるクリーンな電

動推進ギアボックスのフィージビリテ

ィ調査 

⑥ Industry Systems and Control Ltdによる

水素動力による船舶のエネルギー管理

システム 

⑦ JET Engineering Systemsによる 5Gに対

応したデータダッシュボード 

⑧ Malakoff Limitedによる運航中のゼロエ

ミッションを実現した小型の完全電動

商船の設計 
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⑨ Materials Nexusによる SmoothSurfプロ

ジェクト（付着生物の増加を抑制する

ようモデリングされた新材料の開発） 

⑩ MSE Internationalによる大気の質・カ

ーボンフットプリントの改善のための

モジュール式の船舶用陸電装置の開発 

⑪ Unitrove Innovationによるゼロエミッシ

ョン船のための液化水素バンカリング

装置 

⑫ バーミンガム大学によるスーパーキャ

パシタ、超電導磁石を用いた電動船向

けの電力貯蔵システム 

⑬ ストラスクライド大学による郊外・島

嶼のコミュニティ向けのネットゼロ水

上運送の実現プロジェクト 

2022 
196万 

ポンド 

６テーマに亘る 66件のプロ

ジェクトが採択 

 一般公募（16件） 

 海事の脱炭素化（13件） 

 激甚な気候・洪水への強靭

な交通（7件） 

 未来の貨物輸送（6件） 

 地域交通の脱炭素化（18

件） 

 鉄道旅客の体験価値の改善

（6件） 

① Achelos Energyによる脱炭素に向けた

既存の陸側のインフラへの流体力学技

術（潮流・水流発電）の導入 

② Bluewater Engineeringによる風力推進

（カイト）オーシャンタグの実証 

③ Bunker Traceによる燃料のライフサイ

クルでのエミッションのデジタル報告

ツールの作成 

④ C-MAT Technologiesによる SEFAD技術

（金属有機構造体による省エネ・高効

率な炭素回収）の成熟（TRL 3〜4） 

⑤ クランフィールド大学による生体を模

倣した柔軟なフォイルを用いた波力を

用いた推進装置 

 

V. プロジェクト例① PMW Technology 社 

支援事業：TRIG（2019 年及び 2020 年公募） 

予  算：公募ごとに 3万ポンド 

技術分野：OCCS（船上炭素回収・貯留システム） 

プロジェクト概要： 
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 PMW Technology は、化学薬品を使用せずに、エンジンの排気ガスを低温にして

二酸化炭素を凍結させる方式による炭素回収技術の開発を行っている。それによ

り、海運業の脱炭素化をより迅速かつ低コストで実現することが期待される。 

同社は、設計会社の Houlder 社及

びチェスター大学と協力し、A3C

（先進低温炭素回収、Advanced 

Cryogenic Carbon Capture）プロセス

を最新の船舶の設計事例 2例に適用

し、その実現可能性、性能、及びコ

ストについて検証した。 

図 39 CO2削減コスト（￡/トン CO2） 

その結果、脱炭素燃料と比較して 50%低価格で CO2 を削減できることが試算さ

れた。 

また、OCCS の実現に欠かせない船舶から港湾への液化 CO2 の輸送についての検

討も実施され、船舶から回収された CO2 を港湾で陸揚げし、地層貯蔵すること

は、新たな需要をもたらし更なる開発を促進する点で Tee Velley Conbined Authority

が検討している炭素回収産業クラスターの開発を後押しするものと評価された。 

 

VI. プロジェクト事例② Armada Technologies 社 

支援事業：TRIG（2020 年及び 2021 年公募） 

予  算：公募ごとに 3万ポンド 

技術分野：空気潤滑による船体抵抗の削減 

プロジェクト概要： 

Armada Technologies は、ポンプ等の動力を用いずに、受動的に船体下に気泡を

注入することで抵抗を低減するパッシブ型空気潤滑装置（PALS : Passive Air 

Lubrication System）を開発した。このシステムは、ガスコンロや水槽で一般的に

使用されるベンチュリ効果を利用している。 
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2020 年の TRIG では、数値流体力学（CFD ）を用いた初期開発、試作品の製造、

模型試験及び結果の分析を行った。その成果を受けて、2021 年 4 月に特許申請が

成功している。 

また、2021 年の TRIG では、PALS（３次改良

版）の設計、製造、試験を実施した。試験は、

最大 6.5メートルの喫水及び 20ノットの速力を

シミュレーションできるハンブルク船舶膜型試

験水槽（HSVA）の加圧キャビテーション・トン

ネルで行われた。試験では、リバプール・ジョ

ン・ムーア大学の気泡力学専門家、ベンチュリ

技術者、船舶設計技術者、HSVA の試験チーム

の立会いのもと、4.0メートルの喫水および 20

ノットにおいて、10%以上の抵抗の低減が実証

された。 

図 40 PALS 

 

VII. プロジェクト事例③ C-MAT Technologies 社 

支援事業：TRIG（2021 年及び 2022 年公募） 

予  算：公募ごとに 3万ポンド 

技術分野：OCCS（船上炭素回収・貯留システム） 

プロジェクト概要： 

C-MAT Technologies の SEFAD（Ship Emission Filtration and Decarbonisation）システ

ムは、金属有機構造体（MOF : Metal Organic Framework）技術を活用し、船舶の排

気から直接 CO₂を回収するものである。2022 年の TRIG の時点で、SEFAD は TRL 3

〜4 に到達し、ソフトウェア上（MATLAB 及び Simulink）での試作が行われた。 

その後は、炭素回収の精度向上に向けた開発が進められている。また、ユニバ

ーシティ・カレッジ・ロンドン（UCL）および TOPE Ocean との協力を通じて、業

界との連携や認証の準備を進め、市場導入に向けた取り組みを加速している。 
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なお、SEFAD の MOF 技術は多用途に設計されており、将来的には水素やアンモ

ニアの貯蔵にも対応可能とされている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 41 C-MATのMOFを用いた OCCSのコンセプト 

 

VIII. プロジェクト事例④ Materials Nexus 社 

支援事業：TRIG（2021 年公募） 

予  算：3万ポンド 

技術分野：新素材（塗料）による付着生物抑制 

プロジェクト概要： 

Materials Nexus の Project SmoothSurf は、先進的な材料モデリングを活用し、海

洋表面における細菌、藻類、貝類の付着を防ぐ革新的な防汚材料を開発する。新

材料は、生態系に有害な物質を使用せずに燃料消費と CO₂排出を削減することを

目的としている。 

本プロジェクトでは、最適なフィラーや表面基を特定するための予測モデリン

グ、ロンドン・サウス・バンク大学との合成および物性試験、プリマス・マリ

ン・サービスによる生物付着試験が実施された。その結果、防汚性能に優れた有 

望な材料が 1 つ特定され、海運、洋上再生可能エネルギー、養殖業向けの環境配

慮型塗料の開発に向けた重要な一歩となった。 

今後の課題としては、材料の予測および開発能力の向上に加え、Tier 1 の塗料メ

ーカーとの提携機会を模索することが挙げられる。 
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IX. プロジェクト事例⑤ クランフィールド大学 

支援事業：TRIG（2022 年公募） 

予  算：3万ポンド 

技術分野：波力を利用した推進補助装置 

プロジェクト概要： 

クランフィールド大学の波力を利用した推進補助装置プロジェクトは、生物模

倣型の柔軟なフォイルを活用し、推進力の向上と船舶の復原性向上を目指してい

る。同装置は、コスト効率の高いソリューションとして設計されており、貨物船

の燃料消費を 20%削減することを目標としている。 

本プロジェクトは、フィージビリティ調査及び実験研究を経て、実験室での実

証を実施し TRL を着実に向上させている。研究成果は論文13にまとめられている。 

その後、クランフィールド大学の技術移転オフィスおよび業界パートナーとの

協力を進めており、CMDC などを通じて資金を確保し、技術の商業展開を目指し

ている。 

 

図 42 水槽試験の様子  

 
13 https://www.sciencedirect.com/science/article/pii/S136403212300446X 
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5. まとめ 

本調査は、技術開発・普及を取り巻く欧州・英国の政策の動向、具体的な支援措置

の全体像、プロジェクト事例などをまとめた。 

欧州の政策においては、昨年 12 月に発足した新たな欧州委員会の体制において、一

層、グリーン政策と産業競争力の確保に係る政策の一体性が強まっており、その中

で、技術開発・普及も含めた、新たな政策が打ち出されてきてきている。 

欧州における技術開発・普及施策については、技術開発の初期段階を担う枠組プロ

グラムについて、その変遷を整理するとともに、現在のプログラムと以前のプログラ

ムを比較し、海事分野に係る技術開発の重点の変化についてまとめ、代替燃料に係る

施策の比重が大きくなっていること、その中でも省エネや造船についても引き続き対

応が行われていること、及び、風力支援推進、OCCS などの取組が強化されていること

が見て取れ、これらは、ネットゼロ産業法などの政策においても重要な技術等として

位置づけられている。なお、風力支援推進については、Innovation Fund による普及支

援も行われている。 

Innovation Fund については、EU-ETS の拡大に伴い海事分野が正式に支援対象となっ

てことを受け、海事関係の採択案件が増加している。 

英国においては、UK SHORE と CPC による技術開発・普及の支援が行われており、代

替燃料に加えて、風力支援推進や OCCS への取組が複数進められている。 

今後も、政策的な動きとともに、将来の競争力の源泉となる技術開発・普及につい

て、取組が進められていくことが見込まれる。 
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-f
e

rr
y 

次
世
代

1
0

0
%
電
動

旅
客
・
車
両
フ
ェ
リ

ー
の
プ
ロ
ト
タ
イ
プ

と
フ
ル
ス
ケ
ー
ル
実

証
（

E
-フ
ェ
リ
ー
）

 

E
-f

e
rr

y
は
、
水
上
輸
送
に
お
け
る

C
O

₂排
出
削
減
を
目
的
と
し
た

1
0

0
%
電
動
フ
ェ
リ
ー
。
従
来
の

燃
料
を
使
用
す
る
フ
ェ
リ
ー
に
比
べ
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
を

5
0

%
削
減
し
、
年
間

2
,0

0
0
ト
ン
の

C
O

₂、
4

1
,5

0
0

kg
の

N
O

x、
1

,3
5

0
kg
の

SO
₂を
削
減
で
き
る
。
バ
ル
ト
海
の
デ
ン
マ
ー
ク
航
路
で
実

証
運
航
さ
れ
、
船
体
設
計
の
最
適
化
や
軽
量
複
合
材
料
の
採
用
に
よ
り
、
運
航
効
率
を
向
上
さ
せ

る
。
世
界
最
大
級
の
バ
ッ
テ
リ
ー
パ
ッ
ク
（
最
大

4
M

W
充
電
）
を
搭
載
し
、
短
時
間
の
充
電
で
⻑

距
離
運
航
が
可
能
と
な
る
。

 

2
1
,3

0
3
,8

2
0

1
5
,1

4
1
,0

3
5

2
0

1
5

/

4
/1

7
 

~
 

2
0

2
0

/

5
/3

1
 

造
船

 
T

rA
M

 
先
進
的
で
モ
ジ
ュ
ー

ル
化
さ
れ
た
輸
送
技

術
 

本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
、
モ
ジ
ュ
ー
ル
設
計
と
生
産
の
概
念
を
開
発
・
検
証
し
、
標
準
化
と
カ
ス
タ
マ

イ
ズ
を
両
立
さ
せ
た
小
規
模
シ
リ
ー
ズ
建
造
や
単
体
の
船
舶
建
造
を
可
能
に
す
る
こ
と
を
目
的
と
し

て
い
る
。
対
象
は
沿
岸
や
内
陸
水
路
を
航
行
す
る
電
動
船
で
、
仕
様
策
定
・
革
新
・
展
開
の

3
段
階

で
進
め
る
。
ま
ず
、
ユ
ー
ザ
ー
需
要
や
技
術
の
メ
タ
分
析
を
行
い
、

4
つ
の
ケ
ー
ス
ス
タ
デ
ィ
を
実

施
。
次
に
、
鉄
道
・
自
動
車
業
界
の
手
法
を
活
用
し
、
船
体
設
計
や
電
動
推
進
技
術
の
専
門
知
識
と

運
航
事
業
者
の
関
与
を
組
み
合
わ
せ
た
モ
ジ
ュ
ー
ル
設
計
を
開
発
す
る
。

2
隻
の
フ
ェ
リ
ー
、
作
業

船
、
貨
物
船
の
実
証
を
行
い
、

1
隻
は
実
際
に
建
造
し
、
ス
タ
ヴ
ァ
ン
ゲ
ル
で
運
航
す
る
。
最
後
に

追
加
の

5
隻
を
計
画
・
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
し
コ
ス
ト
効
率
と
環
境
負
荷
低
減
の
両
立
を
目
指
す
。

1
4
,6

6
2
,8

5
6

1
1
,7

4
1
,4

3
0

2
0

1
8

/

6
/1

2
 

~
 

2
0

2
3

/

2
/2
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9
4

 

 

電
化

 
C

u
rr

e
n

t 

D
ir

e
ct

 
C

U
R

R
E

N
T

 D
IR

E
C

T
 –

 

交
換
可
能
な
コ
ン
テ

ナ
型
水
上
輸
送
バ
ッ

テ
リ
ー

 

欧
州
の
交
通
部
門
は
温
室
効
果
ガ
ス
（

G
H

G
）
排
出
量
の
約

4
分
の

1
を
占
め
、
水
上
交
通
は
そ
の

1
3

%
を
占
め
る
。
現
状
の
ま
ま
で
は
、

2
0

5
0
年
ま
で
に
水
上
交
通
の
排
出
量
が
最
大

2
5

0
%
増
加

し
、
パ
リ
協
定
の
目
標
達
成
が
困
難
と
な
る
。
バ
ッ
テ
リ
ー
導
入
の
課
題
は
高
コ
ス
ト
で
あ
り
、

C
u

rr
e

n
t 

D
ir

e
ct
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
水
上
交
通
向
け
の
革
新
的
な
リ
チ
ウ
ム
イ
オ
ン
電
池
を
開
発
し
、

低
コ
ス
ト
化
を
実
現
す
る
。
さ
ら
に
、
交
換
可
能
な
コ
ン
テ
ナ
型
エ
ネ
ル
ギ
ー
貯
蔵
シ
ス
テ
ム
を
開

発
し
、
ア
ム
ス
テ
ル
ダ
ム
港
で
の
実
証
試
験
を
行
う
。
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
目
的
は
、
バ
ッ
テ
リ
ー

コ
ス
ト
削
減
、

G
H

G
排
出
削
減
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
密
度
向
上
、
欧
州
の
海
運
・
電
池
産
業
へ
の
投
資
促

進
で
あ
り
、
水
上
輸
送
の
電
動
化
を
加
速
さ
せ
る
こ
と
で
あ
る
。
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2
0

2
6

/

6
/3

0
 

造
船

 
H

O
LI

SH
IP

 
船
舶
設
計
と
運
航
の

ラ
イ
フ
サ
イ
ク
ル
最

適
化

 

海
事
製
品
は
大
規
模
な
投
資
を
伴
い
、
大
量
生
産
さ
れ
る
こ
と
は
少
な
い
。
他
の
輸
送
手
段
が
量
産

に
よ
る
規
模
の
経
済
性
を
享
受
す
る
一
方
で
、
海
事
製
品
は
効
率
性
、
柔
軟
性
、
環
境
負
荷
の
低
減

な
ど
、
顧
客
の
要
求
に
応
じ
た
個
別
設
計
が
求
め
ら
れ
る
。
設
計
に
は
技
術
要
件
や
コ
ス
ト
に
加

え
、
ラ
イ
フ
サ
イ
ク
ル
や
環
境
負
荷
、
規
制
と
い
っ
た
要
素
を
総
合
的
に
考
慮
す
る
必
要
が
あ
る
。

特
に
、
経
済
的
ラ
イ
フ
サ
イ
ク
ル
全
体
の
コ
ス
ト
最
小
化
が
重
要
で
あ
り
、
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
や
更

新
、
リ
サ
イ
ク
ル
な
ど
も
考
慮
す
る
必
要
が
あ
る
。

H
O

LI
SH

IP
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
、
こ
れ
ら
の
課
題

に
対
応
す
る
た
め
、
革
新
的
な
設
計
手
法
を
開
発
し
、
設
計
要
件
を
初
期
段
階
か
ら
統
合
す
る
設
計

環
境
を
構
築
す
る
。
統
合
設
計
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
を
開
発
し
、
デ
ジ
タ
ル
モ
ッ
ク
ア
ッ
プ
や
実
業
界
の

応
用
研
究
を
通
じ
て
、
船
舶
や
海
洋
機
器
の
最
適
設
計
を
実
現
す
る
こ
と
を
目
指
し
て
い
る
。

 

1
1
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3
1
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4
6

1
1
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3
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4
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2
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/
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省
エ
ネ

 
R

A
M

SS
E

S
 
持
続
可
能
で
効
率
的

な
船
舶
の
た
め
の
先

進
材
料
ソ
リ
ュ
ー
シ

ョ
ン
の
開
発
と
実
証

R
A

M
SS

E
S
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
、
欧
州
の
海
事
産
業
に
お
け
る
先
進
材
料
の
認
知
向
上
と
確
立
を
目
的

と
し
て
い
る
。
そ
の
た
め
に
、
部
品
か
ら
装
備
、
船
舶
統
合
、
修
理
に
至
る
ま
で
、
海
事
プ
ロ
セ
ス

全
体
に
わ
た
る

1
3
の
市
場
主
導
型
デ
モ
ケ
ー
ス
を
実
施
し
、
新
材
料
の
利
点
を
実
証
す
る
。
こ
れ

ら
の
デ
モ
は

T
R

L6
〜

8
の
高
い
技
術
成
熟
度
を
達
成
し
、
陸
上
で
現
実
に
近
い
条
件
で
設
置
さ
れ
る

か
、
船
上
で
検
証
さ
れ
る
。
技
術
性
能
、
ラ
イ
フ
サ
イ
ク
ル
コ
ス
ト
、
環
境
影
響
は
専
門
チ
ー
ム
に

よ
っ
て
評
価
さ
れ
、
共
通
の
試
験
基
準
の
も
と
検
証
さ
れ
る
。
試
験
結
果
や
設
計
、
認
証
、
生
産
に

関
す
る
最
適
手
法
は
、
海
事
試
験
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
お
よ
び
知
識
リ
ポ
ジ
ト
リ
に
蓄
積
さ
れ
、
今
後
の

迅
速
な
認
証
取
得
を
可
能
に
す
る
。
さ
ら
に
、

R
A

M
SS

E
S
は
欧
州
の
海
事
分
野
の
革
新
力
向
上
を
図
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9
5

 

 

り
、
他
産
業
と
の
技
術
移
転
を
促
進
す
る
海
事
材
料
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
の
形
成

に
貢
献
す
る
。

 

風
力
推

進
・
代

替
燃
料

 

C
H

E
K

 
実
船
概
念
設
計
に
お

け
る
主
要
技
術
シ
ン

ビ
オ
シ
ス
（
共
生
）

に
よ
る
船
舶
の
脱
炭

素
化

 

C
H

E
K
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
、
船
舶
の
設
計
と
運
用
方
法
を
革
新
し
、
ゼ
ロ
エ
ミ
ッ
シ
ョ
ン
航
行
を
実

現
す
る
こ
と
を
目
指
す
。
風
力
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
最
適
化
し
た
バ
ル
ク
キ
ャ
リ
ア
と
水
素
燃
料
の
ク
ル

ー
ズ
船
の

2
隻
を
設
計
・
実
証
し
、
革
新
的
技
術
の
統
合
に
よ
り

G
H

G
排
出
量
を

9
9
％
削
減
し
、

エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
を

5
0
％
以
上
削
減
、
ブ
ラ
ッ
ク
カ
ー
ボ
ン
排
出
を

9
5
％
以
上
低
減
す
る
。
従
来

の
船
舶
設
計
に
新
技
術
を
追
加
す
る
の
で
は
な
く
、
最
適
な
技
術
統
合
を
図
る
「

Fu
tu

re
-P

ro
o

f 

V
e

ss
e

l（
FP

V
）
設
計
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
」
を
開
発
し
、
実
際
の
運
航
条
件
を
考
慮
し
た
設
計
を
行

う
。
こ
の
手
法
は
タ
ン
カ
ー
や
コ
ン
テ
ナ
船
な
ど
他
の
船
種
に
も
適
用
可
能
で
、
世
界
の
船
舶
の
総

ト
ン
数
の

9
3
％
、

G
H

G
排
出
量
の

8
5
％
を
占
め
る
船
舶
に
影
響
を
与
え
る
。
さ
ら
に
、
⻑
距
離
航

行
に
お
け
る
イ
ン
フ
ラ
な
ど
の
要
因
を
分
析
し
、
実
際
の
導
入
を
促
進
す
る
。

IM
O
の
排
出
半
減
目

標
達
成
と
欧
州
の
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
化
に
貢
献
す
る
た
め
、
国
際
海
事
機
関
（

IM
O
）
の
関

連
組
織

W
M

U
が
主
導
し
、
関
係
機
関
や
⼀
般
市
⺠
と
の
連
携
を
図
る
。
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安
全

 
SE

D
N

A
 

極
限
環
境
下
に
お
け

る
安
全
な
海
上
オ
ペ

レ
ー
シ
ョ
ン
（
北
極

圏
で
の
ケ
ー
ス
ス
タ

デ
ィ
）

 

SE
D

N
A
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
、
急
増
す
る
北
極
海
の
海
上
交
通
に
伴
う
安
全
リ
ス
ク
に
対
応
し
、
安
全

な
航
行
、
船
舶
設
計
、
運
航
の
た
め
の
革
新
的
な
リ
ス
ク
ベ
ー
ス
手
法
を
開
発
す
る
。
こ
れ
に
よ

り
、
欧
州
の
海
運
業
が
北
極
の
成
⻑
市
場
を
活
⽤
し
つ
つ
、
環
境
保
護
を
確
保
で
き
る
よ
う
⽀
援
す

る
。
具
体
的
に
は
、
①
拡
張
現
実
を
活
用
し
た
「

Sa
fe

 A
rc

ti
c 

B
ri

d
g

e
」
を
開
発
し
、
氷
海
航
行
時
の

状
況
認
識
と
意
思
決
定
を
強
化
、
②
気
象
・
海
洋
デ
ー
タ
と
リ
ア
ル
タ
イ
ム
の
船
舶
・
氷
の
動
き
予

測
を
統
合
し
、
安
全
で
効
率
的
な
航
行
計
画
を
支
援
、
③
生
物
模
倣
技
術
を
用
い
た
防
氷
技
術
で
船

体
の
氷
着
防
止
、
④
運
航
リ
ス
ク
を
考
慮
し
た
設
計
手
法
で
安
全
性
を
向
上
、
⑤
メ
タ
ノ
ー
ル
燃
料

の
安
全
な
供
給
プ
ロ
セ
ス
確
立
を
進
め
る
。
ま
た
、
国
際
規
制
の
適
応
に
向
け
た
提
言
を
行
い
、
最

大
限
の
影
響
を
与
え
る
こ
と
を
目
指
す
。
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代
替
燃

料
 

Sh
ip

FC
 

数
M

W
級
ア
ン
モ
ニ

ア
船
舶
燃
料
電
池
の

試
験

 

Sh
ip

FC
の
主
な
ミ
ッ
シ
ョ
ン
は
、
大
規
模
な
ゼ
ロ
エ
ミ
ッ
シ
ョ
ン
船
舶
の
実
現
を
証
明
す
る
こ
と
で

あ
る
。
こ
れ
を
達
成
す
る
た
め
に
、
ア
ン
モ
ニ
ア
を
燃
料
と
し
て
使
用
し
た

2
M

W
の
モ
ジ
ュ
ラ
ー

燃
料
電
池
技
術
を
開
発
、
実
証
、
複
製
す
る
。
ま
ず
、
既
存
の
燃
料
電
池
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
を

1
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6

 

 

2
M

W
シ
ス
テ
ム
に
適
応
・
ス
ケ
ー
ル
ア
ッ
プ
し
、
船
舶
と
陸
上
の
燃
料
シ
ス
テ
ム
を
開
発
、
そ
し

て
大
型
の
海
上
建
設
船
に
シ
ス
テ
ム
を
統
合
す
る
。
そ
の
後
、
こ
の
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
を
商
業
運
転

で
少
な
く
と
も

3
,0

0
0
時
間
、

1
年
間
に
わ
た
り
検
証
す
る
。
ま
た
、
社
会
技
術
的
な
モ
デ
ル
と
分

析
を
行
い
、
さ
ら
な
る
船
舶
の
導
入
に
向
け
た
実
現
可
能
性
調
査
も
実
施
す
る
。
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電
化

 
SE

A
B

A
T

 
水
上
輸
送
向
け
の
大

容
量
バ
ッ
テ
リ
ー
ソ

リ
ュ
ー
シ
ョ
ン

 

SE
A

B
A

T
の
全
体
目
標
は
、
モ
ジ
ュ
ー
ル
式
高
エ
ネ
ル
ギ
ー
バ
ッ
テ
リ
ー
と
高
出
力
バ
ッ
テ
リ
ー
を

組
み
合
わ
せ
、
革
新
的
な
コ
ン
バ
ー
タ
技
術
と
自
動
車
産
業
か
ら
得
た
生
産
技
術
を
基
に
し
た
、
完

全
電
動
の
海
事
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
コ
ン
セ
プ
ト
を
開
発
す
る
こ
と
。
モ
ジ
ュ
ー
ル
方
式
に
よ
り
、
バ
ッ

テ
リ
ー
や
コ
ン
バ
ー
タ
の
コ
ス
ト
が
削
減
さ
れ
、
標
準
化
さ
れ
た
低
コ
ス
ト
の
モ
ジ
ュ
ー
ル
部
品
を

使
用
す
る
こ
と
で
、
独
自
の
船
舶
設
計
が
規
模
の
経
済
を
享
受
で
き
る
。
こ
の
コ
ン
セ
プ
ト
は
、
次

世
代
バ
ッ
テ
リ
ー
や
高
出
力
部
品
に
も
適
し
て
お
り
、
高
い
エ
ネ
ル
ギ
ー
密
度
や
異
な
る
化
学
組
成

に
基
づ
い
た
バ
ッ
テ
リ
ー
を
使
用
で
き
る
。
期
待
さ
れ
る
結
果
は
、
最
適
な
電
動
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
モ

ジ
ュ
ー
ル
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
で
、
バ
ッ
テ
リ
ー
の
フ
ッ
ト
プ
リ
ン
ト
を
最
小
化
し
、
過
剰
設
計
を
削

減
（
最
大

1
0
倍
か
ら
最
大

2
倍
に
）
す
る
こ
と
。

SE
A

B
A

T
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
は
、

1
M

W
h
以
上
の

バ
ッ
テ
リ
ー
に
も
対
応
可
能
で
、
バ
ッ
テ
リ
ー
シ
ス
テ
ム
の
所
有
コ
ス
ト
を

3
5

-5
0

%
削
減
し
、
造

船
所
で
の
統
合
コ
ス
ト
を

5
0

%
削
減
す
る
。
ま
た
、
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
の
海
事
市
場
で
の
採
用
促
進
と
、

大
型
バ
ッ
テ
リ
ー
技
術
と
製
造
プ
ロ
セ
ス
の
ス
キ
ル
向
上
に
貢
献
す
る
。
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/
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代
替
燃

料
 

E
N

G
IM

M
O

N
IA

 
⻑
距
離
航
路
に
係
る

海
運
の
完
全
脱
炭
素

化
に
向
け
た
持
続
可

能
な
技
術

 

E
N

G
IM

M
O

N
IA
の
目
標
は
、

IM
O
に
よ
る
海
運
業
界
の
脱
炭
素
化
目
標
を
達
成
す
る
た
め
の
積
極
的

な
措
置
を
講
じ
る
こ
と
。
こ
れ
に
は
二
つ
の
主
要
な
柱
が
あ
り
、

i)
 代
替
燃
料
（
ア
ン
モ
ニ
ア
）
の

世
界
的
な
導
入
促
進
、

ii
) 
陸
上
で
実
証
さ
れ
た
ク
リ
ー
ン
エ
ネ
ル
ギ
ー
技
術
（
廃
熱
回
収
や
再
生
可

能
エ
ネ
ル
ギ
ー
な
ど
）
の
海
事
分
野
へ
の
移
行
で
あ
る
。

E
N

G
IM

M
O

N
IA
は
、
ア
ン
モ
ニ
ア
の
よ
う

な
脱
炭
素
燃
料
を
船
舶
エ
ン
ジ
ン
で
使
用
す
る
利
点
を
研
究
し
、
他
の
ク
リ
ー
ン
エ
ネ
ル
ギ
ー
技
術

（
廃
熱
回
収
、
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
統
合
な
ど
）
と
組
み
合
わ
せ
て
、
そ
の
利
点
を
最
大
化
す

る
。
具
体
的
に
は
、
廃
熱
回
収
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
（

O
R

C
と
吸
着
冷
却
器
を
用
い
た
電
力
と
冷
媒
の

生
産
）
、
船
体
部
分
に
簡
単
に
取
り
付
け
可
能
な

P
V
複
合
素
材
を
用
い
た
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー

の
統
合
、
リ
ア
ル
タ
イ
ム
エ
ネ
ル
ギ
ー
管
理
シ
ス
テ
ム
に
よ
る
燃
料

/エ
ネ
ル
ギ
ー

/熱
の
最
適
化
を

9
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進
め
、

E
N

G
IM

M
O

N
IA
の
ポ
リ
ジ
ェ
ネ
レ
ー
シ
ョ
ン
エ
ネ
ル
ギ
ー
ハ
ブ
を
構
築
す
る
。
こ
れ
ら
の
技

術
は
、
実
際
の
船
舶
エ
ン
ジ
ン
（

M
A

N
）
と

3
隻
の
船
舶
（
油
槽
船

FA
M

O
U

S、
貨
物
船

D
A

N
A

O
S、
フ
ェ
リ
ー

A
N

E
K
）
で
実
証
さ
れ
、
異
な
る
種
類
の
船
舶
で
の
再
現
性
が
証
明
さ
れ
る
。

さ
ら
に
、
規
制
や
ビ
ジ
ネ
ス
の
視
点
か
ら
も
、
こ
れ
ら
の
技
術
が
海
事
業
界
に
適
用
さ
れ
る
こ
と
を

目
指
し
て
い
る
。

 

造
船

 
FI

B
R

E
SH

IP
FR

P
（
繊
維
強
化
プ

ラ
ス
チ
ッ
ク
）
を
用

い
た
大
型
船
舶
の
設

計
・
生
産
・
ラ
イ
フ

サ
イ
ク
ル
管
理

 

FI
B

R
E

SH
IP
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
目
標
は
、

FR
P
を
使
用
し
た
大
型
船
の
建
造
を
可
能
に
し
、

E
U
市
場

で
そ
の
大
規
模
な
適
用
を
実
現
す
る
こ
と
で
あ
る
。

FR
P
素
材
の
開
発
・
認
証
に
加
え
、
革
新
的
な

設
計
手
順
や
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
、
標
準
化
さ
れ
た
生
産
方
法
を
確
立
す
る
。
こ
れ
に
よ
り
、
船
舶
の
重

量
を
約

3
0

%
削
減
し
、
燃
料
節
約
、
安
定
性
向
上
、
環
境
へ
の
影
響
軽
減
、
貨
物
積
載
量
増
加
が
期

待
さ
れ
る
。
ま
た
、

FR
P
は
腐
食
に
強
く
、
疲
労
荷
重
に
強
い
性
能
を
持
ち
、
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
コ
ス

ト
削
減
も
実
現
す
る
。
中
期
的
に
は
、
欧
州
船
舶
市
場
の

5
%
に
相
当
す
る
規
模
で
、
⻑
期
的
に
は

5
4

,0
0

0
人
の
新
し
い
雇
用
が
創
出
さ
れ
、
欧
州
船
舶
会
社
は
年
間
最
大

1
0
億
ユ
ー
ロ
の
コ
ス
ト
削

減
が
見
込
ま
れ
る
。
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代
替
燃

料
 

H
yM

e
th

S
h

ip
 

船
上
に
お
け
る
燃
焼

前
の
炭
素
回
収
を
活

用
し
た
水
素
・
メ
タ

ノ
ー
ル
船
舶
推
進
シ

ス
テ
ム

 

H
yM

e
th

S
h

ip
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
、
船
舶
輸
送
の
効
率
を
向
上
さ
せ
、
排
出
ガ
ス
を
大
幅
に
削
減
す

る
。
こ
の
シ
ス
テ
ム
は
、

2
 M

W
の
典
型
的
な
海
洋
用
エ
ン
ジ
ン
で
開
発
・
実
証
さ
れ
、

C
O

2
排
出

量
を

9
7

%
以
上
削
減
し
、

SO
x
と

P
M
の
排
出
を
実
質
的
に
排
除
し
、

N
O

x
排
出
は

IM
O

 T
ie

r 
II

I
基

準
を
大
幅
に
下
回
る
。

H
yM

e
th

S
h

ip
は
、
メ
ン
ブ
レ
ン
リ
ア
ク
タ
ー
、

C
O

2
回
収
シ
ス
テ
ム
、

C
O

2

及
び
メ
タ
ノ
ー
ル
の
貯
蔵
シ
ス
テ
ム
、
水
素
燃
料
の
内
燃
エ
ン
ジ
ン
を
統
合
し
た
革
新
的
な
シ
ス
テ

ム
を
開
発
す
る
。
メ
タ
ノ
ー
ル
か
ら
水
素
を
生
成
し
た
う
え
で
燃
焼
さ
せ
る
こ
と
で
、
従
来
技
術
と

比
較
し
て

4
5

%
以
上
の
効
率
向
上
を
実
現
す
る
。
シ
ス
テ
ム
の
コ
ス
ト
効
率
は
さ
ま
ざ
ま
な
船
舶
タ

イ
プ
や
運
航
条
件
で
評
価
さ
れ
、
特
に
中
⻑
距
離
輸
送
に
お
い
て

C
O
2
削
減
と
経
済
性
の
観
点
で
最

適
な
ア
プ
ロ
ー
チ
と
さ
れ
て
い
る
。
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自
動
運

航
・
デ

ジ
タ
ル

 

M
O

SE
S 

自
動
船
舶
と
サ
プ
ラ

イ
チ
ェ
ー
ン
の
最
適

M
O

SE
S
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
、
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
の
コ
ン
テ
ナ
供
給
チ
ェ
ー
ン
に
お
け
る

SS
S（

Sh
o

rt
 S

e
a

 

Sh
ip

p
in

g
、
短
距
離
海
上
輸
送
）
を
強
化
し
、
大
型
コ
ン
テ
ナ
船
の
運
航
に
関
す
る
課
題
に
対
処
す

る
。
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
、

T
E

N
-T
ハ
ブ
港
の
接
岸
時
間
を
短
縮
し
、
小
規
模
港
の

SS
S
フ
ィ
ー
ダ
ー
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化
に
よ
る
持
続
可
能

な
短
距
離
海
運

 

サ
ー
ビ
ス
の
利
用
促
進
を
目
指
す
。
主
な
革
新
は
、

(i
) 
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
電
動
フ
ィ
ー
ダ
ー
船
の
導

入
、
ロ
ボ
ッ
ト
式
コ
ン
テ
ナ
ハ
ン
ド
リ
ン
グ
シ
ス
テ
ム
を
備
え
、
小
規
模
港
の
利
用
率
を
向
上
さ
せ

る
こ
と
、

(i
i)

 自
律
船
の
操
船
・
接
岸
シ
ス
テ
ム
（

M
O

SE
S 

A
u

to
D

o
ck
）
に
よ
り
、
港
の
サ
ー
ビ
ス

に
依
存
し
な
い
運
航
を
実
現
す
る
こ
と
、

(i
ii

) 
デ
ジ
タ
ル
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
（

M
O

SE
S
プ
ラ
ッ
ト

フ
ォ
ー
ム
）
を
活
用
し
、
物
流
関
係
者
間
で
貨
物
需
要
と
供
給
を
マ
ッ
チ
ン
グ
す
る
こ
と
で
あ
る
。

こ
れ
ら
は
実
証
実
験
で
検
証
さ
れ
、
持
続
可
能
性
基
準
に
基
づ
き
評
価
さ
れ
る
。
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代
替
燃

料
 

H
yS

h
ip

 
海
運
分
野
に
お
け
る

液
化
水
素
の
実
証

 

H
yS

h
ip
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
、

LH
2
（
液
体
水
素
）

P
E

M
燃
料
電
池
の
運
用
コ
ス
ト
（

C
A

P
E

X
）
と
設
計

コ
ス
ト
を
削
減
す
る
た
め
の
技
術
ア
プ
ロ
ー
チ
を
開
発
・
検
証
し
、
こ
れ
を
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
の

LH
2
海

上
供
給
チ
ェ
ー
ン
に
統
合
す
る
こ
と
を
目
指
し
て
い
る
。
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
、

2
隻
の
姉
妹
船
の

1

隻
と
し
て
、
新
し
い
水
素
生
産
施
設
と
接
続
す
る
船
舶
を
計
画
し
て
お
り
、
最
初
の

LH
2
船
は

2
0

2
1

年
9
月
に
運
航
開
始
予
定
と
な
る
。

H
yS

h
ip
は
、
船
舶
設
計
（

R
H

O
D

A
メ
ソ
ッ
ド
を
基
に
し
た
物

流
・
燃
料
供
給
の
統
合
）
、
イ
ン
テ
リ
ジ
ェ
ン
ト
エ
ネ
ル
ギ
ー
管
理
シ
ス
テ
ム
、
そ
し
て

LH
2
シ
ス

テ
ム
の
新
し
い
概
念
設
計
を
組
み
合
わ
せ
、
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
の
新
し
い
船
舶
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
コ
ス
ト

と
時
間
を
削
減
し
、
安
定
し
た
低
コ
ス
ト
で
認
証
さ
れ
た
グ
リ
ー
ン
水
素
へ
の
ア
ク
セ
ス
を
提
供
す

る
ス
ケ
ー
ラ
ブ
ル
な
分
配
シ
ス
テ
ム
を
構
築
す
る
。
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そ
の
他

 
SC

H
IP

P
E

R
 
内
陸
汚
染
削
減
の
た

め
の
海
運
分
野
の
貢

献
と
規
制
強
化

 

SC
IP

P
E

R
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
、
船
舶
が
既
存
の

SO
X
規
制
及
び
将
来
の

N
O

x、
P

M
規
制
に
準
拠
し
て

い
る
か
を
監
視
す
る
技
術
を
開
発
し
、
さ
ま
ざ
ま
な
監
視
方
法
の
適
合
性
、
運
用
能
力
、
コ
ス
ト
効

果
を
評
価
す
る
。
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
、
ヨ
ー
テ
ボ
リ
・
ハ
ン
ブ
ル
ク
・
ロ
ッ
テ
ル
ダ
ム
・
マ
ル
セ
イ

ユ
の
港
や
、
北
海
、
バ
ル
ト
海
、
英
仏
海
峡
、
地
中
海
で
の
フ
ィ
ー
ル
ド
測
定
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
を
通

じ
て
、
船
上
、
陸
上
、
遠
隔
光
学
、
航
空
機
、
衛
星
シ
ス
テ
ム
を
用
い
た
技
術
を
評
価
す
る
。
新
た

に
試
験
さ
れ
る
技
術
に
は
、
ブ
ラ
ッ
ク
カ
ー
ボ
ン
や
超
微
粒
子
を
測
定
す
る
船
上
・
航
空
機
セ
ン
サ

ー
、
感
度
の
高
い

SO
2
測
定
法
、
衛
星
観
測
に
よ
る

N
O

x
お
よ
び

SO
2
排
出
監
視
が
存
在
す
る
。

こ
れ
ら
の
測
定
デ
ー
タ
は
、
排
出
因
子
や
大
気
質
モ
デ
ル
の
改
善
に
使
用
さ
れ
、
規
制
遵
守
の
程
度

に
よ
る
環
境
お
よ
び
健
康
影
響
を
定
量
化
す
る
。

SC
IP

P
E

R
の
最
終
目
標
は
、
当
局
が
監
視
手
法
と
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モ
デ
リ
ン
グ
ツ
ー
ル
を
使
用
し
て
、
規
制
遵
守
の
環
境
効
果
を
定
量
化
で
き
る
よ
う
に
支
援
す
る
こ

と
で
あ
る
。

 

そ
の
他

 
SA

T
U

R
N

 
水
中
放
射
騒
音
低
減

の
た
め
の
ソ
リ
ュ
ー

シ
ョ
ン

 

SA
T

U
R

N
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
は
、
バ
イ
オ
ア
コ
ー
ス
テ
ィ
ッ
ク
学
、
集
団
生
物
学
、
海
洋
哺
乳
類
・

魚
類
・
無
脊
椎
動
物
の
生
物
学
、
海
事
建
築
・
工
学
、
航
運
、
海
事
政
策
、
利
害
関
係
者
と
の
連

携
、
科
学
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
の
分
野
で
の
専
門
家
が
集
ま
り
、
協
力
し
て
以
下
を
明
ら
か
に
す

る
こ
と
を
目
指
し
て
い
る
。

 (
a

) 
水
生
種
に
最
も
有
害
な
音
と
そ
の
発
生
・
伝
播
の
仕
組
み
、

 (
b

) 
船

舶
や
ボ
ー
ト
か
ら
発
生
す
る
音
が
河
川
や
海
の
無
脊
椎
動
物
、
魚
、
海
洋
哺
乳
類
に
与
え
る
短
期
的

お
よ
び
累
積
的
な
⻑
期
的
影
響
、

 (
c)

 現
在
お
よ
び
将
来
の
船
舶
に
適
用
可
能
な
船
舶
音
の
負
の
影

響
を
測
定
・
削
減
す
る
有
望
な
方
法
。

SA
T

U
R

N
は
、
音
響
用
語
や
方
法
論
の
基
準
を
策
定
し
、
研

究
を
支
え
る
標
準
を
構
築
す
る
。
ま
た
、
研
究
者
、
実
務
者
、
当
局
、
海
事
事
業
者
、

N
G

O
な
ど
と

の
有
効
な
共
同
体
を
構
築
し
、
す
べ
て
の
利
害
関
係
者
の
ニ
ー
ズ
に
合
致
す
る
よ
う
に
す
る
。
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安
全

 
Sa

fe
P

A
S

S
 
次
世
代
救
命
装
置
と

高
容
量
旅
客
船
向
け

の
迅
速
避
難
シ
ス
テ

ム
（
極
限
シ
ナ
リ

オ
・
条
件
対
応
）

 

Sa
fe

P
A

SS
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
、
大
型
客
船
の
避
難
プ
ロ
セ
ス
を
根
本
的
に
再
定
義
し
、
乗
客
と
乗
員

の
安
全
を
確
保
す
る
統
合
シ
ス
テ
ム
を
開
発
す
る
。
避
難
は
時
間
制
限
が
あ
り
、
船
の
状
態
評
価
と

残
り
の
避
難
時
間
の
推
定
が
重
要
だ
が
、
乗
客
が
指
示
を
理
解
し
、
乗
員
が
言
葉
で
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー

シ
ョ
ン
を
取
る
こ
と
に
頼
る
こ
と
は
で
き
な
い
。

Sa
fe

P
A

SS
は
、
緊
急
時
に
最
適
な
避
難
ル
ー
ト
を

指
示
し
、
乗
員
の
状
況
認
識
を
高
め
、
直
感
的
で
使
い
や
す
い
生
命
保
存
装
置
（

LS
A
）
を
組
み
合

わ
せ
、
避
難
時
間
を
大
幅
に
短
縮
し
、
安
全
性
を
向
上
さ
せ
る
。
こ
の
シ
ス
テ
ム
は
、
乗
客
へ
の
個

別
の
避
難
支
援
を
提
供
し
、
乗
員
に
は
非
熟
練
設
備
の
取
り
扱
い
を
支
援
す
る
。
本
事
業
に
よ
り
、

実
際
の
環
境
で
プ
ロ
ト
タ
イ
プ
の
検
証
が
行
わ
れ
、

IM
O
へ
の
提
案
準
備
の
た
め
の
推
奨
事
項
が
作

成
さ
れ
る
。
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自
動
運

航
・
デ

ジ
タ
ル

 

E
N

D
U

R
U

N

S 
⻑
時
間
航
⾏
可
能
な

水
素
燃
料
電
池
駆
動

の
自
律
型
無
人
海
洋

調
査
機
の
開
発
と
実

証
 

E
N

D
U

R
U

N
S
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
、
バ
ッ
テ
リ
ー
駆
動
の

A
U

V
（
自
律
型
無
人
潜
水
機
）
の
稼
働
時
間

の
制
約
を
超
え
て
、
ミ
ッ
シ
ョ
ン
コ
ス
ト
を
削
減
し
、
海
洋
探
査
能
力
を
向
上
さ
せ
る
た
め
に
、
革

新
的
な
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
デ
ザ
イ
ン
を
採
用
し
、
燃
料
電
池
を
使
用
す
る
。
こ
れ
に
よ
り
、

A
U

V
の
航

続
時
間
が
大
幅
に
向
上
し
、
数
ヶ
月
、
数
千
キ
ロ
メ
ー
ト
ル
に
わ
た
る
ミ
ッ
シ
ョ
ン
が
可
能
と
な

る
。
グ
ラ
イ
ダ
ー
型

A
U

V
は
低
消
費
電
⼒
で
の
⻑
時
間
運
⽤
が
可
能
だ
が
、
直
線
的
に
航
行
で
き
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1
0

0
 

 

な
い
た
め
、

 海
底
地
形
の
観
測
に
は
適
し
て
い
な
い
。
こ
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
、

A
U

V
を
サ
ポ
ー

ト
す
る
無
人
水
上
船
（

U
SV
）
を
活
用
し
、
デ
ー
タ
の
転
送
や
ジ
オ
タ
グ
機
能
を
提
供
す
る
こ
と

で
、
ミ
ッ
シ
ョ
ン
の
効
率
性
を
向
上
さ
せ
る
。

 

代
替
燃

料
 

N
a

u
ti

lu
s 

⻑
距
離
ク
ル
ー
ズ
船

向
け
の
統
合
型
ハ
イ

ブ
リ
ッ
ド
エ
ネ
ル
ギ

ー
シ
ス
テ
ム

 

こ
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
、
⻑
距
離
旅
客
船
向
け
に

LN
G
（
液
化
天
然
ガ
ス
）
を
燃
料
と
し
た
高
度
に

効
率
的
で
動
的
な
統
合
海
洋
エ
ネ
ル
ギ
ー
シ
ス
テ
ム
を
開
発
、
評
価
、
検
証
す
る
こ
と
を
目
的
と
し

て
い
る
。
こ
れ
に
よ
り
、
温
室
効
果
ガ
ス
排
出
量
の
削
減
と
海
上
輸
送
の
ク
リ
ー
ン
化
を
目
指
す
。

こ
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
シ
ス
テ
ム
は
、
固
体
酸
化
物
燃
料
電
池
（

SO
FC
）
と
バ
ッ
テ
リ
ー
を
組
み
合
わ
せ

た
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
発
電
シ
ス
テ
ム
を
使
用
し
、
既
存
の
内
燃
機
関
（

IC
E
）
ベ
ー
ス
の
発
電
機
と
連

携
し
て
動
作
す
る
。
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
は
、
そ
れ
ぞ
れ

1
,0

0
0
人
及
び

5
,0

0
0
人
以
上
の
旅
客
数
の

2
種
類
の
ク
ル
ー
ズ
船
用
の

5
〜

6
0

 M
W
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
シ
ス
テ
ム
設
計
と
デ
ジ
タ
ル
実
証
船
を
開

発
す
る
。
物
理
的
な
実
証
モ
デ
ル
（

3
0

 k
W

e
 S

O
FC

 +
 バ
ッ
テ
リ
ー
）
と
モ
ジ
ュ
ー
ル
化
さ
れ
た
機

能
的
実
証
シ
ス
テ
ム
（

6
0

 k
W

e
 S

O
FC

 +
 バ
ッ
テ
リ
ー
）
を
作
成
し
、
そ
の
設
計
と
運
用
戦
略
の
検

証
を
行
う
。
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
、

IM
O
の

2
0

3
0
年
以
降
の
目
標
に
適
合
す
る
こ
と
を
目
指
し
、
船

舶
運
営
者
、
造
船
業
者
、
エ
ン
ジ
ン
製
造
業
者
、
規
制
機
関
、
技
術
開
発
者
な
ど
の
主
要
な
関
係
者

と
共
同
で
進
め
ら
れ
る
。
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代
替
燃

料
 

H
yS

e
a

s 
II

I 
世
界
初
の
水
素
燃
料

R
o

P
a

x
フ
ェ
リ
ー
の

開
発
と
欧
州
島
嶼
部

向
け
ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ

ル
の
構
築

 

H
yS

e
a

s 
II

I
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
、
再
生
可
能
水
素
を
燃
料
と
し
た
ゼ
ロ
エ
ミ
ッ
シ
ョ
ン
の
海
上
フ
ェ
リ

ー
を
開
発
す
る
こ
と
を
目
指
し
て
い
る
。
こ
れ
に
よ
り
、
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
の
沿
岸
・
島
嶼
地
域
の
経
済

に
新
た
な
循
環
型
経
済
モ
デ
ル
を
導
入
し
、
地
域
で
の
水
素
生
産
を
促
進
す
る
。
ス
コ
ッ
ト
ラ
ン
ド

政
府
の
共
同
資
金
を
得
て
、
フ
ェ
リ
ー
の
プ
ロ
ト
タ
イ
プ
を
建
造
し
、
実
際
の
運
航
で
性
能
を
検
証

す
る
。
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
は
、
主
要
な
水
素
燃
料
電
池
モ
ジ
ュ
ー
ル
供
給
企
業

B
a

ll
a

rd
 P

o
w

e
r 

Sy
st

e
m

s
と
と
も
に
、

6
カ
国
の
パ
ー
ト
ナ
ー
が
参
加
。
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
、
ド
ラ
イ
ブ
ト
レ
イ
ン

の
開
発
・
テ
ス
ト
や
新
し
い
フ
ェ
リ
ー
設
計
の
統
合
を
行
い
、
海
上
試
験
の
結
果
を
も
と
に
、
他
の

地
域
で
の
導
入
を
促
進
す
る
ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ
ル
を
提
案
す
る
。
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造
船

 
N

A
V

A
IS

 
新
世
代
・
高
付
加
価

値
の
革
新
的
船
舶

 

N
A

V
A

IS
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
、
欧
州
の
造
船
業
が
高
効
率
で
設
計
・
製
造
可
能
な
船
舶
を
開
発
し
、

世
界
的
な
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
を
維
持
す
る
た
め
の
革
新
的
な
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
ベ
ー
ス
の
モ
ジ
ュ
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1
0

1
 

 

ー
ル
製
品
フ
ァ
ミ
リ
ー
ア
プ
ロ
ー
チ
を
提
案
す
る
。
こ
の
ア
プ
ロ
ー
チ
は
、

3
D

E
X

P
E

R
IE

N
C

E
統
合

ビ
ジ
ネ
ス
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
を
活
用
し
、
船
舶
の
設
計
効
率
を
向
上
さ
せ
、
製
造
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

の
柔
軟
性
を
高
め
る
。

N
A

V
A

IS
は
、
モ
ジ
ュ
ー
ル
設
計
・
製
造
の
た
め
の
原
則
、
手
順
、
再
利
用

可
能
な
コ
ン
ポ
ー
ネ
ン
ト
ラ
イ
ブ
ラ
リ
を
開
発
し
、
旅
客
フ
ェ
リ
ー
と
多
用
途
作
業
船
の

2
つ
の
製

品
フ
ァ
ミ
リ
ー
を
開
発
す
る
。
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
は
、
こ
れ
ら
の
デ
モ
ン
ス
ト
レ
ー
タ
ー
が

T
R

L9

（
デ
ジ
タ
ル
ツ
イ
ン
）
レ
ベ
ル
で
検
証
さ
れ
、
環
境
影
響
や
コ
ス
ト
効
率
も
評
価
さ
れ
る
。
こ
の
ア

プ
ロ
ー
チ
に
よ
り
、
設
計
・
生
産
コ
ス
ト
の
削
減
、
プ
ロ
セ
ス
リ
ー
ド
タ
イ
ム
の
短
縮
、
品
質
の
一

貫
性
が
実
現
さ
れ
る
。
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そ
の
他

 
P

ro
Z

e
ro

 
炭
素
素
材
を
使
用
し

た
高
速
プ
ロ
フ
ェ
ッ

シ
ョ
ナ
ル
ボ
ー
ト

 

P
ro

Z
e

ro
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
全
体
目
標
は
、
プ
ロ
フ
ェ
ッ
シ
ョ
ナ
ル
向
け
の
高
速
ボ
ー
ト
市
場
に
お

け
る
カ
ー
ボ
ン
フ
ァ
イ
バ
ー
製
ボ
ー
ト
の
導
入
に
関
す
る
課
題
と
障
壁
を
克
服
す
る
こ
と
で
あ
る
。

市
場
は
数
十
年
変
わ
っ
て
い
な
い
が
、
カ
ー
ボ
ン
フ
ァ
イ
バ
ー
製
の
軽
量
ボ
ー
ト
は
経
済
的
・
環
境

的
に
多
く
の
利
点
を
も
た
ら
す
。

T
u

co
 M

a
ri

n
e

 G
ro

u
p

 A
p

S
は
、
カ
ー
ボ
ン
フ
ァ
イ
バ
ー
製
ボ
ー
ト

の
開
発
・
商
業
化
を
目
指
し
、
特
に
次
の

3
種
類
の
ボ
ー
ト
を
タ
ー
ゲ
ッ
ト
と
す
る
：
高
速
レ
ス
キ

ュ
ー
ボ
ー
ト
（

FR
B
）
、
ド
ー
タ
ー
ク
ラ
フ
ト
（

D
C
）
、
作
業
用
ボ
ー
ト
（

W
B
）
。
フ
ェ
ー
ズ

1
の

目
的
は
、
業
界
分
析
、
市
場
分
析
、
内
部
能
力
の
評
価
を
行
い
、
事
業
計
画
を
完
成
さ
せ
る
こ
と
、

エ
ン
ド
ユ
ー
ザ
ー
と
の
契
約
を
結
び
、
ボ
ー
ト
の
デ
ザ
イ
ン
や
道
具
の
設
計
を
始
め
る
こ
と
で
あ

る
。
フ
ェ
ー
ズ

2
で
は
、
ス
ケ
ー
ラ
ブ
ル
で
コ
ス
ト
効
率
の
高
い
生
産
の
た
め
の
型
と
道
具
の
設

計
、
カ
ー
ボ
ン
ボ
ー
ト
の
運
用
展
示
、
注
文
に
応
じ
た
ボ
ー
ト
の
製
造
が
可
能
な
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー

ム
を
構
築
す
る
。
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そ
の
他

 
P

ro
Z

e
ro

 
炭
素
素
材
を
使
用
し

た
高
速
プ
ロ
フ
ェ
ッ

シ
ョ
ナ
ル
ボ
ー
ト

 

T
u

co
 Y

a
ch

t 
V

æ
rf

t 
A

p
S 

(T
U

C
O

)は
、
カ
ー
ボ
ン
フ
ァ
イ
バ
ー
製
の
高
速
ボ
ー
ト
を
プ
ロ
フ
ェ
ッ
シ
ョ

ナ
ル
向
け
に
開
発
・
商
業
化
す
る
大
き
な
市
場
機
会
を
追
求
し
て
い
る
。
カ
ー
ボ
ン
フ
ァ
イ
バ
ー

は
、
他
の
材
料
に
比
べ
て
非
常
に
高
い
強
度
対
重
量
比
を
持
ち
、
燃
料
の
節
約
、
温
室
効
果
ガ
ス
の

削
減
、
航
続
距
離
の
延
⻑
や
よ
り
高
速
な
ボ
ー
ト
を
実
現
可
能
と
す
る
。
し
か
し
、
商
業
用
の
高
速

ボ
ー
ト
市
場
で
は
カ
ー
ボ
ン
フ
ァ
イ
バ
ー
の
使
用
は
未
検
証
で
あ
り
、
大
規
模
な
商
業
化
に
は
市
場

へ
の
導
入
前
に
そ
の
利
点
を
実
証
す
る
必
要
が
あ
る
。

P
ro

Z
e

ro
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
通
じ
て
、

T
U

C
O
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1
0

2
 

 

は
主
要
な
利
害
関
係
者
と
の
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
を
結
び
、
強
固
な
実
証
事
例
を
作
り
、
市
場
参
入

障
壁
を
克
服
す
る
。
ま
た
、

P
ro

Z
e

ro
ボ
ー
ト
シ
リ
ー
ズ
を
提
供
し
、
同
じ
ツ
ー
ル
を
使
っ
て
注
文

に
応
じ
た
ボ
ー
ト
を
製
造
す
る
シ
ン
プ
ル
な
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
を
提
供
し
、
シ
リ
ー
ズ
全
体
の
初

期
投
資
を
削
減
す
る
。
こ
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
成
功
に
よ
り
、
商
業
化
か
ら

5
年
後
に

2
,3

0
0
万
ユ

ー
ロ
の
売
上
を
見
込
ん
で
お
り
、

T
U

C
O
の
ビ
ジ
ネ
ス
成
⻑
に
重
要
な
役
割
を
果
た
す
。

 

そ
の
他

 
P

ro
m

in
e

n
t
内
陸
水
路
輸
送
部
門

に
お
け
る
イ
ノ
ベ
ー

シ
ョ
ン
の
推
進

 

「
P

R
O

M
IN

E
N

T
 –

 P
ro

m
o

ti
n

g
 I

n
n

o
va

ti
o

n
 i
n

 t
h

e
 I

n
la

n
d

 W
a

te
rw

a
ys

 T
ra

n
sp

o
rt

 S
e

ct
o

r」
は
、
欧
州

内
陸
水
運
業
の
技
術
革
新
と
環
境
改
善
を
推
進
す
る
た
め
の
研
究
・
革
新
ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
で
あ
り
、

N
A

IA
D

E
S-

II
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
沿
い
、
内
陸
水
運
業
を
よ
り
競
争
力
の
あ
る
も
の
に
す
る

こ
と
を
目
指
す
。
主
な
目
標
は
、

2
0

2
0
年
以
降
に
内
陸
水
運
の
排
出
ガ
ス
性
能
を
向
上
さ
せ
、
エ

ネ
ル
ギ
ー
消
費
と
カ
ー
ボ
ン
フ
ッ
ト
プ
リ
ン
ト
の
削
減
を
実
現
す
る
こ
と
で
あ
る
。
具
体
的
に
は
、

効
率
的
で
ク
リ
ー
ン
な
船
舶
へ
の
転
換
、
排
出
性
能
の
認
証
・
監
視
、
資
格
の
現
代
化
を
進
め
る
。

ま
た
、

7
0

%
の
船
舶
に
適
用
可
能
な
低
コ
ス
ト
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
を
開
発
し
、
実
施
コ
ス
ト
を

3
0

%

削
減
す
る
こ
と
を
目
指
す
。
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そ
の
他

 
P

ro
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ct
 

Se
n

se
 

船
舶
の
硫
⻩
排
出
規

制
遵
守
を
目
的
と
し

た
ド
ロ
ー
ン
技
術
の

活
用

 

E
xp

li
ci

t 
I/

S
は
、
船
舶
の
硫
⻩
排
出
量
を
監
視
す
る
た
め
の
ド
ロ
ー
ン
技
術
シ
ス
テ
ム
「

P
ro

je
ct

 

Se
n

se
」
の
商
業
的
実
現
可
能
性
を
評
価
す
る
た
め
、
フ
ェ
ー
ズ

1
の
資
金
を
求
め
て
い
る
。

2
0

1
5

年
1
⽉
か
ら
、
北
欧
と
北
⽶
の
海
域
で
は
硫
⻩
排
出
基
準
が
厳
格
化
さ
れ
、
規
制
を
遵
守
で
き
な
い

船
舶
が
競
争
優
位
性
を
失
う
恐
れ
が
あ
る
。

P
ro

je
ct

 S
e

n
se
は
、
低
コ
ス
ト
の
ハ
ー
ド
ウ
ェ
ア
と
高

度
な
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
を
活
用
し
、
ド
ロ
ー
ン
が
自
律
的
に
船
舶
を
探
し
出
し
、
排
出
ガ
ス
を
サ
ン
プ

リ
ン
グ
し
て
リ
ア
ル
タ
イ
ム
で
結
果
を
送
信
す
る
。
こ
の
フ
ェ
ー
ズ

1
で
は
、
規
制
要
件
の
確
認
、

ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
最
適
化
、
ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ
ル
の
検
証
、
知
的
財
産
権
の
拡
張
性
を
探
り
、
フ
ェ
ー
ズ

2
の
申
請
に
繋
げ
る
こ
と
を
目
指
す
。

 

7
1
,4

2
9

5
0
,0

0
0

2
0

1
5

/

1
/1

3
 

~
 

2
0

1
5

/

7
/3

1
 

そ
の
他

 
P

LA
T

IN
A

3
 
将
来
の
内
陸
航
行
行

動
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
実

施
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー

ム
 

P
LA

T
IN

A
3
は
、
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
の
内
陸
水
運
（

IW
T
）
の
促
進
を
目
的
と
し
た
調
整
及
び
支
援
活
動
を

提
供
す
る
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
、

IW
T
の
未
来
の
研
究
、
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
、
実
装
ニ
ー
ズ
に
向
け
た

架
け
橋
と
な
る
も
の
で
あ
る
。
主
な
目
標
は
、
欧
州
グ
リ
ー
ン
デ
ィ
ー
ル
の
実
施
に
必
要
な
知
識
基

盤
を
提
供
し
、

2
0

3
0
年
に
向
け
た

IW
T
ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ロ
グ
ラ
ム
（

N
A

IA
D

E
S
）
の
発
展
を
支
援
す

1
,9

9
9
,8

5
7

1
,9

9
9
,8

5
7

2
0

2
0

/

1
1

/1
3

 

~
 

2
0

2
3

/

6
/3

0
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1
0

3
 

 

る
こ
と
で
あ
る
。

P
LA

T
IN

A
3
は
、
モ
ー
ダ
ル
シ
フ
ト
や
シ
ン
ク
ロ
モ
ダ
リ
テ
ィ
の
観
点
で
の

IW
T

の
統
合
・
デ
ジ
タ
ル
化
、
ゼ
ロ
エ
ミ
ッ
シ
ョ
ン
・
自
動
化
・
気
候
対
応
型
艦
隊
、
ゼ
ロ
エ
ミ
ッ
シ
ョ

ン
と
自
動
化
に
対
応
す
る
労
働
力
、
ス
マ
ー
ト
で
気
候
に
強
い
水
路
と
港
の
イ
ン
フ
ラ
整
備
な
ど
の

重
要
課
題
に
取
り
組
む
。
協
力
パ
ー
ト
ナ
ー
に
は
、
業
界
の
専
門
家
や
利
害
関
係
者
が
参
加
し
、
成

果
を
広
く
発
信
し
、
政
策
や
研
究
開
発
の
ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
を
提
供
す
る
。

 

安
全

 
P

A
LA

E
M

O

N
 

乗
客
船
の
包
括
的
な

避
難
・
救
助
エ
コ
シ

ス
テ
ム

 

P
A

LA
E

M
O

N
は
、
大
型
旅
客
船
の
緊
急
時
に
お
け
る
効
果
的
な
避
難
を
最
大
化
す
る
た
め
、

M
a

ss
 

E
va

cu
a

ti
o

n
 V

e
ss

e
ls
（

M
E

V
）
と
リ
ア
ル
タ
イ
ム
デ
ー
タ
を
活
用
し
た
イ
ン
テ
リ
ジ
ェ
ン
ト
な
避
難

シ
ス
テ
ム
を
開
発
・
評
価
す
る
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
あ
る
。
こ
の
シ
ス
テ
ム
は
、
セ
ン
サ
ー
技
術
、
人

数
監
視
、
位
置
情
報
サ
ー
ビ
ス
を
統
合
し
、
避
難
ル
ー
ト
の
持
続
的
な
監
視
と
ガ
イ
ド
を
提
供
す

る
。
こ
れ
に
よ
り
、

E
U
の
旅
客
船
に
お
け
る
緊
急
対
応
が
効
率
化
さ
れ
、
事
故
や
災
害
に
よ
る
リ

ス
ク
を
未
然
に
防
ぐ
能
力
が
強
化
さ
れ
る
。
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
、
ク
ル
ー
ズ
船
の
製
造
業
者
、
オ
ペ

レ
ー
タ
ー
、
技
術
企
業
な
ど
の
専
門
家
と
協
力
し
、

M
E

V
プ
ロ
ト
タ
イ
プ
を
実
証
実
験
で
検
証
し
、

2
つ
の
ユ
ー
ス
ケ
ー
ス
で
ス
マ
ー
ト
避
難
シ
ス
テ
ム
を
展
示
す
る
。

 

8
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4
3
,7

7
5

8
,9

4
3
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7
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2
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/
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オ
フ
シ

ョ
ア
船

 

O
P

T
IL

IF
T

 
O

P
T

IL
IF

T
 -

 海
上
リ
フ

ト
及
び
物
流

 

こ
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
、
オ
フ
シ
ョ
ア
輸
送
の
効
率
と
安
全
性
を
向
上
さ
せ
る
こ
と
を
目
的
と
し
て

い
る
。
具
体
的
に
は
、
（

1
）
リ
フ
テ
ィ
ン
グ
操
作
が
可
能
と
な
る
気
象
海
象
条
件
の
拡
大
、
（

2
）

物
流
計
画
と
追
跡
の
改
善
、
（

3
）
浮
き
倉
庫
の
必
要
性
の
削
減
、
（

4
）
オ
フ
シ
ョ
ア
の
作
業
員
と

貨
物
の
安
全
性
向
上
を
実
現
す
る
。
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
は
、
ク
レ
ー
ン
の
ブ
ー
ム
先
端
に
取
り
付
け

た
セ
ン
サ
ー
と
、
収
集
し
た
デ
ー
タ
を
処
理
す
る
専
用
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
か
ら
な
る
「

O
p

ti
Li

ft
フ
レ

ー
ム
ワ
ー
ク
」
を
提
供
す
る
。
こ
の
フ
レ
ー
ム
ワ
ー
ク
は
、
物
流
、
人
員
検
出
、
ク
レ
ー
ン
制
御
の

3
つ
の
主
要
な
ツ
ー
ル
を
組
み
合
わ
せ
、
上
記
の
改
善
を
実
現
す
る
。
現
在
、
市
場
に
は
こ
の
よ
う

な
統
一
さ
れ
た
解
決
策
は
存
在
せ
ず
、

O
p

ti
Li

ft
は
業
界
の
ニ
ー
ズ
に
対
応
す
る
初
の
コ
ス
ト
効
率

の
高
い
ス
ケ
ー
ラ
ブ
ル
な
ア
プ
リ
ケ
ー
シ
ョ
ン
で
す
。
最
初
は
石
油
・
ガ
ス
業
界
向
け
、
そ
の
後
、

オ
フ
シ
ョ
ア
風
力
発
電
市
場
へ
の
拡
大
が
予
定
さ
れ
て
い
る
。
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オ
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O
p
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Li
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O
P

T
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 -
 海
上
リ
フ

ト
及
び
物
流

 

O
p

ti
Li

ft
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
ビ
ジ
ョ
ン
は
、
安
全
性
の
向
上
、
効
率
の
増
加
、
環
境
に
優
し
い
オ
フ

シ
ョ
ア
リ
フ
テ
ィ
ン
グ
及
び
物
流
の
た
め
の
ユ
ニ
ー
ク
な
ツ
ー
ル
セ
ッ
ト
を
拡
大
、
試
験
運
用
、
商

2
,1

9
9
,3

1
2

1
,5

3
9
,5

1
8

2
0

1
7

/

5
/2

1
 

~
 

－ 103 －



1
0

4
 

 

業
化
す
る
こ
と
で
あ
る
。
こ
れ
に
よ
り
、
オ
フ
シ
ョ
ア
リ
グ
オ
ペ
レ
ー
タ
ー
は
年
間

1
,4

0
0
万
ユ
ー

ロ
の
コ
ス
ト
削
減
が
可
能
に
な
り
、
現
在
の
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
供
給
船
と
比
較
し
て

C
O

2
排
出
を

最
大

5
0
％
削
減
で
き
る
。
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
目
的
は
、
中
小
企
業
向
け
公
募
フ
ェ
ー
ズ

1
の
実
現

可
能
性
調
査
の
結
果
を
も
と
に
、

O
p

ti
Li

ft
の
商
業
化
を
迅
速
か
つ
成
功
に
導
く
こ
と
で
あ
る
。
具

体
的
に
は
、
技
術
成
熟
、
パ
イ
ロ
ッ
ト
と
検
証
、
そ
し
て
市
場
成
熟
を
通
じ
て
、

O
p

ti
Li

ft
の
国
際

的
な
市
場
展
開
を
目
指
す
。
最
終
的
に
は
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
終
了
後

5
年
間
で
累
積
収
益

5
,6

0
0
万

ユ
ー
ロ
、
営
業
利
益

3
,3

6
0
万
ユ
ー
ロ
、

6
3
名
以
上
の
雇
⽤
成
⻑
を
⾒
込
ん
で
お
り
、

C
O

2
排
出
削

減
量
は

2
0
万

8
1

3
ト
ン
に
達
す
る
予
定
で
あ
る
。

 

2
0

1
9

/

4
/3

0
 

そ
の
他

 
O

C
-T

e
ch

 
O

C
-T

e
ch

: 
海
洋
及
び

河
川
環
境
の
清
掃
活

動
の
た
め
の
革
新
的

な
船
舶

 

O
C

-T
e

ch
は
、

O
C

E
A

N
 C

LE
A

N
E

R
 T

E
C

H
N

O
LO

G
Y

 S
.L

.（
ス
ペ
イ
ン
）
に
よ
っ
て
開
発
さ
れ
た
新
し
い

清
掃
船
で
、
油
流
出
物
、
藻
類
、
ク
ラ
ゲ
、
漂
流
物
の
回
収
を
行
う
。

1
時
間
あ
た
り

1
5
ト
ン
の

回
収
能
力
を
持
ち
、

7
0

-8
0

%
の
分
離
率
を
実
現
。
最
大

1
2
名
の
乗
員
と

1
,5

0
0

kg
/m
²の
荷
物
を
運

搬
で
き
、

4
8
時
間
連
続
作
業
が
可
能
で
あ
る
。
軽
量
で
モ
ジ
ュ
ー
ル
設
計
の
た
め
、
必
要
な
地
域

へ
の
輸
送
も
簡
単
で
あ
る
。

O
C

-T
e

ch
は
競
争
力
の
あ
る
価
格
（

O
C

-T
e

ch
 1

0
m

: 
3

5
万
ユ
ー
ロ
、

2
0

m
: 

1
6

0
万
ユ
ー
ロ
）
と
低
運
用
・
維
持
コ
ス
ト
（

5
5

%
節
約
）
で
、

M
A

R
P

O
L
サ
ー
ビ
ス
を
含
む

広
範
な
用
途
に
対
応
す
る
。
フ
ェ
ー
ズ

1
で
は
、
技
術
・
商
業
・
財
務
の
実
現
可
能
性
を
評
価
し
、

2
0

1
9
年

3
月
ま
で
に
市
場
投
入
を
目
指
す
。

2
0

2
3
年
ま
で
に

2
1

.5
5
百
万
ユ
ー
ロ
の
収
益
と

1
,0

3
4

.4
万
ユ
ー
ロ
の
利
益
を
見
込
み
、
投
資
回
収
率
は

2
.3

9
倍
と
な
る
。
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そ
の
他

 
O

C
-T

E
C

H
 

O
C

-T
e

ch
: 
海
洋
及
び

河
川
環
境
の
清
掃
活

動
の
た
め
の
革
新
的

な
船
舶

 

O
C

-T
e

ch
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
、
油
流
出
物
、
藻
類
、
ク
ラ
ゲ
、
漂
流
物
の
回
収
が
可
能
な
革
新
的
な

カ
タ
マ
ラ
ン
型
船
を
開
発
し
た
。
主
な
強
み
は
：

[1
] 
多
用
途
性
：
す
べ
て
の
汚
染
を
回
収
し
、
最

大
1

2
名
、

1
,5

0
0

kg
/m
²の
荷
物
を
運
搬
で
き
る
広
い
デ
ッ
キ
を
装
備
。

[2
] 
多
目
的
機
能
：
掃
除
だ

け
で
な
く
、
オ
フ
シ
ョ
ア
支
援
や
港
湾
サ
ー
ビ
ス
、
修
理
作
業
な
ど
に
も
対
応
。

[3
] 
操
縦
性
：

4
つ

の
推
進
ユ
ニ
ッ
ト
に
よ
り
、
高
い
収
集
能
力
を
発
揮
。

[4
] 
効
率
性
：

1
時
間
あ
た
り

1
5
ト
ン
の
油

流
出
物
を
回
収
し
、

7
0

-8
0

%
の
分
離
率
。

[5
] 
操
作
の
簡
便
さ
：
回
収
後
、
港
に
戻
る
必
要
が
な

く
、
燃
料
や
作
業
時
間
を
約

5
5

%
節
約
。

[6
] 
輸
送
の
容
易
さ
：
モ
ジ
ュ
ー
ル
設
計
で
、
陸
・
海
・

2
,4

0
5
,1

1
6

1
,6

8
3
,5

8
1

2
0

1
7

/

1
2

/1
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1
0

5
 

 

空
輸
送
が
可
能
。

[7
] 
収
益
性
：

2
0

2
3
年
ま
で
に

2
,1

5
5
万
ユ
ー
ロ
の
収
益
、

1
,0

3
6
万

5
千
ユ
ー
ロ

の
利
益
を
見
込
む
。

 

そ
の
他

 
N

O
V

IM
O

V

E
 

貨
物
輸
送
の
効
率
化

の
た
め
の
新
し
い
内

陸
水
路
輸
送
コ
ン
セ

プ
ト

 

N
O

V
IM

O
V

E
は
、
内
陸
水
運
輸
（

IW
T
）
の
利
点
で
あ
る
低
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
低

C
O
2
排
出
の
輸
送
モ

ー
ド
を
最
大
限
に
活
用
す
る
た
め
、
物
流
シ
ス
テ
ム
の
ギ
ャ
ッ
プ
を
埋
め
る
こ
と
を
目
指
し
て
い

る
。
主
な
課
題
は
、
コ
ン
テ
ナ
船
が

6
〜

8
回
の
港
湾
タ
ー
ミ
ナ
ル
へ
の
寄
港
や
⻑
時
間
の
待
機
、

河
川
で
の
最
適
で
な
い
航
行
、
橋
や
閘
門
で
の
待
機
な
ど
が
挙
げ
ら
れ
、

N
O

V
IM

O
V

E
戦
略
は
、
こ

れ
ら
の
問
題
を
解
決
す
る
た
め
に
、
コ
ン
テ
ナ
の
積
載
率
向
上
、
港
で
の
待
機
時
間
削
減
、
河
川
で

の
航
行
計
画
の
改
善
、
橋
や
閘
門
で
の
ス
ム
ー
ズ
な
通
行
を
実
現
す
る
。
主
な
革
新
は
、
積
載
率
向

上
の
た
め
の
貨
物
再
構
成
、
モ
バ
イ
ル
タ
ー
ミ
ナ
ル
、
衛
星
デ
ー
タ
と
リ
ア
ル
タ
イ
ム
の
水
深
デ
ー

タ
を
活
用
し
た
ス
マ
ー
ト
な
河
川
の
航
行
、
動
的
ス
ケ
ジ
ュ
ー
リ
ン
グ
シ
ス
テ
ム
に
よ
る
橋
・
閘
門

の
通
過
、
低
水
位
で
も
フ
ル
積
載
を
維
持
で
き
る
新
し
い
船
舶
の
コ
ン
セ
プ
ト
で
あ
る
。
こ
れ
ら
の

技
術
開
発
は
、
仮
想
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
、
モ
デ
ル
テ
ス
ト
、
実
証
実
験
を
通
じ
て
行
わ
れ
る
。

2
0

1
0
年
の
デ
ー
タ
を
基
準
に
、
貨
物
輸
送
量
を

3
0
％
増
加
さ
せ
る
こ
と
を
目
指
す
。
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そ
の
他

 
N

O
V

IM
A

R
貨
物
輸
送
の
効
率
化

の
た
め
の
新
し
い
内

陸
水
路
輸
送
コ
ン
セ

プ
ト

 

N
O

V
IM

A
R
は
、
内
陸
・
沿
海
輸
送
を
最
適
化
す
る
た
め
、
水
運
シ
ス
テ
ム
（
航
路
、
船
舶
、
港

湾
）
の
効
率
的
な
活
用
を
目
指
し
て
い
る
。
主
要
な
革
新
は
、
「
船
隊
（

V
e

ss
e

l 
T

ra
in
）
」
と
い
う

水
上
版
の
隊
列
航
行
で
、
無
人
の
フ
ォ
ロ
ワ
ー
船
が
、
有
人
の
リ
ー
ダ
ー
船
に
一
時
的
に
誘
導
さ
れ

る
仕
組
み
で
あ
る
。
こ
れ
に
よ
り
、
最
大
で

4
7

%
の
コ
ス
ト
削
減
、

8
8

%
の
乗
組
員
コ
ス
ト
削
減
が

可
能
に
な
る
。
ま
た
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
使
用
量
と
排
出
量
を

1
0
〜

1
5

%
削
減
し
、
交
通
渋
滞
解
消
に
も

貢
献
す
る
。
こ
の
技
術
は
、
小
型
船
舶
の
魅
力
を
高
め
、
都
市
部
へ
の
ア
ク
セ
ス
を
増
加
さ
せ
、
イ

ン
フ
ラ
投
資
な
し
で
利
用
可
能
で
あ
る
。
中
小
企
業
に
は
競
争
力
向
上
と
労
働
環
境
改
善
の
利
点
も

あ
る
。
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
、
物
流
、
ナ
ビ
ゲ
ー
シ
ョ
ン
、
貨
物
シ
ス
テ
ム
、
安
全
性
な
ど
の
技
術
開

発
を
含
み
、

2
2
の
パ
ー
ト
ナ
ー
で
構
成
さ
れ
て
い
る
。
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造
船

 
SH

IP
LY

S 
船
舶
ラ
イ
フ
サ
イ
ク

ル
管
理
ソ
フ
ト
ウ
ェ

ア
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン

SH
IP

LY
S
は
、
設
計
・
生
産
サ
イ
ク
ル
の
時
間
と
コ
ス
ト
を
削
減
し
、
仮
想
プ
ロ
ト
タ
イ
ピ
ン
グ
を

通
じ
て
よ
り
優
れ
た
船
舶
概
念
を
作
成
す
る
能
力
を
向
上
さ
せ
る
た
め
に
、
船
舶
業
界
の
設
計
、
建

造
、
所
有
者
の
ニ
ー
ズ
に
応
じ
た
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
を
提
供
す
る
。
特
に
、
中
小
企
業
は
、
設
計
段

6
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階
間
で
の
デ
ー
タ
統
合
の
難
し
さ
、
ラ
イ
フ
サ
イ
ク
ル
コ
ス
ト
分
析
（

LC
C

A
）
や
環
境
評
価
な
ど
に

対
応
す
る
た
め
の
専
門
的
な
ツ
ー
ル
と
ス
タ
ッ
フ
の
不
足
に
直
面
し
て
い
る
。

SH
IP

LY
S
は
、

B
IM

（
B

u
il
d

in
g

 I
n

fo
rm

a
ti

o
n

 M
o

d
e

ll
in

g
）
技
術
か
ら
得
た
経
験
を
活
用
し
、
海
事
産
業
向
け
に
迅
速
で

信
頼
性
の
あ
る
マ
ル
チ
デ
ィ
シ
プ
リ
ン
モ
デ
リ
ン
グ
技
術
を
開
発
す
る
。
こ
れ
に
よ
り
、

LC
C

A
、
環

境
・
リ
ス
ク
評
価
基
準
を
組
み
込
ん
だ
仮
想
プ
ロ
ト
タ
イ
ピ
ン
グ
シ
ス
テ
ム
を
構
築
し
、
評
価
の
迅

速
化
と
コ
ス
ト
効
率
化
を
図
る
。
ま
た
、

IS
O

1
0

3
0

3
規
格
を
基
に
し
た
デ
ー
タ
の
再
利
用
を
推
進

し
、
意
思
決
定
支
援
の
た
め
の
多
基
準
評
価
技
術
も
導
入
す
る
。
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造
船

 
FI

B
R

E
4

Y
A

R
D

S 
自
動
化
お
よ
び
モ
ジ

ュ
ー
ル
化
建
造
向
け

の
繊
維
複
合
材
製
造

技
術

 

FI
B

R
E

4
Y

A
R

D
S
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
、
欧
州
の
中
小
型
造
船
所
の
競
争
力
を
高
め
る
た
め
、

FR
P
（
繊
維

強
化
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
）
船
の
生
産
に
お
け
る
コ
ス
ト
効
率
を
向
上
さ
せ
、
デ
ジ
タ
ル
化
、
オ
ー
ト
メ

ー
シ
ョ
ン
、
モ
ジ
ュ
ー
ル
化
を
進
め
る
こ
と
を
目
指
し
て
い
る
。
主
な
技
術
と
し
て
は
、
適
応
型
金

型
、

A
T

P
/A

FP
、

3
D
プ
リ
ン
テ
ィ
ン
グ
、
カ
ー
ブ
し
た
プ
ル
ト
ル
ー
ジ
ョ
ン
プ
ロ
フ
ァ
イ
ル
、
ホ
ッ

ト
ス
タ
ン
ピ
ン
グ
、
革
新
的
な
複
合
材
料
接
続
な
ど
、
他
の
競
争
的
産
業
分
野
か
ら
の
先
進
技
術
を

活
用
し
、
船
舶
製
造
の
生
産
性
を
改
善
す
る
。
実
規
模
の
実
証
機
を
設
計
・
製
造
し
、
技
術
の
実
現

可
能
性
を
証
明
す
る
。
コ
ス
ト
削
減
、
環
境
負
荷
の
軽
減
、
リ
サ
イ
ク
ル
可
能
な
材
料
の
使
用
、
エ

ネ
ル
ギ
ー
効
率
の
向
上
を
達
成
し
、
欧
州
造
船
業
界
の
収
益
性
向
上
と
雇
用
創
出
を
目
指
す
。
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省
エ
ネ

 
A

IR
C

O
A

T
 
空
気
誘
導
摩
擦
低
減

船
舶
コ
ー
テ
ィ
ン
グ

A
IR

C
O

A
T
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
、
欧
州
の
水
上
輸
送
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
効
率
を
向
上
さ
せ
、
汚
染
を
減
ら

す
こ
と
を
目
的
と
し
て
、
船
の
摩
擦
抵
抗
を
減
少
さ
せ
る
革
新
的
な
船
体
コ
ー
テ
ィ
ン
グ
技
術
を
開

発
す
る
。
こ
の
技
術
は
、
バ
イ
オ
ミ
メ
テ
ィ
ッ
ク
な
サ
ル
ビ
ニ
ア
効
果
を
利
用
し
た
空
気
潤
滑
技
術

を
基
に
し
て
お
り
、
親
水
性
の
ピ
ン
と
疎
水
性
の
微
細
構
造
を
組
み
合
わ
せ
て
空
気
を
捕
え
る
こ
と

を
期
待
し
て
い
る
。

A
IR

C
O

A
T
フ
ィ
ル
ム
を
船
体
に
適
用
す
る
と
、
薄
い
空
気
層
が
形
成
さ
れ
、
摩

擦
抵
抗
を
減
少
さ
せ
、
船
体
と
水
面
の
間
に
物
理
的
な
バ
リ
ア
を
作
る
。
こ
の
技
術
に
よ
り
、
燃
料

消
費
と
排
出
ガ
ス
の
削
減
、
汚
れ
の
付
着
抑
制
、
バ
イ
オ
サ
イ
ド
物
質
の
水
中
放
出
の
抑
制
、
船
舶

の
音
の
低
減
が
期
待
で
き
る
。
技
術
は
す
ぐ
に
既
存
の
船
隊
に
適
用
可
能
で
、
燃
料
の
種
類
に
依
存

せ
ず
、
他
の
効
率
向
上
技
術
と
も
併
用
可
能
で
あ
る
。

A
IR

C
O

A
T
は
、
船
舶
コ
ー
テ
ィ
ン
グ
業
界
に
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革
命
を
も
た
ら
す
可
能
性
が
あ
り
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
効
率
と
排
出
削
減
の
新
し
い
技
術
と
し
て
市
場
へ

の
導
入
を
目
指
す
。

 

造
船

 
R

E
SU

R
G

A

M
 

ロ
ボ
ッ
ト
に
よ
る
調

査
、
修
理
及
び
ア
ジ

ャ
イ
ル
な
製
造

 

R
E

SU
R

G
A

M
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
、

E
U
の
中
小
型
造
船
所
の
生
産
性
向
上
と
特
殊
修
理
・
メ
ン
テ
ナ

ン
ス
市
場
へ
の
ア
ク
セ
ス
拡
大
を
目
指
し
て
い
る
。
攪
拌
溶
接
（

FS
W
）
は
、
従
来
ア
ル
ミ
ニ
ウ
ム

に
し
か
使
用
で
き
な
か
っ
た
技
術
で
あ
る
が
、
新
し
い
ツ
ー
ル
材
料
の
登
場
に
よ
り
鋼
構
造
の
溶
接

に
も
適
用
可
能
と
な
り
、

E
U
の
造
船
所
の
生
産
性
を
大
き
く
向
上
さ
せ
る
可
能
性
が
あ
る
。
こ
の

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
は
、

FS
W
技
術
を
既
存
の

C
N

C
機
械
に
低
コ
ス
ト
で
導
入
す
る
ほ
か
、

A
I
を
活

用
し
た
ロ
ボ
ッ
ト
に
よ
る
水
中
溶
接
修
理
シ
ス
テ
ム
も
開
発
す
る
。
こ
れ
に
よ
り
、
船
舶
が
世
界
中

で
損
傷
し
て
も
、
最
寄
り
の
ド
ラ
イ
ド
ッ
ク
に
行
く
こ
と
な
く
、
そ
の
場
で
修
理
が
可
能
と
な
る
。

こ
の
技
術
は
、
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
の
造
船
所
や
造
船
技
術
者
に
よ
っ
て
実
装
さ
れ
、
モ
ジ
ュ
ー
ル
式
で
効

率
的
な
船
舶
の
製
造
と
修
理
を
促
進
す
る
。
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そ
の
他

 
M

O
E

W
A

 
二
つ
の
独
立
し
た
ハ

イ
ブ
リ
ッ
ド
ユ
ニ
ッ

ト
に
分
割
可
能
な
モ

ジ
ュ
ラ
ー
型
エ
コ
水

上
バ
ス

 

E
co

n
b

o
a

rd
は
、
モ
ジ
ュ
ラ
ー
設
計
の
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
カ
タ
マ
ラ
ン
船
を
開
発
し
た
。
こ
れ
に
よ

り
、

2
つ
の
独
立
し
た
ユ
ニ
ッ
ト
と
し
て
運
行
す
る
こ
と
が
可
能
で
、
必
要
に
応
じ
て
容
量
を
増
減

で
き
る
。
新
し
い
推
進
シ
ス
テ
ム
に
よ
り
、
従
来
の
船
よ
り
も
安
全
性
と
機
動
性
が
大
幅
に
向
上

し
、
内
陸
水
路
で
の
運
航
に
最
適
で
あ
る
。
こ
の
設
計
は
環
境
保
護
と
安
全
基
準
を
満
た
し
、
造
船

所
、
所
有
者
、
地
域
社
会
に
と
っ
て
メ
リ
ッ
ト
が
あ
る
。
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オ
フ
シ

ョ
ア
船

 

M
O

D
U

LA
R

 

IN
N

O
D

R
IV

E
 

海
洋
環
境
向
け
の
モ

ジ
ュ
ラ
ー
型

IN
N

O
D

R
IV

E
駆
動
リ

ー
ル

 

M
O

D
U

LA
R

 I
N

N
O

D
R

IV
E
は
、
海
底
ケ
ー
ブ
ル
敷
設
の
た
め
の
モ
ジ
ュ
ラ
ー
・
パ
ワ
ー
ド
・
リ
ー

ル
・
ド
ラ
イ
ブ
（

P
R

D
）
を
提
供
し
、
既
存
の
製
品
よ
り
も
幅
広
い
リ
ー
ル
径
と
重
量
に
対
応
可
能

で
あ
る
。
こ
の
技
術
は
、
海
底
ケ
ー
ブ
ル
敷
設
に
お
け
る
効
率
、
安
全
性
、
柔
軟
性
を
高
め
、
時
間

と
コ
ス
ト
を
削
減
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

IN
N

O
V

O
 L

td
.は
、
こ
れ
を
実
現
す
る
た
め
に
、
技
術
調
整

と
市
場
分
析
を
行
い
、
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
で
の
販
売
戦
略
を
策
定
す
る
計
画
で
あ
る
。
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代
替
燃

料
 

FL
A

G
SH

IP
S
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
に
お
け

る
ク
リ
ー
ン
な
水
上

輸
送

 

FL
A

G
SH

IP
S
は
、
ゼ
ロ
エ
ミ
ッ
シ
ョ
ン
の
水
上
輸
送
技
術
を
実
現
す
る
た
め
、
商
業
運
航
の
水
素
燃

料
電
池
船
を
設
計
・
運
航
す
る
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
あ
る
。
パ
リ
の
自
航
式
バ
ー
ジ
と
ロ
ッ
テ
ル
ダ
ム

の
コ
ン
テ
ナ
船
が
対
象
で
、
両
船
に
は
再
生
可
能
電
力
か
ら
製
造
し
た
水
素
を
使
用
し
た
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の
燃
料
電
池
が
搭
載
さ
れ
る
。
こ
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
、
水
素
の
供
給
チ
ェ
ー
ン
と
燃
料
電
池
シ
ス

テ
ム
技
術
の
強
化
を
目
指
し
、
商
業
運
航
向
け
に
安
全
性
の
確
認
と
承
認
を
行
う
。
既
存
の
海
上
シ

ス
テ
ム
と
陸
上
の
ノ
ウ
ハ
ウ
を
活
用
し
て
、
燃
料
電
池
シ
ス
テ
ム
の
コ
ス
ト
削
減
を
進
め
、
燃
料
供

給
の
確
立
と
シ
ス
テ
ム
の
普
及
を
促
進
す
る
。

1
3
の
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
企
業
が
参
加
し
て
お
り
、
地
元

の
エ
ン
ド
ユ
ー
ザ
ー
と
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
支
援
も
得
て
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
終
了
後
の
運
航
継
続
が
期

待
さ
れ
て
い
る
。
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省
エ
ネ

 
G

A
T

E
R

S 
次
世
代
の
船
舶
の
推

進
・
操
舵
シ
ス
テ
ム

で
あ
る
ゲ
ー
ト
ダ
ラ

ー
シ
ス
テ
ム
の
レ
ト

ロ
フ
ィ
ッ
ト

 

G
A

T
E

R
S
は
、
船
舶
に
革
新
的
な
「
ゲ
ー
ト
ラ
ダ
ー
シ
ス
テ
ム
」
を
後
付
け
で
導
入
し
、
燃
費
の
最

大
3

0
%
削
減
と
排
出
ガ
ス
の
削
減
を
目
指
し
ま
す
。
特
に
港
湾
や
沿
岸
エ
リ
ア
で
の
排
出
ガ
ス
削
減

が
期
待
さ
れ
、

IM
O
規
制
や
地
域
の
排
出
規
制
へ
の
対
応
が
可
能
と
な
る
可
能
性
が
あ
る
。
こ
の
シ

ス
テ
ム
は
、
推
進
力
と
操
縦
性
を
向
上
さ
せ
、
船
舶
の
燃
料
消
費
を
大
幅
に
削
減
す
る
こ
と
が
可
能

で
あ
る
。
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
、
欧
州
の
近
距
離
航
路
で
シ
ス
テ
ム
を
実
証
し
、
さ
ら
に
遠
洋
航
路

へ
の
適
用
を
検
討
す
る
。
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は

3
段
階
で
進
行
し
、
技
術
的
な
課
題
と
解
決
策
を
調
査

し
、
タ
ー
ゲ
ッ
ト
船
に
シ
ス
テ
ム
を
適
用
・
運
用
す
る
こ
と
で
実
績
を
上
げ
て
い
く
。
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
後
は
、
業
界
と
の
連
携
を
強
化
し
、
技
術
を
普
及
促
進
す
る
。
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代
替
燃

料
 

Se
a

T
e

ch
 

次
世
代
短
距
離
船
向

け
二
元
燃
料
エ
ン
ジ

ン
及
び
推
進
シ
ス
テ

ム
の
改
良
技
術

 

 

Se
a

T
e

ch
は
、
船
舶
の
燃
費
向
上
と
排
出
削
減
を
目
指
す

2
つ
の
革
新
技
術
を
提
案
す
る
。

1
つ

は
、
波
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
利
用
し
て
推
進
力
を
増
強
す
る
「
バ
イ
オ
ミ
メ
テ
ィ
ッ
ク
ダ
イ
ナ
ミ
ッ
ク

ウ
ィ
ン
グ
」
で
、
も
う

1
つ
は
、
混
合
燃
料
の
自
動
点
火
を
精
密
に
制
御
し
、
排
出
ガ
ス
を
劇
的
に

削
減
す
る
「
高
効
率
エ
ン
ジ
ン
技
術
」
で
あ
る
。
こ
れ
ら
の
技
術
を
組
み
合
わ
せ
る
こ
と
で
、
船
舶

の
燃
費
を

3
0
％
向
上
さ
せ
、

N
O

x、
SO

x、
C

O
2
な
ど
の
排
出
を
大
幅
に
削
減
す
る
。
さ
ら
に
、
こ

の
技
術
を
欧
州
と
ア
ジ
ア
の
近
距
離
航
路
市
場
で
商
業
化
す
る
こ
と
を
目
指
し
て
い
る
。
商
業
化
後

は
、

C
O

2
削
減
効
果
と
し
て
年
間

3
2

5
0
万
ト
ン
、
健
康
や
気
候
変
動
へ
の
ダ
メ
ー
ジ
削
減
と
し
て

8
5

2
億
ユ
ー
ロ
を
見
込
ん
で
い
る
。
ま
た
、

5
年
以
内
に

8
2

0
百
万
ユ
ー
ロ
の
純
利
益
を
得
る
見
込

み
で
あ
る
。
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/
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安
全

 
LY

N
C

E
U

S2

M
A

R
K

E
T

 
大
型
旅
客
船
の
安
全

な
避
難
を
支
援
す
る

Ly
n

ce
u

s2
M

a
rk

e
t
は
、
大
型
旅
客
船
の
緊
急
時
に
お
け
る
安
全
な
避
難
を
支
援
す
る
革
新
的
な
技
術

を
提
供
す
る
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
あ
り
、
位
置
情
報
を
リ
ア
ル
タ
イ
ム
で
提
供
す
る
ラ
イ
フ
ジ
ャ
ケ
ッ

1
0
,1

5
5
,0

0
2

7
,2

6
0
,9

7
5

2
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1
5

/

4
/1
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1
0

9
 

 

革
新
的
な
人
員
位
置

特
定
シ
ス
テ
ム

 

ト
や
煙
探
知
機
、
行
動
デ
ー
タ
を
送
信
す
る
ブ
レ
ス
レ
ッ
ト
な
ど
が
含
ま
れ
る
。
ま
た
、
無
人
航
空

機
や
救
助
艇
に
搭
載
さ
れ
た
レ
ー
ダ
ー
を
用
い
て
海
上
で
の
人
命
救
助
を
迅
速
化
す
る
。
こ
れ
ら
の

技
術
は
、

FP
7
の

LY
N

C
E

U
S
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
の
実
証
を
基
に
、
商
業
化
に
向
け
て
発
展
さ
せ
、
海

上
に
お
け
る
事
故
時
の
乗
客
の
救
命
に
大
き
な
影
響
を
与
え
る
こ
と
を
目
指
し
て
い
る
。

 
 

2
0

1
8

/

1
1

/3
0

 

代
替
燃

料
 

FA
ST

W
A

T

E
R

 
ク
リ
ー
ン
で
カ
ー
ボ

ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
な

水
上
輸
送
へ
の
進
化

的
移
行
を
可
能
に
す

る
メ
タ
ノ
ー
ル
燃
料

技
術
の
開
発
と
実
証

FA
ST

W
A

T
E

R
は
、
メ
タ
ノ
ー
ル
を
使
用
し
た
水
上
輸
送
の
脱
化
石
燃
料
化
を
目
指
す
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

で
あ
る
。
メ
タ
ノ
ー
ル
は
、
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
か
ら
合
成
さ
れ
た
ク
リ
ー
ン
な
燃
料
で
、
エ
ン

ジ
ン
や
燃
料
電
池
で
使
用
で
き
る
。

FA
ST

W
A

T
E

R
は
、
メ
タ
ノ
ー
ル
技
術
の
進
化
を
促
進
し
、
船
舶

の
改
造
や
新
し
い
シ
ス
テ
ム
の
開
発
・
実
証
を
行
う
。
実
証
に
は
、
ハ
ー
バ
ー
タ
グ
や
パ
イ
ロ
ッ
ト

ボ
ー
ト
、
沿
岸
警
備
船
な
ど
が
含
ま
れ
、
メ
タ
ノ
ー
ル
の
製
造
か
ら
船
へ
の
供
給
ま
で
の
サ
プ
ラ
イ

チ
ェ
ー
ン
全
体
を
含
む
予
定
で
あ
る
。
ま
た
、
燃
料
の

C
O

2
削
減
や
規
制
の
簡
素
化
、
乗
員
向
け
の

ト
レ
ー
ニ
ン
グ
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
開
発
に
も
取
り
組
む
。
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造
船

 
M

a
ri

4
_

Y
A

R
D

 
小
規
模
お
よ
び
中
規

模
造
船
所
向
け
の
柔

軟
で
モ
ジ
ュ
ー
ル
型

製
造
の
た
め
の
ユ
ー

ザ
ー
中
心
の
ソ
リ
ュ

ー
シ
ョ
ン

 

M
a

ri
4

_
Y

A
R

D
は
、
小
型
・
中
型
船
舶
の
建
造
に
お
け
る
生
産
性
向
上
を
目
指
し
、
労
働
集
約
的
な

作
業
の
効
率
化
を
図
る
。
新
し
い
共
同
ロ
ボ
ッ
ト
技
術
や
作
業
員
が
持
ち
運
び
可
能
な
ソ
リ
ュ
ー
シ

ョ
ン
を
活
用
し
て
、
作
業
員
の
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス
を
改
善
し
、
品
質
と
精
度
を
保
つ
こ
と
を
目
指

す
。
こ
れ
に
よ
り
、
特
に
中
小
規
模
の
造
船
所
の
競
争
力
を
強
化
す
る
。
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
、
技
術

評
価
や
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
を
通
じ
て
他
の
造
船
事
業
者
へ
の
技
術
普
及
を
進
め
、

E
U
の
他
の
取
り
組

み
と
の
協
力
も
図
る
。

 

5
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4
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そ
の
他

 
LA

ST
IN

G
 

水
上
輸
送
研
究
の
促

進
 –

 エ
ン
ゲ
ー
ジ
メ

ン
ト
の
拡
大
と
影
響

力
の
向
上

 

LA
ST

IN
G
は
、
欧
州
の
水
上
輸
送
分
野
に
お
け
る
研
究
開
発
と
革
新
活
動
へ
の
参
加
を
促
進
す
る
た

め
、
効
果
的
な
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
戦
略
を
開
発
・
実
施
す
る
。
こ
れ
に
よ
り
、
業
界
の
ス
テ
ー

ク
ホ
ル
ダ
ー
の
関
与
を
深
め
、
欧
州
の
水
上
輸
送
の

R
&

D
の
影
響
を
高
め
る
。

K
P

I
に
基
づ
い
た
戦

略
を
策
定
し
デ
ジ
タ
ル
ツ
ー
ル
を
活
用
し
て
効
果
的
な
普
及
活
動
を
行
う
。

W
a

te
rb

o
rn

e
 T

P
が
プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
終
了
後
に
戦
略
と
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
を
引
き
継
ぎ
、
持
続
可
能
な
実
施
を
確
保
す
る
。
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安
全

 
LA

SH
 F

IR
E

R
o

-R
o
船
に
お
け
る

火
災
安
全
ハ
ザ
ー
ド

LA
SH

 F
IR

E
は
、
ロ
ー
ル
オ
ン
・
ロ
ー
ル
オ
フ
（

R
o

-R
o
）
船
の
火
災
防
止
と
管
理
技
術
を
強
化
す
る

こ
と
を
目
的
と
し
て
い
る
。
国
際
海
事
機
関
（

IM
O
）
の
規
制
改
定
に
向
け
て
、
火
災
防
止
と
船
内

1
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9
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1
1

0
 

 

に
係
る
規
則
の
評
価

と
革
新

 

で
の
火
災
管
理
を
強
化
す
る
新
し
い
設
計
と
運
用
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
を
開
発
・
実
証
す
る
。
具
体
的

な
課
題
に
対
し
て
新
た
な
解
決
策
を
提
供
し
、
リ
ス
ク
削
減
と
コ
ス
ト
評
価
を
行
う
。
こ
の
技
術
の

導
入
に
よ
り
、

R
o

-R
o
船
の
火
災
発
生
率
を

3
5

%
、
死
亡
者
数
を

4
5

%
削
減
す
る
こ
と
を
目
指
す
。

 

2
0

2
3

/

8
/3

1
 

そ
の
他

 
IW

-N
E

T
 

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
主

導
の
欧
州
内
陸
水
路

輸
送
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

IW
-N

E
T
は
、

E
U
輸
送
シ
ス
テ
ム
全
体
で
多
モ
ー
ダ
ル
最
適
化
を
推
進
し
内
陸
水
運
（

IW
T
）
の
モ

ー
ダ
ル
シ
ェ
ア
を
増
加
さ
せ
る
こ
と
を
目
指
し
、

2
0

5
0
年
ま
で
の
輸
送
に
よ
る
温
室
効
果
ガ
ス

（
G

H
G
）
排
出
量
の

2
/3
削
減
と
い
う

E
C
目
標
に
貢
献
す
る
。
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
都
市
部
の
予
測

的
な
運
行
ル
ー
ト
の
デ
ジ
タ
ル
化
、
閘
門
計
画
、
持
続
可
能
な
イ
ン
フ
ラ
と
高
度
な
交
通
管
理
、
新

し
い
バ
ー
ジ
設
計
等
の
技
術
革
新
を
含
み
、
内
陸
水
運
の
効
率
的
な
運
営
を
支
援
す
る
。
ま
た
、
ス

テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
の
協
力
と
政
策
提
言
を
行
い
内
陸
水
運
の
シ
ェ
ア
を
増
や
す
こ
と
を
目
指
す
。

 

8
,3

0
2
,7

3
3

8
,3

0
2
,7

3
3

2
0

2
0

/

4
/1

 

~
 

2
0

2
3

/

1
0

/3
1

 

オ
フ
シ

ョ
ア
船

 

IN
C

A
T

 
作
業
用
カ
タ
マ
ラ
ン

船
向
け
の
革
新
的
な

生
産
シ
ス
テ
ム

 

C
P

S
は
、
複
数
の
ワ
ー
ク
ボ
ー
ト
市
場
に
対
応
す
る
柔
軟
性
の
高
い
カ
タ
マ
ラ
ン
を
提
供
す
る
シ
ス

テ
ム
で
、
モ
ジ
ュ
ー
ル
型
製
造
技
術
を
使
用
し
て
、
価
格
対
効
果
が
高
い
製
品
を
市
場
に
提
供
す

る
。
新
た
な
段
階
で
は
、
ア
ル
ミ
ニ
ウ
ム
製
の
金
型
に
適
応
し
、
ポ
リ
プ
ロ
ピ
レ
ン
（

P
P
）
材
料
で

製
造
さ
れ
た
ワ
ー
ク
ボ
ー
ト
を
生
産
す
る
こ
と
を
目
指
し
て
い
る
。

P
P
は
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
フ
リ
ー

で
1

0
0

%
リ
サ
イ
ク
ル
可
能
な
素
材
で
あ
り
、
環
境
負
荷
を
減
ら
す
こ
と
が
で
き
る
。
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
は
、
生
産
ラ
イ
ン
の
改
良
と
新
製
品
の
市
場
投
入
を
支
援
す
る
。
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代
替
燃

料
 

M
A

R
A

N
D

A
過
酷
な
北
極
環
境
で

検
証
さ
れ
た
新
し
い

燃
料
電
池
パ
ワ
ー
ト

レ
イ
ン
の
海
洋
適
用

M
A

R
A

N
D

A
は
、
水
素
燃
料
電
池
（

P
E

M
FC
）
ベ
ー
ス
の
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
電
力
推
進
シ
ス
テ
ム
を
開

発
し
、
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
の
研
究
船
「

A
ra

n
d

a
」
に
搭
載
し
て
試
験
を
行
う
。
シ
ス
テ
ム
は
、
騒
音
、
振

動
、
空
気
汚
染
を
排
除
し
、
静
か
な
運
行
を
可
能
に
し
、
主
に
測
定
作
業
を
行
う
研
究
船
で
の
使
用

を
想
定
し
て
い
る
。
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
、
船
舶
に
お
け
る
水
素
イ
ン
フ
ラ
の
不
足
を
解
決
す
る
た

め
、
モ
バ
イ
ル
型
水
素
ス
ト
レ
ー
ジ
容
器
の
開
発
も
行
い
、
産
業
全
体
へ
の
影
響
を
広
げ
る
。
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代
替
燃

料
 

e
-S

H
yI

P
S

 
旅
客
船
向
け
水
素
実

装
に
関
す
る
標
準
規

格
 

E
-S

H
yI

P
S
は
、
海
上
で
の
水
素
燃
料
使
用
を
促
進
す
る
た
め
、
規
制
の
枠
組
み
を
策
定
す
る
こ
と
を

目
的
と
し
て
い
る
。

IM
O
の
規
定
に
基
づ
き
乗
客
船
に
お
け
る
水
素
燃
料
の
使
用
に
関
す
る
安
全
基

準
や
リ
ス
ク
評
価
方
法
を
確
立
し
、
既
存
の
船
舶
設
計
に
対
す
る
適
用
を
進
め
る
。
最
終
的
に
は
、

水
素
経
済
を
海
運
分
野
に
拡
大
し
、

IM
O
コ
ー
ド
の
更
新
に
向
け
た
規
則
の
開
発
を
実
現
す
る
。
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1
1

1
 

 

風
力
推

進
 

R
o

to
rD

E
M

O
 

N
o

rs
e

p
o

w
e

r 
ロ
ー
タ

ー
セ
イ
ル
ソ
リ
ュ
ー

シ
ョ
ン
の
実
証
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト

 

N
o

rs
e

p
o

w
e

r
は
、
風
力
を
補
助
推
進
力
と
し
て
利
用
す
る
ロ
ー
タ
セ
イ
ル
技
術
を
開
発
し
、
既
存

の
貨
物
船
に
取
り
付
け
る
こ
と
で
燃
料
節
約
と
排
出
ガ
ス
削
減
を
実
現
す
る
。
こ
の
技
術
は
、
貨
物

船
に
最
大

3
0
％
の
燃
料
節
約
を
も
た
ら
し
、
⻑
期
的
に
は
約

2
0

%
の
投
資
回
収
率
を
期
待
し
て
い

る
。
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
、

R
o

P
a

x
船
で
の
実
証
と
技
術
の
商
業
化
計
画
の
更
新
を
目
指
し
、
未
来
の

海
運
業
界
の
効
率
化
と
環
境
負
荷
削
減
に
貢
献
す
る
こ
と
を
目
指
す
。
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代
替
燃
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ST
E

E
R

E
R

 
ゼ
ロ
エ
ミ
ッ
シ
ョ
ン

水
上
輸
送
の
構
築

 

ST
E

E
R

E
R
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
、
ゼ
ロ
エ
ミ
ッ
シ
ョ
ン
の
水
上
輸
送
を
実
現
す
る
た
め
に
、
戦
略
的
研

究
と
革
新
ア
ジ
ェ
ン
ダ
（

SR
IA
）
と
実
施
計
画
を
作
成
し
、
業
界
全
体
の
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
と
協

力
す
る
。

2
0

3
0
年
、

2
0

5
0
年
の
排
出
目
標
を
設
定
し
、
効
率
的
な
ゼ
ロ
エ
ミ
ッ
シ
ョ
ン
技
術
の
展

開
を
支
援
す
る
た
め
の
実
行
可
能
な
ビ
ジ
ネ
ス
ケ
ー
ス
を
提
供
す
る
。
ま
た
、
⼀
般
市
⺠
へ
の
認
知

度
向
上
も
目
指
し
、
持
続
可
能
な
水
上
輸
送
へ
の
転
換
を
促
進
す
る
。

 

1
,4

9
8
,6

8
7

1
,4

9
8
,6

8
7

2
0

1
9

/

1
1

/7
 

~
 

2
0

2
2

/

1
1

/3
0

 

造
船

 
SC

O
R

E
 

欧
州
輸
送
製
造
業
界

の
競
争
力
ス
コ
ア
ボ

ー
ド

 

SC
O

R
E
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
、
欧
州
の
輸
送
製
造
業
の
競
争
力
を
評
価
・
予
測
す
る
た
め
に
、
研
究
開

発
、
新
技
術
、
将
来
の
需
要
変
化
な
ど
を
調
査
す
る
。
自
動
車
、
航
空
機
、
船
舶
、
鉄
道
車
両
と
い

っ
た
主
要
な
輸
送
産
業
の
競
争
力
を
評
価
し
、
戦
略
的
ア
ド
バ
イ
ス
を
提
供
す
る
。
こ
の
分
析
に
基

づ
い
て
、
企
業
の
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
戦
略
や

E
U
の
産
業
政
策
を
調
整
す
る
。
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省
エ
ネ

 
H

C
R

 
船
舶
の
船
体
を
常
に

清
潔
に
保
つ
た
め
の

初
の
自
律
型
生
物
付

着
防
止
シ
ス
テ
ム
の

市
場
成
熟

 

C
li

in
は
、
船
舶
の
船
体
を
自
動
で
清
掃
す
る
ロ
ボ
ッ
ト
「

H
C

R
」
を
開
発
し
た
。

H
C

R
は
船
に
常
設

さ
れ
、
い
つ
で
も
使
用
可
能
で
、
定
期
的
に
船
体
を
清
掃
し
て
汚
れ
の
早
期
発
生
を
防
ぐ
。
こ
れ
に

よ
り
、
燃
料
消
費
の
最
大

1
0
％
削
減
が
見
込
ま
れ
、
温
室
効
果
ガ
ス
排
出
も
減
少
す
る
。
ま
た
、
従

来
の
人
力
作
業
で
の
清
掃
に
比
べ
て
、
安
全
性
や
作
業
効
率
が
向
上
し
、
海
上
輸
送
の
持
続
可
能
性

が
改
善
す
る
こ
と
も
期
待
さ
れ
る
。
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省
エ
ネ

 
C

LO
U

D
-

V
A

S 
船
舶
チ
ャ
ー
タ
ー
向

け
の
ク
ラ
ウ
ド
ベ
ー

ス
の
配
船
意
思
決
定

支
援
シ
ス
テ
ム

 

C
LO

U
D

-V
A

S
は
、
油
脂
チ
ャ
ー
タ
リ
ン
グ
企
業
の
ニ
ー
ズ
に
応
じ
た
ク
ラ
ウ
ド
ベ
ー
ス
の
配
船
支
援

ツ
ー
ル
で
あ
る
。
こ
の
ツ
ー
ル
は
、
石
油
お
よ
び
ガ
ス
企
業
や
大
型
船
主
が
効
率
的
に
船
舶
を
チ
ャ

ー
タ
ー
し
、
運
航
コ
ス
ト
と
燃
料
消
費
を
削
減
し
、

C
O

2
排
出
を
抑
制
す
る
た
め
に
役
立
つ
。
従
来

の
配
船
方
法
は
複
雑
で
デ
ー
タ
の
改
竄
が
容
易
で
あ
る
た
め
、

C
LO

U
D

-V
A

S
は
柔
軟
で
安
全
な
最
適
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1
1

2
 

 

化
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
を
提
供
す
る
。
こ
れ
に
よ
り
、
燃
料
消
費
と
温
室
効
果
ガ
ス
（

G
H

G
）
排
出

の
削
減
を
実
現
し
、
持
続
可
能
な
水
上
輸
送
に
貢
献
す
る
。

 

電
化

 
G

FF
 

G
re

e
n

 F
a

st
 F

e
rr

y 
–

 

世
界
初
の

3
0
ノ
ッ

ト
の
バ
ッ
テ
リ
ー
駆

動
エ
ア
サ
ポ
ー
ト
型

通
勤
フ
ェ
リ
ー

 

G
re

e
n

 F
a

st
 F

e
rr

y 
(G

FF
)は
、

3
0
ノ
ッ
ト
の
速
度
と

2
6

km
の
航
続
距
離
を
持
つ
完
全
電
動
の
高
速
フ

ェ
リ
ー
で
あ
る
。
空
気
ク
ッ
シ
ョ
ン
技
術
（

A
SV
）
を
用
い
て
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
を

4
0
％
以
上
削
減

す
る
。
こ
の
技
術
は
、
環
境
負
荷
の
少
な
い
航
行
を
可
能
に
し
、

E
U
の
排
出
規
制
エ
リ
ア
で
の
導

入
が
見
込
ま
れ
て
い
る
。

G
FF
は
、
既
存
の
デ
ィ
ー
ゼ
ル
フ
ェ
リ
ー
と
比
較
し
て
年
間

3
0

0
k€
の
経

済
的
な
利
点
を
提
供
し
、
商
業
化
が
進
む
と
予
測
さ
れ
て
い
る
。
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省
エ
ネ

 
E

E
E

C
SM

-2
海
事
用
途
向
け
の
エ

ネ
ル
ギ
ー
及
び
環
境

効
率
的
な
冷
却
シ
ス

テ
ム

 

C
O

O
L4

SE
A
は
、
船
舶
の
冷
却
に
使
用
さ
れ
る
従
来
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
型
の
冷
却
技
術
に
代
わ
る

革
新
技
術
で
あ
り
、
船
内
の
未
使
用
熱
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
活
用
し
て
冷
却
を
行
い
、
従
来
の
油
を
使
わ

ず
に
冷
却
を
実
現
す
る
。
こ
の
技
術
に
よ
り
油
の
消
費
が
削
減
さ
れ
、
環
境
負
荷
と
経
済
的
コ
ス
ト

の
両
方
が
削
減
さ
れ
る
。
こ
れ
に
よ
り
、
船
舶
の
運
営
効
率
と
持
続
可
能
性
が
向
上
す
る
。
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造
船

 
C

O
M

P
A

 

2
G

O
 

C
O

M
P

A
 2

G
O

 船
舶

用
複
合
修
理

 -
 サ
ー

ビ
ス
実
証
、
認
証
、

及
び
市
場
参
入

 

C
O

M
P

A
 2

G
O
は
、
船
舶
の
破
損
や
腐
食
し
た
パ
イ
プ
や
構
造
物
を
修
理
す
る
サ
ー
ビ
ス
の
商
業
化

を
目
指
し
て
い
る
。
カ
ー
ボ
ン
フ
ァ
イ
バ
ー
強
化
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
を
使
用
し
た

C
O

M
P

A
修
理
技
術

は
、
従
来
の
溶
接
修
理
に
代
わ
る
効
率
的
で
安
全
な
方
法
を
提
供
し
、
船
舶
の
ダ
ウ
ン
タ
イ
ム
を
最

小
限
に
抑
え
る
。
欧
州
内
の
海
事
業
界
で
の
ラ
イ
セ
ン
ス
提
供
を
通
じ
て
、
市
場
を
拡
大
し
、
カ
ー

ボ
ン
フ
ァ
イ
バ
ー
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
の
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
を
確
立
す
る
こ
と
を
目
指
し
て
い
る
。
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そ
の
他

 
G

h
o

st
 

B
o

a
t 

新
し
い
ボ
ー
ト
の
所

有
、
運
航
、
及
び
メ

ン
テ
ナ
ン
ス
方
法

 

D
&

A
 E

xp
e

ri
e

n
ce

s 
O

y
は
、
フ
ィ
ン
ラ
ン
ド
の
中
小
企
業
で
、
消
費
者
向
け
電
子
機
器
や
電
動
ボ
ー

ト
、
自
転
車
に
焦
点
を
当
て
た
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
デ
ザ
イ
ン
エ
ー
ジ
ェ
ン
シ
ー
で
あ
る
。
主
力
製
品

は
、
都
市
部
の
水
域
市
場
向
け
に
開
発
し
た

G
-B

o
a

t
で
、
世
界
で
最
も
ス
マ
ー
ト
で
ア
イ
コ
ニ
ッ

ク
な
電
動
ボ
ー
ト
と
し
て
、
多
く
の
革
新
技
術
を
搭
載
し
て
い
る
。

G
-B

o
a

t
は
、
ハ
イ
ド
ロ
ダ
イ
ナ

ミ
ク
ス
、
環
境
に
優
し
い
軽
量
素
材
、
バ
ッ
テ
リ
ー
技
術
、
ナ
ビ
ゲ
ー
シ
ョ
ン
技
術
を
活
用
し
て
お

り
、
商
業
化
に
向
け
た
段
階
的
な
研
究
と
事
業
計
画
を
進
め
て
い
る
。
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代
替
燃

料
 

V
E

Z 
V

E
Z 

V
E

Z
は
、
ヴ
ェ
ネ
ツ
ィ
ア
の
「
ヴ
ァ
ポ
レ
ッ
ト
」
に
似
た
特
性
を
持
つ
ゼ
ロ
エ
ミ
ッ
シ
ョ
ン
型
公
共

水
上
交
通
船
で
、
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
エ
ネ
ル
ギ
ー
シ
ス
テ
ム
を
採
用
し
て
い
る
。
こ
の
ボ
ー
ト
は
、
水

素
−
空
気
燃
料
電
池
、
太
陽
光
パ
ネ
ル
、
電
池
を
組
み
合
わ
せ
、
狭
く
混
雑
し
た
水
路
で
の
効
率
的

な
運
行
を
可
能
に
す
る
。

V
E

Z
は
、
快
適
性
向
上
の
た
め
に
静
音
設
計
と
統
合
さ
れ
た
ヒ
ー
ト
ポ
ン

プ
空
調
も
備
え
て
お
り
、
将
来
的
に
は
他
の
水
上
都
市
交
通
に
も
応
用
可
能
で
あ
る
。
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省
エ
ネ

 
U

LT
R

A
B

O

A
T

 
船
舶
の
防
汚
保
護
の

た
め
の
超
音
波
シ
ス

テ
ム

 

U
lt

ra
B

o
a

t
は
、
船
舶
の
船
底
に
付
着
す
る
海
洋
生
物
を
防
止
す
る
た
め
の
耐
久
性
の
あ
る
解
決
策
で

あ
る
。
適
切
な
付
着
生
物
対
策
が
施
さ
れ
て
い
な
い
船
は
、
燃
料
消
費
が
最
大

4
0

%
増
加
す
る
お
そ

れ
が
あ
り
、

U
lt

ra
B

o
a

t
は
、
従
来
の
付
着
生
物
対
策
の
問
題
を
解
決
し
、
船
舶
の
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
を

軽
減
す
る
。
中
型
船
の
場
合
、
付
着
生
物
対
策
に
よ
る
年
間
コ
ス
ト
は

3
5
万
ユ
ー
ロ
を
超
え
る
た

め
、
こ
の
技
術
は
大
き
な
経
済
的
利
益
を
も
た
ら
す
こ
と
が
期
待
さ
れ
る
。
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オ
フ
シ

ョ
ア
船

 

G
e

n
e

ra
l 

P
u

rp
o

se
 

一
般
用
途
向
け
の
コ

ン
パ
ク
ト
ダ
イ
ナ
ミ

ッ
ク
ポ
ジ
シ
ョ
ニ
ン

グ
シ
ス
テ
ム

 

Se
a

D
P

-1
C
は
、
浮
遊
す
る
ユ
ニ
ッ
ト
が
位
置
を
維
持
す
る
た
め
に
使
用
さ
れ
る
ダ
イ
ナ
ミ
ッ
ク
ポ
ジ

シ
ョ
ニ
ン
グ
（

D
P
）
シ
ス
テ
ム
で
あ
る
。
小
型
で
手
頃
な
価
格
で
、
少
な
い
ス
ペ
ー
ス
で
設
置
で
き

る
モ
ジ
ュ
ー
ル
式
の
シ
ス
テ
ム
で
あ
り
、
波
の
影
響
を
受
け
る
進
行
方
向
の
修
正
を
行
い
、
燃
料
消

費
を

1
〜

3
%
削
減
す
る
。
こ
の
シ
ス
テ
ム
は
、
安
全
性
を
高
め
、
効
率
的
な
操
作
を
実
現
し
、
欧
州

で
の
海
上
安
全
性
向
上
に
貢
献
す
る
。

 

7
1
,4

2
9

5
0
,0

0
0

2
0

1
4

/

9
/3

0
 

~
 

2
0

1
4

/

1
2

/3
1

 

省
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SP

LA
SH

 
SP

LA
SH

 -
 エ
ネ
ル
ギ

ー
効
率
の
良
い
船
舶

航
行
計
画
の
た
め
の

サ
ー
ビ
ス

 

FC
M
は
、
船
舶
の
燃
料
消
費
量
を
正
確
に
予
測
し
、
環
境
条
件
に
応
じ
た
燃
料
消
費
率
を
算
出
す
る

モ
ジ
ュ
ー
ル
で
あ
る
。
こ
の
シ
ス
テ
ム
は
、
航
路
最
適
化
の
た
め
の
天
候
デ
ー
タ
を
活
用
し
、
さ
ま

ざ
ま
な
燃
料
消
費
・
排
出
削
減
策
の
効
果
を
比
較
す
る
た
め
に
使
用
さ
れ
る
。
最
終
的
な
目
的
は
、

こ
の

FC
M
を
商
業
化
し
、
航
海
計
画
サ
ー
ビ
ス
に
統
合
す
る
こ
と
で
あ
る
。
こ
れ
に
よ
り
、
船
主

や
オ
ペ
レ
ー
タ
ー
は
最
適
な
燃
料
節
約
方
法
を
選
定
で
き
る
。
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そ
の
他

 
G

A
SV

E
SS

E

L 
圧
縮
天
然
ガ
ス
輸
送

シ
ス
テ
ム

 

G
A

SV
E

SS
E

L
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
、
新
し
い

C
N

G
輸
送
コ
ン
セ
プ
ト
の
技
術
経
済
的
実
現
可
能
性
を
証

明
す
る
こ
と
を
目
指
し
て
い
る
。
新
し
い
圧
力
容
器
製
造
技
術
と
船
舶
設
計
を
駆
使
し
て
、
自
然
ガ

ス
を
欧
州
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
供
給
が
難
し
い
地
域
に
供
給
す
る
た
め
の
コ
ス
ト
効
果
の
高
い
輸
送
手
段

を
提
供
す
る
。
特
に
、
地
中
海
の
島
々
な
ど
で
は
大
規
模
な
再
ガ
ス
化
施
設
の
建
設
が
困
難
で
あ
る
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4
 

 

た
め
、

G
A

SV
E

SS
E

L
は
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
自
由
な
流
通
を
可
能
に
し
、
環
境
負
荷
の
軽
減
に
貢
献
す

る
。

C
N

G
輸
送
の
商
業
化
に
向
け
た
実
証
試
験
を
行
い
、
欧
州
市
場
へ
の
導
入
を
目
指
す
。

 

自
動
運

航
・
デ

ジ
タ
ル

 

SM
A

R
T

E
R

 
レ
ー
ザ
ー
技
術
に
よ

る
海
洋
監
視

 

La
d

a
r
セ
ン
サ
ー
技
術
は
、
船
舶
や
沿
岸
イ
ン
フ
ラ
周
辺
の
監
視
を
強
化
す
る
た
め
に
開
発
さ
れ
た

プ
ロ
ト
タ
イ
プ
セ
ン
サ
ー
で
あ
り
、
環
境
監
視
や
安
全
性
向
上
、
運
用
リ
ス
ク
の
低
減
の
実
現
が
期

待
さ
れ
る
。

La
d

a
r 

Lt
d
は
、
こ
の
技
術
を
商
業
化
す
る
た
め
、
マ
ー
ケ
ッ
ト
分
析
、
価
格
設
定
、
販

売
戦
略
を
検
討
し
、
従
来
の
販
売
手
法
を
破
る
破
壊
的
な
ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ
ル
を
採
用
す
る
。
こ
の
セ

ン
サ
ー
は
、
船
舶
の
運
行
や
港
で
の
安
全
性
向
上
に
貢
献
す
る
。
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そ
の
他

 
FM

C
O

N
T

A

IN
E

R
S 

高
速
コ
ン
テ
ナ
移
動

ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン

 

FM
コ
ン
テ
ナ
は
、
従
来
の
手
動
ツ
イ
ス
ト
ロ
ッ
ク
を
不
要
に
す
る
新
し
い
設
計
の
コ
ン
テ
ナ
で
あ

る
。
こ
の
シ
ス
テ
ム
は
、
コ
ン
テ
ナ
の
積
み
下
ろ
し
時
の
手
間
を
省
き
、
港
で
の
効
率
性
と
安
全
性

を
向
上
さ
せ
る
。
こ
れ
に
よ
り
、
船
舶
の
操
業
コ
ス
ト
を

1
0
〜

1
2

%
削
減
し
、
港
で
の
船
の
回
転
時

間
を
短
縮
で
き
る
。
こ
の
新
し
い
コ
ン
テ
ナ
設
計
と
対
応
す
る
ク
レ
ー
ン
の
開
発
に
よ
り
、
港
の
自

動
化
を
促
進
し
、
グ
ロ
ー
バ
ル
な
コ
ン
テ
ナ
艦
隊
の
円
滑
な
移
行
を
可
能
に
す
る
。
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造
船

 
Sh

ip
H

u
ll

S

H
M

 
船
体
の
全
天
候
リ
ア

ル
タ
イ
ム
監
視
の
た

め
の
オ
ー
ダ
ー
メ
イ

ド
音
響
セ
ン
サ
ー
シ

ス
テ
ム

 

Sh
ip

H
u

ll
SH

M
は
、
船
体
の
構
造
健
全
性
を
監
視
す
る
シ
ス
テ
ム
で
、
船
舶
の
損
傷
を
リ
ア
ル
タ
イ

ム
で
検
出
し
、
修
理
効
率
を
向
上
さ
せ
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
い
る
。
こ
の
シ
ス
テ
ム
は
、
船
体
に

搭
載
し
た
⾳
響
放
射
セ
ン
サ
ー
を
使
⽤
し
て
、
⻲
裂
の
発
⽣
を
特
定
し
、
修
理
を
迅
速
化
す
る
。
こ

れ
に
よ
り
、

E
U
の
船
舶
業
界
は
年
間

1
2
億
ユ
ー
ロ
の
コ
ス
ト
削
減
が
見
込
ま
れ
、

Sh
ip

H
u

ll
SH

M

の
商
業
化
を
目
指
し
た
市
場
調
査
を
実
施
す
る
。
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安
全

 
FL

A
R

E
 

浸
水
事
故
対
応

 
FL

A
R

E
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
は
、
船
舶
の
浸
水
リ
ス
ク
を
評
価
し
、
コ
ス
ト
効
果
の
高
い
リ
ス
ク
抑
制

策
を
開
発
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
い
る
。
事
故
デ
ー
タ
と
浸
水
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
ツ
ー
ル
を
活

用
し
、
浸
水
リ
ス
ク
を
包
括
的
に
評
価
す
る
モ
デ
ル
を
作
成
す
る
。
ま
た
、
新
た
な
技
術
ソ
リ
ュ
ー

シ
ョ
ン
を
開
発
し
、
浸
水
事
故
後
の
対
応
策
や
規
制
の
見
直
し
を
行
い
、
乗
客
船
の
安
全
性
向
上
を

目
指
す
。
こ
の
ア
プ
ロ
ー
チ
に
よ
り
、
浸
水
事
故
か
ら
の
リ
ス
ク
管
理
が
強
化
さ
れ
る
。
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1
1

5
 

 

省
エ
ネ

 
SF

A
H

U
B

 
リ
ア
ル
タ
イ
ム
船
隊

性
能
セ
ン
タ
ー

 ：
海

運
に
お
け
る
エ
ネ
ル

ギ
ー
効
率
の
最
適
化

と
燃
料
消
費
・
有
害

排
出
の
削
減

 

M
a

ro
rk

a
は
、
船
舶
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
を
提
供
す
る
ア
イ
ス
ラ
ン
ド

の
企
業
で
、
商
船
の
燃
料
消
費
を
最
大

1
0

%
削
減
す
る
手
助
け
を
す
る
。
現
在
、

M
a

ro
rk

a
は

6
0

0

隻
以
上
の
船
舶
に
導
入
さ
れ
て
お
り
、

SE
A

H
U

B
と
い
う
新
し
い
フ
リ
ー
ト
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス
セ
ン

タ
ー
を
開
発
中
で
あ
る
。

SE
A

H
U

B
は
、
船
舶
の
デ
ー
タ
を
分
析
し
て
燃
料
消
費
削
減
の
提
案
を
リ

ア
ル
タ
イ
ム
で
行
う
シ
ス
テ
ム
で
、
最
大

1
5
〜

2
0

%
の
燃
料
節
約
を
実
現
す
る
。
こ
れ
に
よ
り
、
船

主
や
運
営
者
は
競
争
力
を
維
持
し
つ
つ
、
厳
し
い
環
境
規
制
に
も
対
応
で
き
る
。
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風
力
推

進
 

Se
a

g
a

te
Sa

i

l 
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
風
力

＋
モ
ー
タ
ー
ク
ル
ー

ズ
モ
ー
ド
に
よ
る
商

船
の
燃
料
消
費

2
0

%

削
減

 

Se
a

g
a

te
は
、
商
船
の
た
め
に
開
発
さ
れ
た
自
動
的
に
折
り
た
た
め
る
デ
ル
タ
翼
セ
イ
ル
シ
ス
テ
ム

を
提
供
し
、
燃
料
消
費
を
最
大

2
0

%
削
減
す
る
こ
と
を
目
指
し
て
い
る
。
こ
の
シ
ス
テ
ム
は
、
風
力

を
推
進
力
に
変
換
し
、
エ
ン
ジ
ン
出
力
を
削
減
す
る
こ
と
で
燃
料
を
節
約
す
る
。
現
在
、

Se
a

g
a

te

は
製
造
業
者
と
の
商
業
化
準
備
を
進
め
て
お
り
、
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
で
の
製
造
拠
点
と
雇
用
創
出
を
目
指

し
て
い
る
。
ま
た
主
要
な
エ
ン
ジ
ン
サ
プ
ラ
イ
ヤ
ー
と
の
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
も
計
画
し
て
い
る
。
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電
化

 
Se

a
B

u
b

b
le
オ
ン
デ
マ
ン
ド
都
市

型
水
上
輸
送
の
未
来

へ
の
加
速

 

Se
a

B
u

b
b

le
は
、
電
動
ハ
イ
ド
ロ
フ
ォ
イ
ル
技
術
を
搭
載
し
た
小
型
高
速
船
で
、

1
回
の
航
行
で

4

人
の
乗
客
を
乗
せ
て

3
0

km
/h
の
速
度
で
移
動
す
る
。
こ
の
船
は
ゼ
ロ
エ
ミ
ッ
シ
ョ
ン
で
、
交
通
渋

滞
を
回
避
す
る
た
め
の
水
上
タ
ク
シ
ー
サ
ー
ビ
ス
と
し
て
使
用
さ
れ
る
。
海
上
の
充
電
ス
テ
ー
シ
ョ

ン
は
太
陽
光
発
電
と
水
力
タ
ー
ビ
ン
で
電
力
を
生
成
し
、
グ
リ
ッ
ド
に
依
存
し
な
い
運
営
を
目
指

す
。
目
標
は
、

2
0

1
8
年
末
ま
で
に

6
0
隻
以
上
の

Se
a

B
u

b
b

le
s
を
運
航
し
、

C
O

2
排
出
削
減
と
収
益

の
増
加
を
実
現
す
る
こ
と
で
あ
る
。
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0
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省
エ
ネ

 
SC

O
U

T
 

エ
ネ
ル
ギ
ー
効
率
向

上
と
中
型
船
舶
の
経

済
的
メ
ン
テ
ナ
ン
ス

を
支
援
す
る
ス
マ
ー

ト
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
・

制
御
・
ユ
ー
ザ
ー
イ

ン
タ
ラ
ク
テ
ィ
ブ
エ

コ
シ
ス
テ
ム

 

SC
O

U
T
は
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
効
率
と
経
済
的
な
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
を
改
善
す
る
た
め
の
ス
マ
ー
ト
モ
ニ
タ

リ
ン
グ
と
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
シ
ス
テ
ム
を
提
供
す
る
。
特
に
中
型
船
の
燃
料
消
費
と
エ
ン
ジ
ン
性
能
の

改
善
に
焦
点
を
当
て
て
お
り
、

1
0

%
か
ら

2
0

%
の
燃
料
節
約
を
実
現
す
る
。
こ
の
シ
ス
テ
ム
は
、
最

近
の
規
制
に
対
応
し
、
エ
ミ
ッ
シ
ョ
ン
の
削
減
を
促
進
す
る
た
め
に
必
要
な
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
を
提

供
す
る
。
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
成
果
に
よ
り
、

SC
O

U
T
は
国
際
市
場
に
拡
大
し
、
新
し
い
雇
用
を
創
出

す
る
こ
と
を
目
指
し
て
い
る
。
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1
1

6
 

 

造
船

 
S.

D
.S

. 
レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン

用
及
び
作
業
用
ボ
ー

ト
向
け
の
革
新
的
な

船
体
建
造
シ
ス
テ
ム

S.
D

.S
. 

St
re

n
g

th
 D

is
tr

ib
u

ti
o

n
 S

ys
te

m
は
、
ボ
ー
ト
の
船
体
を
強
度
線
に
基
づ
い
て
設
計
す
る
革
新

的
な
シ
ス
テ
ム
で
あ
る
。
従
来
の
均
等
な
厚
さ
の
船
体
に
対
し
て
、
力
が
集
中
す
る
部
分
に
薄
い
外

骨
格
を
使
用
し
、
軽
量
化
を
図
る
。
こ
の
シ
ス
テ
ム
に
よ
り
、
船
体
の
強
度
を
保
ち
な
が
ら

2
3
〜

2
8

%
の
重
量
削
減
が
可
能
と
な
り
、
燃
費
や
安
全
性
が
向
上
す
る
。
環
境
負
荷
を
減
ら
す
こ
と
が
で

き
る
こ
の
革
新
的
な
ア
プ
ロ
ー
チ
は
、
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
の
ス
マ
ー
ト
・
グ
リ
ー
ン
輸
送
プ
ロ
グ
ラ
ム
に

沿
っ
た
も
の
で
あ
る
。

 

7
1
,4

2
9

5
0
,0

0
0

2
0

1
6

/

5
/2

5
 

~
 

2
0

1
6

/

1
1

/3
0

 

自
動
運

航
・
デ

ジ
タ
ル

 

N
A

V
D

E
C

 
航
行
意
思
決
定
支
援

シ
ス
テ
ム

（
C

O
LR

E
G

s 
安
全
管

理
の
向
上
）

 

N
A

V
D

E
C
は
海
上
衝
突
回
避
を
支
援
す
る
革
新
的
な
航
海
支
援
シ
ス
テ
ム
を
開
発
し
て
い
る
。
こ
の

シ
ス
テ
ム
は
、
他
の
航
海
情
報
シ
ス
テ
ム
か
ら
の
デ
ー
タ
を
統
合
し
、
衝
突
リ
ス
ク
を
減
少
さ
せ
る

解
決
策
を
提
供
す
る
。
人
為
的
な
ミ
ス
に
よ
る
海
上
事
故
の
リ
ス
ク
を
減
ら
し
、
船
舶
、
貨
物
、
環

境
保
護
に
お
け
る
コ
ス
ト
を
削
減
で
き
る
。
タ
ー
ゲ
ッ
ト
市
場
に
は
、
船
主
、
設
備
メ
ー
カ
ー
、
保

険
会
社
な
ど
が
含
ま
れ
、
世
界
中
で

7
7

,0
0

0
隻
以
上
の
商
船
や
多
く
の
モ
ー
タ
ー
ボ
ー
ト
が
対
象

と
な
る
。
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電
化

 
M

a
rk

e
tS

tu

d
y-

O
V

 
O

ce
a

n
vo

lt
 の
ゼ
ロ

カ
ー
ボ
ン
排
出
型
海

洋
電
動
推
進
シ
ス
テ

ム
の
市
場
調
査

 

O
ce

a
n

vo
lt
は
、
特
許
取
得
済
み
の
海
洋
電
動
モ
ー
タ
ー
と
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
推
進
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン

を
提
供
し
、
船
舶
に
お
け
る
温
室
効
果
ガ
ス
排
出
を
ゼ
ロ
に
す
る
こ
と
に
貢
献
す
る
。
現
在
、
約

2
0

0
隻
の
帆
船
に
導
入
さ
れ
て
い
る
。
今
後
、
小
型
乗
客
船
、
作
業
船
、
潜
水
艦
な
ど
の
市
場
へ
も

拡
大
す
る
予
定
で
、
電
動
推
進
シ
ス
テ
ム
に
よ
っ
て
年
間

C
O

2
排
出
量

6
0

7
,0

0
0
ト
ン
を
削
減
で
き

る
と
見
込
ま
れ
て
い
る
。
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そ
の
他

 
E

M
E

R
G

E
 

海
運
排
出
物
の
環
境

影
響
評
価
・
管
理
・

低
減

 

E
M

E
R

G
E
は
、
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
に
お
け
る
船
舶
か
ら
の
排
出
削
減
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
を
評
価
す
る
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
で
あ
る
。
実
際
の
船
舶
で
の
測
定
と
モ
デ
リ
ン
グ
を
通
じ
て
、
排
出
削
減
技
術
の
効
果
を

調
査
す
る
。
特
に
ス
ク
ラ
バ
ー
技
術
が
主
要
な
汚
染
物
質
を
ど
れ
ほ
ど
削
減
す
る
か
に
焦
点
を
当
て

船
舶
排
出
の
環
境
へ
の
影
響
を
評
価
。
欧
州
の
五
つ
の
海
域
で
ケ
ー
ス
ス
タ
デ
ィ
が
行
わ
れ
る
。
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そ
の
他

 
E

ff
ie

n
Se

a
 

2
 

E
ff

ic
ie

n
Se

a
 2

 -
 効
率

的
、
安
全
か
つ
持
続

E
ff

ic
ie

n
Se

a
 2
は
、
安
全
で
効
率
的
な
航
行
を
サ
ポ
ー
ト
す
る
た
め
の
欧
州
航
海
管
理
シ
ス
テ
ム
を

発
展
さ
せ
る
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
あ
る
。
主
な
目
的
は
、
航
行
の
安
全
性
向
上
、
北
極
圏
で
の
航
行
改
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1

7
 

 

可
能
な
海
上
交
通
シ

ス
テ
ム

 

善
、
環
境
監
視
の
強
化
な
ど
で
あ
る
。
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
、

E
U
の
政
策
や
国
際
航
海
機
関
の
戦
略

に
合
わ
せ
て
、
電
子
航
海
技
術
を
発
展
さ
せ
る
た
め
に
多
国
籍
パ
ー
ト
ナ
ー
と
協
力
す
る
。

 

2
0

1
8

/

4
/3

0
 

電
化

 
Lo

C
O

P
S 

低
コ
ス
ト
陸
上
電
源

供
給
シ
ス
テ
ム

 

(L
o

C
O

P
S)

 

O
P

S
は
、
ク
ル
ー
ズ
船
が
港
に
停
泊
中
に
電
力
供
給
を
行
い
、
燃
料
消
費
を
削
減
し
、
空
気
汚
染
を

排
除
す
る
シ
ス
テ
ム
で
あ
る
。
し
か
し
、
欧
州
の
港
で
の
設
備
コ
ス
ト
が
高
い
た
め
、
投
資
が
制
限

さ
れ
て
い
る
。

P
o

w
e

rC
o

n
は
、
低
コ
ス
ト
で
競
争
力
の
あ
る

O
P

S
解
決
策
を
提
供
し
、
港
の
投
資

を
促
進
し
、
環
境
保
護
に
貢
献
す
る
。
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電
化

 
H

Y
B

R
ID

_
B

O
A

T
S 

ヨ
ッ
ト
向
け
革
新
的

ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
推
進

及
び
発
電
シ
ス
テ
ム

H
Y

B
R

ID
_

B
O

A
T

S
は
、
ヨ
ッ
ト
用
の
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
推
進
シ
ス
テ
ム
を
開
発
し
、
デ
ィ
ー
ゼ
ル
エ
ン

ジ
ン
の
騒
音
や
大
気
汚
染
を
低
減
す
る
。
こ
の
シ
ス
テ
ム
は
、

2
5
％
の
燃
料
消
費
削
減
、

C
O

2
や

N
O

x
な
ど
の
排
出
物
の
削
減
、
騒
音
や
振
動
の
低
減
を
実
現
す
る
。

5
年
以
内
に

2
2

0
セ
ッ
ト
の
ハ

イ
ブ
リ
ッ
ド
推
進
キ
ッ
ト
を
設
置
し
、
環
境
へ
の
貢
献
を
目
指
す
。
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そ
の
他

 
D

to
rq

u
e

1
1

1
 

D
to

rq
u

e
1

1
1

 -
 世
界

初
の

1
0

0
H

P
以
下
タ

ー
ボ
デ
ィ
ー
ゼ
ル
船

外
機

 

N
e

a
n

d
e

r
社
の
「

D
to

rq
u

e
1

1
1
」
は
、
初
め
て
開
発
さ
れ
た
タ
ー
ボ
デ
ィ
ー
ゼ
ル
船
外
機
で
あ
る
。

こ
の
エ
ン
ジ
ン
は
、
革
新
的
な
ダ
ブ
ル
ク
ラ
ン
ク
シ
ャ
フ
ト
シ
ス
テ
ム
を
採
用
し
て
お
り
、
軽
量
で

振
動
の
少
な
い
運
転
が
可
能
で
あ
る
。
主
に
漁
業
、
海
運
業
者
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
石
油
プ
ラ
ッ
ト
フ

ォ
ー
ム
の
サ
ー
ビ
ス
業
者
、
公
的
機
関
を
タ
ー
ゲ
ッ
ト
と
し
て
い
る
。
こ
の
エ
ン
ジ
ン
は
、
商
業
ユ

ー
ザ
ー
が
年
間

1
2
ト
ン
の

C
O

2
削
減
を
実
現
す
る
こ
と
が
で
き
、
環
境
に
配
慮
し
た
新
し
い
水
上

輸
送
手
段
を
提
供
す
る
。

 

7
1
,4

2
9

5
0
,0

0
0

2
0

1
6

/

6
/1

5
 

~
 

2
0

1
6

/

1
1

/3
0

 

代
替
燃

料
 

H
2

M
O

V
E

 
海
運
業
向
け
燃
料
効

率
向
上
と
低
炭
素
排

出
の
た
め
の
水
素
発

電
機

 

H
2

M
O

V
E
は
、
海
洋
船
舶
の
エ
ン
ジ
ン
に
取
り
付
け
て
性
能
を
向
上
さ
せ
る
小
型
水
素
発
生
装
置
で

あ
る
。
こ
の
技
術
に
よ
り
、
空
気
汚
染
が

3
5

%
削
減
さ
れ
、
燃
費
が

3
0

%
向
上
し
、
燃
料
費
が

3
0

%

節
約
で
き
る
。
フ
ェ
ー
ズ

1
で
は
、
技
術
の
改
善
と
ス
ケ
ー
ル
ア
ッ
プ
戦
略
を
開
発
し
、
舶
用
エ
ン

ジ
ン
製
造
業
者
と
の
商
業
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
を
模
索
す
る
。

 

7
1
,4

2
9

5
0
,0

0
0

2
0

1
7

/

2
/4

 

~
 

2
0

1
7

/

5
/3

1
 

省
エ
ネ

 
G

re
e

n
D

ri
v

e
 

船
舶
向
け
分
子
燃
料

修
正
技
術
に
よ
る
燃

G
re

e
n

D
ri

ve
技
術
は
、
船
舶
の
燃
料
消
費
を
最
大

1
0

%
削
減
し
、
排
出
ガ
ス
を

3
0

%
減
少
さ
せ
る
こ

と
が
期
待
さ
れ
る
。
ま
た
、
エ
ン
ジ
ン
の
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
コ
ス
ト
も

2
0

%
削
減
す
る
。

G
re

e
n

D
ri

ve

は
、
燃
料
に
電
場
を
適
用
す
る
こ
と
で
燃
焼
効
率
を
高
め
、
既
存
の
エ
ン
ジ
ン
に
も
簡
単
に
取
り
付

7
1
,4

2
9

5
0
,0

0
0

2
0

1
6

/

7
/2

7
 

~
 

2
0

1
6

/

1
1

/3
0
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1
1

8
 

 

料
及
び
メ
ン
テ
ナ
ン

ス
コ
ス
ト
の
削
減

 

け
可
能
で
あ
る
。
完
全
な
商
業
化
を
目
指
し
、
大
規
模
な
船
舶
で
の
デ
モ
ン
ス
ト
レ
ー
シ
ョ
ン
を
行

い
、

E
U
認
証
を
取
得
す
る
こ
と
が
目
標
で
あ
る
。

 

電
化

 
G

M
P

 
グ
リ
ー
ン
海
洋
推
進

技
術

 

G
re

e
n

 S
ta

r 
M

a
ri

n
e

 A
B
は
、
電
動
推
進
シ
ス
テ
ム
を
開
発
し
て
お
り
、
従
来
の
内
燃
機
関
を
代
替
す

る
環
境
に
優
し
い
選
択
肢
を
提
供
し
て
い
る
。
こ
の
シ
ス
テ
ム
は
、

1
0

0
馬
力
未
満
の
船
舶
市
場
に

向
け
て
、
低
コ
ス
ト
で
高
性
能
な
輸
送
手
段
を
提
供
す
る
こ
と
を
目
指
し
て
い
る
。

 

7
1
,4

2
9

5
0
,0

0
0

2
0

1
7

/

1
/2

4
 

~
 

2
0

1
7

/

7
/3

1
 

省
エ
ネ

 
G

E
O

 
環
境
効
率
の
良
い
電

動
船
外
機

 

C
im

co
 M

a
ri

n
e
は
、
革
新
的
な
デ
ィ
ー
ゼ
ル
外
部
エ
ン
ジ
ン
「

O
X

E
」
を
商
業
化
し
、
燃
料
消
費
の

3
0

-4
5
％
削
減
と
高
い
耐
久
性
を
実
現
し
て
い
る
。
主
に
政
府
機
関
や
商
業
・
レ
ジ
ャ
ー
用
の
船
舶

市
場
を
対
象
に
、

2
0

2
0
年
ま
で
に
市
場
の

1
0
％
を
占
め
る
こ
と
を
目
標
と
し
て
い
る
。
こ
の
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
は
、
環
境
へ
の
配
慮
と
成
⻑
を
加
速
し
、
新
た
な
雇
⽤
創
出
を
目
指
し
て
い
る
。

 

7
1
,4

2
9

5
0
,0

0
0

2
0

1
5

/

8
/2

5
 

~
 

2
0

1
6

/

2
/2

9
 

電
化

 
Fu

ll
 

E
le

ct
ri

c 

B
o

a
ts

 

完
全
水
中
型
ゼ
ロ
エ

ミ
ッ
シ
ョ
ン
航
行
向

け
新
電
動
推
進
シ
ス

テ
ム

 

小
型
か
ら
中
型
の
ボ
ー
ト
向
け
に
完
全
に
水
中
に
沈
む
電
動
推
進
シ
ス
テ
ム
を
開
発
。
耐
久
性
と
電

力
範
囲
（

1
0

-2
5

-5
0

kW
）
を
提
供
し
、
バ
ッ
テ
リ
ー
の
選
択
肢
や
ソ
ー
ラ
ー
パ
ネ
ル
、
風
力
な
ど
に

よ
る
補
助
電
力
も
活
用
可
能
。
こ
れ
に
よ
り
、

C
O

2
排
出
量
を
大
幅
に
削
減
し
、
狭
い
水
域
で
も
簡

単
に
操
縦
で
き
る
シ
ス
テ
ム
を
提
供
す
る
。

 

7
1
,4

2
9

5
0
,0

0
0

2
0

1
6

/

5
/1

3
 

~
 

2
0

1
6

/

9
/3

0
 

省
エ
ネ

 
FL

Ip
E

R
 

船
体
の
汚
れ
防
止
と

海
洋
エ
コ
効
率
向
上

の
た
め
の
船
体
管
理

自
動
洗
浄
シ
ス
テ
ム

C
li

in
社
は
、
船
体
に
常
に
取
り
付
け
て
お
け
る
自
動
清
掃
シ
ス
テ
ム
「

FL
IP

P
E

R
」
を
開
発
。
こ
れ
に

よ
り
、
船
体
の
汚
れ
を
予
防
し
、
燃
料
消
費
を
最
大

2
0
％
削
減
、

G
H

G
排
出
を

9
5
％
減
少
さ
せ

る
。

FL
IP

P
E

R
は
市
場
に
革
命
を
も
た
ら
し
、
安
全
性
や
効
率
を
向
上
さ
せ
、
船
舶
オ
ペ
レ
ー
タ
ー

に
と
っ
て
コ
ス
ト
削
減
を
実
現
す
る
。

 

7
1
,4

2
9

5
0
,0

0
0

2
0

1
7

/

1
/2

3
 

~
 

2
0

1
7

/

5
/3

1
 

造
船

 
C

O
M

P
A

 
C

O
M

P
A

 -
 船
舶
パ
イ

プ
の
複
合
パ
ッ
チ
修

理
の
市
場
調
査

 

C
O

M
P

A
は
、
船
舶
の
パ
イ
プ
損
傷
を
修
理
す
る
新
し
い
コ
ス
ト
効
率
の
高
い
技
術
で
、
従
来
の
修

理
方
法
と
比
べ
て
最
大

1
0
倍
低
コ
ス
ト
で
、
燃
料
・
時
間
・
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
コ
ス
ト
の
削
減
を
実

現
す
る
。
こ
の
技
術
は
、
複
雑
な
構
造
に
も
適
用
可
能
で
、
船
舶
修
理
市
場
に
革
新
を
も
た
ら
し
、

特
に
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
で
の
競
争
力
向
上
に
貢
献
す
る
。

 

7
1
,4

2
9

5
0
,0

0
0

2
0

1
5

/

1
2

/6
 

~
 

2
0

1
6

/

5
/3

1
 

－ 118 －



1
1

9
 

 

省
エ
ネ

 
B

IO
E

C
O

M

A
R

IN
E

 
船
舶
向
け
超
音
波
式

低
コ
ス
ト
防
汚
装
置

B
IO

E
C

O
M

A
R

IN
E
は
、
船
舶
に
取
り
付
け
る
こ
と
で
海
洋
付
着
生
物
を
防
ぎ
、
燃
料
消
費
を

5
-7
％

削
減
、

C
O

2
排
出
も
削
減
す
る
エ
コ
フ
レ
ン
ド
リ
ー
な
技
術
で
あ
る
。
従
来
の
有
害
な
防
汚
コ
ー
テ

ィ
ン
グ
に
代
わ
る
非
毒
性
で
持
続
可
能
な
製
品
で
、
コ
ス
ト
効
率
も
高
く
、
業
界
で
の
競
争
力
を
高

め
る
こ
と
を
目
指
し
て
い
る
。

 

7
1
,4

2
9

5
0
,0

0
0

2
0

1
7

/

1
/2

2
 

~
 

2
0

1
7

/

7
/3

1
 

電
化

 
A

u
xi

li
a

 
商
船
及
び
ヨ
ッ
ト
向

け
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
推

進
シ
ス
テ
ム

 

商
業
船
や
レ
ジ
ャ
ー
ボ
ー
ト
に
使
用
可
能
な
革
新
的
な
コ
ン
パ
ク
ト
な
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
駆
動
シ
ス
テ

ム
で
、
最
大

2
,0

0
0

 k
W
の
デ
ィ
ー
ゼ
ル
エ
ン
ジ
ン
に
適
用
で
き
る
。
既
存
の
推
進
シ
ス
テ
ム
に
簡

単
に
取
り
付
け
可
能
で
、
燃
料
消
費
の
削
減
、
環
境
規
制
の
遵
守
、
操
縦
性
の
向
上
を
実
現
す
る
。

こ
の
シ
ス
テ
ム
は
、
特
に
港
湾
や
オ
フ
シ
ョ
ア
作
業
に
お
い
て
重
要
な
操
縦
性
を
改
善
し
、
エ
ン
ジ

ン
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
の
削
減
に
も
貢
献
す
る
。
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は

2
0

1
9
年
か
ら

2
0

2
3
年
に
か
け
て

3
2

.4
3
％
の

IR
R
を
見
込
ん
で
い
る
。

 

7
1
,4

2
9

5
0
,0

0
0

2
0

1
7

/

5
/3

 

~
 

2
0

1
7

/

8
/3

1
 

省
エ
ネ

 
A

Q
U

A
SO

N

IC
-D

IE
SE

L 
海
運
及
び
道
路
輸
送

業
界
向
け
の
燃
費
・

排
出
削
減
シ
ス
テ
ム

既
存
の
船
舶
、
ト
ラ
ッ
ク
、
バ
ス
に
取
り
付
け
可
能
な
デ
バ
イ
ス
で
、
燃
料
の
燃
焼
効
率
を
向
上
さ

せ
、
最
大

1
0
％
の
燃
料
消
費
削
減
と

C
O

2
排
出
削
減
を
実
現
す
る
。
こ
れ
は
、
化
学
添
加
剤
を
使

用
せ
ず
、
電
気
パ
ル
ス
技
術
で
燃
料
を
物
理
的
に
処
理
す
る
環
境
に
優
し
い
方
法
で
あ
る
。
市
場
の

需
要
が
高
ま
る
中
、

2
0

1
9
年
か
ら
新
た
な
ビ
ジ
ネ
ス
機
会
が
生
ま
れ
る
。

 

1
,2

2
3
,4

6
3

8
5
6
,4

2
4

2
0

1
8

/

4
/5

 

~
 

2
0

2
0

/

4
/3

0
 

省
エ
ネ

 
A

Q
U

A
SO

N

IC
-D

ie
se

l 
海
運
燃
料
向
け
の
炭

化
水
素
分
解
可
能
な

電
気
パ
ル
ス
テ
ク
ノ

ロ
ジ
ー
の
拡
張

 

船
舶
エ
ン
ジ
ン
の
燃
焼
効
率
を
向
上
さ
せ
、
最
大

2
0
％
の
燃
料
削
減
と

6
0
％
の
排
出
削
減
を
実
現

す
る
環
境
に
優
し
い
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
で
あ
る
。
化
学
薬
品
を
使
用
せ
ず
、
電
気
パ
ル
ス
技
術
で
燃

料
を
物
理
的
に
処
理
す
る
。
新
築
船
お
よ
び
改
造
船
に
対
応
で
き
、
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
フ
リ
ー
で
強
力

な
物
理
的
処
理
を
提
供
す
る
。
販
売
価
格
は

2
,0

0
0
〜

2
0

,0
0

0
ユ
ー
ロ
の
範
囲
と
な
る
。

 

7
1
,4

2
9

5
0
,0

0
0

2
0

1
5

/

1
/2

9
 

~
 

2
0

1
5

/

6
/3

0
 

そ
の
他

 
A

E
G

IS
 

先
進
的
・
効
率
的
か

つ
環
境
負
荷
の
低
い

複
合
輸
送
シ
ス
テ
ム

新
し
い
水
上
輸
送
シ
ス
テ
ム
の
開
発
を
目
指
し
、
船
舶
と
バ
ー
ジ
を
活
用
し
な
が
ら
従
来
の
問
題
を

克
服
す
る
。
自
動
化
さ
れ
た
貨
物
処
理
、
小
型
で
柔
軟
な
船
舶
、
新
し
い
貨
物
ユ
ニ
ッ
ト
を
使
用

し
、
道
路
輸
送
か
ら
水
運
輸
送
へ
の
転
換
を
促
進
す
る
。
新
し
い
ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ
ル
と
ロ
ジ
ス
テ
ィ

ク
ス
シ
ス
テ
ム
を
使
い
、
貨
物
の
輸
送
を
効
率
化
し
、
よ
り
持
続
可
能
な
輸
送
方
法
を
提
供
す
る
。

7
,5

1
0
,3

7
5

7
,5

1
0
,3

7
5

2
0

2
0

/

3
/1

9
 

~
 

2
0

2
3

/

1
1

/3
0
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1
2

0
 

 付
録

Ⅱ
 

H
o

ri
zo

n
 E

u
ro

p
e

に
お

け
る

海
事

関
係

の
採

択
案

件
（

課
題

と
競

争
力

⑤
気

候
変

動
・

エ
ネ

ル
ギ

ー
・

モ
ビ

リ
テ

ィ
内

）
 

分
類

 
略
称

 
事
業
名

 
事
業
概
要

 
事
業
費

 
補
助
額

 

事
業

期
間

 

代
替
燃

料
 

SH
IP

-

A
H

2
O

Y
 

固
体
酸
化
物
燃
料
電
池
と
液
体

有
機
水
素
キ
ャ
リ
ア
を
活
用
し

た
船
上
ゼ
ロ
エ
ミ
ッ
シ
ョ
ン
推

進
技
術
の
開
発
と
実
証

 

SH
IP

-A
H

2
O

Y
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
、
船
舶
に
お
け
る
水
素
固
体
酸
化
物
燃
料
電
池

（
SO

FC
）
と
液
体
有
機
水
素
キ
ャ
リ
ア
（

LO
H

C
）
を
活
用
し
た
、
ク
リ
ー
ン
で
ス
ケ

ー
ラ
ブ
ル
な
発
電
技
術
の
開
発
を
目
指
す
。
こ
れ
に
よ
り
、
既
存
船
舶
の
効
率
化

と
、
大
型
船
舶
へ
の
技
術
拡
張
を
実
証
し
、
ゼ
ロ
エ
ミ
ッ
シ
ョ
ン
の
航
行
を
実
現
。

 

1
4
,9

9
9
,5

1
3

1
4
,9

9
9
,5

1
3

2
0

2
2

/

1
2

/1
4

 

~
 

2
0

2
7

/

1
2

/3
1

 

代
替
燃

料
 

R
H

2
IW

E
R

 
内
陸
水
路
の
排
出
削
減
に
向
け

た
再
生
可
能
水
素
の
活
用

 

R
H

2
IW

E
R
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
、
内
陸
水
路
に
お
け
る
水
素
燃
料
電
池
搭
載
の
商
業
運

航
船
舶
の
実
証
を
通
じ
て
、
ゼ
ロ
エ
ミ
ッ
シ
ョ
ン
船
舶
の
導
入
を
促
進
す
る
。
内
陸

水
路
の
ド
ラ
イ
バ
ル
ク
貨
物
船
や
液
体
貨
物
船
に
お
け
る
排
出
削
減
を
目
指
し
、
最

適
な
燃
料
電
池
技
術
を
開
発
し
、
産
業
全
体
で
の
環
境
負
荷
削
減
を
図
る
。

 

2
0
,5

3
1
,9

7
1

1
4
,9

9
8
,5

4
1

2
0

2
3

/

2
/1

7
 

~
 

2
0

2
7

/

8
/3

1
 

自
動
運

航
・
デ

ジ
タ
ル

 

SE
A

M
LE

SS
安
全
、
効
率
的
、
自
律
的
な
欧

州
短
距
離
海
運
お
よ
び
内
陸
水

運
の
マ
ル
チ
モ
ー
ダ
ル
ラ
イ
ブ

ラ
リ

 

SE
A

M
LE

SS
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
、
短
距
離
航
路
（

SS
S）
お
よ
び
内
陸
水
路
輸
送

（
IW

T
）
の
自
動
化
貨
物
輸
送
サ
ー
ビ
ス
を
開
発
す
る
。
自
動
化
シ
ス
テ
ム
を
活
用
し

て
効
率
的
で
環
境
負
荷
の
少
な
い
物
流
シ
ス
テ
ム
を
構
築
し
、
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン

全
体
の
最
適
化
と
、
規
制
や
ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ
ル
の
新
た
な
枠
組
み
を
提
供
す
る
。

 

1
4
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8
6
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1
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/
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/2
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2
0

2
6

/

1
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1

 

代
替
燃

料
 

H
E

LE
N

U
S 

高
効
率
低
排
出
の
海
事
向
け
固

体
酸
化
物
燃
料
電
池

 

H
E

LE
N

U
S
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
、

5
0

0
kW
の
固
体
酸
化
物
燃
料
電
池
（

SO
FC
）
を
海
洋

ク
ル
ー
ズ
船
に
組
み
込
み
、
熱
電
併
給
（

C
H

P
）
モ
ー
ド
で
運
転
す
る
デ
モ
ン
ス
ト
レ

ー
シ
ョ
ン
を
行
う
。

SO
FC
は
効
率
的
で
燃
料
に
柔
軟
性
が
あ
り
、
将
来
の
水
上
輸
送

に
お
い
て
重
要
な
技
術
で
あ
る
。
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
終
了
時
に
は

T
R

L7
を
達
成
し
、

2
0

2
9
年
に
は

2
0

M
W
の

SO
FC
技
術
の
商
業
化
が
進
む
予
定
で
あ
る
。
こ
の
技
術

は
、
燃
料
費
の
最
大

2
3
％
削
減
を
可
能
に
し
、

E
U
の
海
運
業
界
の
競
争
力
を
高
め
る

こ
と
を
目
指
す
。

 

1
5
,6

7
0
,2

4
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1
4
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1
2

1
 

 

代
替
燃

料
 

Z
E

A
S

 
ア
ド
リ
ア
海
に
お
け
る
持
続
可

能
な
気
候
中
立
燃
料
の
安
全
な

利
用
へ
の
移
行
の
た
め
の
フ
ェ

リ
ー
実
証
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

 

ゼ
ロ
エ
ミ
ッ
シ
ョ
ン
船
舶
の
開
発
を
目
指
す
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
は
、
ア
ド
リ
ア
海
を

運
航
す
る
水
素
燃
料
電
池
駆
動
の
新
し
い
客
船
を
実
証
す
る
。
こ
の
船
は
、
環
境
に

優
し
く
、
安
全
性
を
確
保
す
る
た
め
の
技
術
が
組
み
込
ま
れ
て
る
。
デ
ジ
タ
ル
ツ
イ

ン
技
術
や
予
知
保
守
シ
ス
テ
ム
を
使
用
し
て
、
船
舶
の
運
航
と
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
を
最

適
化
す
る
。

 

1
8
,9

0
4
,2

8
5

1
3
,5

0
3
,7

8
6

2
0

2
3

/

1
2

/1
5

 

~
 

2
0

2
7

/

1
2

/3
1

 

海
洋
再

エ
ネ

 

M
A

R
E

S 
海
洋
往
復
型
超
電
導
発
電
機

（
R

SG
）

 

M
A

R
E

S
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
、
波
力
発
電
向
け
の
次
世
代
超
高
力
超
伝
導
ダ
イ
レ
ク
ト

ド
ラ
イ
ブ

P
T

O
（
発
電
機
）
を
開
発
す
る
。
従
来
の
発
電
機
に
比
べ
て
簡
素
な
構
造

で
、
高
反
応
力
を
持
つ
波
力
発
電
機
を
実
現
し
、
波
の
動
き
に
合
わ
せ
て
直
接
統
合

で
き
る
。
こ
の
新
技
術
は
、
超
伝
導
技
術
と
最
先
端
の
マ
グ
ネ
ッ
ト
技
術
を
活
用

し
、
波
力
発
電
所
で
の
効
率
的
な
エ
ネ
ル
ギ
ー
変
換
を
可
能
と
す
る
。

 

2
,9

9
5
,9

9
7

2
,9

9
5
,9

9
7

2
0

2
4

/

8
/1

 

~
 

2
0

2
8

/

9
/3

0
 

海
洋
再

エ
ネ

 

D
C

D
Y

N
A

M

IC
 

持
続
可
能
な
欧
州
電
力
網
の
た

め
の

D
C
ダ
イ
ナ
ミ
ッ
ク
ケ
ー

ブ
ル
技
術
の
加
速

 

H
V

D
C
動
的
輸
送
ケ
ー
ブ
ル
の
開
発
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
は
、
浮
体
式
風
力
発
電
の
た
め

の
新
し
い
動
的
高
電
圧
直
流
（

H
V

D
C
）
ケ
ー
ブ
ル
の
信
頼
性
を
検
証
す
る
。
こ
の
ケ

ー
ブ
ル
は
、
⻑
距
離
の
電
⼒
伝
送
に
必
要
な
電
気
機
械
的
・
熱
的
ス
ト
レ
ス
を
耐
え

る
設
計
が
求
め
ら
れ
る
。
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
は
、
ケ
ー
ブ
ル
の
材
料
の
持
続
可
能
性

や
環
境
リ
ス
ク
に
も
焦
点
を
当
て
、
将
来
的
な
浮
体
式
風
力
発
電
の
実
用
化
に
向
け

た
技
術
を
提
供
す
る
。

 

-
5
,3

6
3
,1

9
4

2
0

2
4

/

8
/2

0
 

~
 

2
0

2
8

/

1
0

/3
1

 

海
洋
再

エ
ネ

 

O
N

D
E

P
 

オ
ン
ダ
ス
・
デ
・
ペ
ニ
シ
ェ

（
O

N
d

a
s 

D
E

 P
e

n
ic

h
e
）

 

O
N

D
E

P
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
、
ポ
ル
ト
ガ
ル
の
ペ
ニ
チ
ェ
に
て

2
M

W
の
波
力
発
電
所

を
設
立
し
、
波
力
発
電
の
商
業
化
に
向
け
た
技
術
課
題
を
克
服
す
る
。

1
0
年
以
上
の

運
用
経
験
を
基
に
、
波
力
発
電
所
の
拡
大
に
必
要
な
技
術
と
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
の

確
立
を
目
指
す
。
こ
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
、

2
0

3
0
年
ま
で
に
世
界
中
で
波
力
発
電
所

を
展
開
し
、
欧
州
の
ブ
ル
ー
エ
コ
ノ
ミ
ー
に
貢
献
す
る
こ
と
を
目
指
す
。
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0
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代
替
燃

料
 

G
A

M
M

A
 

グ
リ
ー
ン
ア
ン
モ
ニ
ア
と
バ
イ

オ
メ
タ
ノ
ー
ル
燃
料
の
海
運
船

舶
 

G
A

M
M

A
は
、
バ
イ
オ
メ
タ
ノ
ー
ル
や
ア
ン
モ
ニ
ア
な
ど
の
燃
料
と
、
そ
れ
を
利
用

す
る
シ
ス
テ
ム
（
バ
イ
オ
メ
タ
ノ
ー
ル
リ
フ
ォ
ー
マ
ー
、
ア
ン
モ
ニ
ア
ク
ラ
ッ
カ

ー
、

1
M

W
低
温

P
E

M
燃
料
電
池
）
を
商
業
船
舶
に
統
合
す
る
技
術
を
開
発
す
る
。
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1
2

2
 

 

主
な
目
標
は
、
ウ
ル
ト
ラ
マ
ッ
ク
ス
バ
ル
ク
キ
ャ
リ
ア
の
エ
ミ
ッ
シ
ョ
ン
削
減
を
達

成
す
る
こ
と
と
、
安
全
な
燃
料
転
換
の
実
証
で
あ
る
。

2
0

2
5
年
に
は
船
舶
に
こ
れ
ら

の
技
術
を
適
用
し
、
商
業
運
航
で
の
成
功
を
目
指
す
。

 

2
0

2
8

/

1
2

/3
1

 

代
替
燃

料
 

A
m

m
o

n
ia

2
-4

 
大
型

2
ス
ト
ロ
ー
ク
お
よ
び

4

ス
ト
ロ
ー
ク
ア
ン
モ
ニ
ア
船
舶

エ
ン
ジ
ン
の
実
証

 

A
m

m
o

n
ia

2
-4
は
、
ア
ン
モ
ニ
ア
を
主
燃
料
と
し
た
デ
ュ
ア
ル
燃
料
船
舶
エ
ン
ジ
ン
を

実
証
す
る
。
対
象
は

4
ス
ト
ロ
ー
ク
と

2
ス
ト
ロ
ー
ク
の
エ
ン
ジ
ン
で
、

N
O

x
と
温

室
効
果
ガ
ス
（

G
H

G
）
の
排
出
を

8
0

%
以
上
削
減
す
る
。
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
商
業
化

を
目
指
し
、

E
U
港
に
お
け
る

C
O

2
排
出
削
減
を

2
.3
百
万
ト
ン
に
す
る
こ
と
を
目
標

と
し
て
い
る
。
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代
替
燃

料
 

P
O

SE
ID

O
N
海
運
の
脱
炭
素
化
に
向
け
た

e
-

メ
タ
ノ
ー
ル
を
用
い
た
船
舶
推

進
 

P
O

SE
ID

O
N
は
、
航
行
用

e
-メ
タ
ノ
ー
ル
を
実
証
し
、

C
O

2
を
原
料
と
す
る

2
つ
の
バ

リ
ュ
ー
チ
ェ
ー
ン
（
バ
イ
オ
ガ
ス
と
ラ
イ
ム
プ
ラ
ン
ト
）
を
開
発
す
る
。

e
-メ
タ
ノ

ー
ル
を

2
ス
ト
ロ
ー
ク
お
よ
び

4
ス
ト
ロ
ー
ク
エ
ン
ジ
ン
で
テ
ス
ト
し
、
持
続
可
能

な
燃
料
供
給
イ
ン
フ
ラ
を
強
化
す
る
。
最
終
的
に

E
U
市
場
で
の
導
入
を
目
指
し
、
規

模
拡
大
の
た
め
の
戦
略
を
立
案
す
る
。

 

1
1
,8

6
8
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9
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6
3
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/
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2
0

2
7
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8
/3

1
 

代
替
燃

料
 

SA
F

e
C

R
A

F

T
 

海
運
分
野
で
の
持
続
可
能
な
燃

料
の
安
全
か
つ
効
率
的
な
利
用

SA
F

e
C

R
A

FT
は
、
液
体
お
よ
び
圧
縮
水
素
（

H
2
）
、
液
体
有
機
水
素
キ
ャ
リ
ア

（
LO

H
C
）
、
ア
ン
モ
ニ
ア
な
ど
の
持
続
可
能
な
代
替
燃
料
（

SA
F）
を
使
っ
た
水
上
輸

送
の
安
全
性
と
実
行
可
能
性
を
証
明
す
る
。
複
数
の
船
舶
タ
イ
プ
で
新
造
及
び
改
造

技
術
を
実
証
し
、

E
U
の
経
済
成
⻑
と
環
境
負
荷
の
低
減
を
目
指
す
。
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代
替
燃

料
 

N
e

xt
Fu

e
l 

次
世
代
海
運
燃
料
供
給
の
た
め

の
小
規
模
水
素
製
造

（
e

SM
R
）
の
産
業
化

 

 電
気
加
熱
メ
タ
ン
リ
フ
ォ
ー
マ
ー
（

e
SM

R
）
を
用
い
た
新
し
い
メ
タ
ノ
ー
ル
製
造
技

術
を
開
発
す
る
。
従
来
の
化
石
燃
料
の
メ
タ
ノ
ー
ル
製
造
方
法
に
代
わ
り
、

C
O

2
排

出
ゼ
ロ
で
効
率
的
な
ス
ケ
ー
ラ
ブ
ル
な
生
産
が
可
能
と
な
る
。
こ
の
技
術
は
、
バ
イ

オ
ガ
ス
施
設
や
水
素
、

C
O

2
の
追
加
を
通
じ
て
商
業
化
を
目
指
し
、
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
で

の
広
範
な
展
開
を
計
画
し
て
い
る
。
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1
2

3
 

 

風
力
推

進
 

W
H

IS
P

E
R

 
船
舶
推
進
補
助
と
電
力
供
給
の

た
め
の
風
力
エ
ネ
ル
ギ
ー
活
用

W
H

IS
P

E
R
は
、
風
力
と
太
陽
光
の
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
発
電
シ
ス
テ
ム
を
利
用
し
た
、
商

業
船
舶
の
燃
料
消
費
と
エ
ミ
ッ
シ
ョ
ン
削
減
を
目
指
し
て
い
る
。
船
舶
に
風
力
発
電

機
を
取
り
付
け
、
従
来
の
エ
ン
ジ
ン
の
燃
料
消
費
を
削
減
す
る
技
術
を
実
証
す
る
。

こ
れ
に
よ
り
、
燃
料
消
費
を

1
5

.3
%
削
減
し
、
効
率
を
大
幅
に
改
善
す
る
。
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風
力
推

進
 

O
ra

ce
ll

e
 

主
推
進
力
と
し
て
の
風
力
利
用

（
O

R
C

E
LL

E
）

 

O
R

C
E

LL
E
は
、
風
力
を
主
な
推
進
力
と
し
て
使
用
す
る
新
し
い
船
舶
技
術
を
開
発
す

る
。
風
力
に
よ
っ
て
船
舶
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
効
率
を

5
0

%
以
上
改
善
し
、
最
適
な
航
行

ル
ー
ト
を
提
供
す
る
た
め
の
動
的
な
気
象
予
測
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
を
開
発
す
る
。
こ
の

技
術
は
、

R
o

R
o
船
舶
に
実
装
さ
れ
、
航
行
の
効
率
を
大
幅
に
向
上
さ
せ
る
。
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代
替
燃

料
 

sH
Y

p
S 

持
続
可
能
な
水
素
燃
料
船
の
開

発
 

sH
Y

p
S
は
、
水
素
を
基
盤
と
し
た
新
し
い
燃
料
シ
ス
テ
ム
を
開
発
し
、
複
数
の
船
舶
タ

イ
プ
に
適
用
可
能
な
ス
ケ
ー
ラ
ブ
ル
な
技
術
を
提
供
す
る
。
水
素
の
貯
蔵
と
供
給
の

た
め
の
新
し
い

IS
O
コ
ン
テ
ナ
技
術
を
使
用
し
、
燃
料
供
給
チ
ェ
ー
ン
を
構
築
す

る
。

E
U
港
で
の
水
素
の
使
用
を
促
進
し
、
船
舶
の

C
O

2
排
出
を
削
減
す
る
。

 

1
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2
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電
化

 
B

lu
e

B
A

R
G

E
 

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
に
よ
る

停
泊
船
舶
の
ブ
ル
ー
バ
ン
カ
リ

ン
グ

 

B
lu

e
B

A
R

G
E
は
、
海
上
の
船
舶
に
電
力
供
給
を
行
い
、
地
域
的
な
汚
染
排
出
と
温
室

効
果
ガ
ス
排
出
の
削
減
を
目
指
す
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
あ
る
。
モ
ジ
ュ
ー
ル
式
、
ス
ケ

ー
ラ
ブ
ル
な
設
計
で
、
バ
ッ
テ
リ
ー
モ
ジ
ュ
ー
ル
や
水
素
燃
料
電
池
を
活
用
し
、
商

業
化
を

2
0

3
0
年
に
目
指
す
。
港
湾
、
船
舶
、
ロ
ー
カ
ル
グ
リ
ッ
ド
と
の
統
合
、
安
全

性
、
規
制
対
応
を
重
視
し
、
電
力
補
給
の
未
来
を
提
供
す
る
。
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N
H

3
C

R
A

FT
船
舶
内
で
の
ア
ン
モ
ニ
ア
の
安

全
か
つ
効
率
的
な
貯
蔵

 

N
H

3
C

R
A

FT
は
、
ア
ン
モ
ニ
ア

(N
H

3
)を
船
舶
燃
料
と
し
て
安
全
か
つ
効
率
的
に
保
存

す
る
技
術
の
開
発
を
目
指
す
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
。
液
体
ア
ン
モ
ニ
ア
の
貯
蔵
技
術
を
船

舶
に
適
用
し
、

G
H

G
排
出
を

5
0
％
削
減
を
目
指
す
。
デ
ジ
タ
ル
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム

と
安
全
評
価
を
通
じ
て
、
商
業
化
に
向
け
た
信
頼
性
を
高
め
、
持
続
可
能
な
船
舶
燃

料
の
普
及
を
促
進
す
る
。
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1
2

4
 

 

代
替
燃

料
 

M
A

R
P

O
W

E
R

 
海
運
向
け
高
効
率
ゼ
ロ
エ
ミ
ッ

シ
ョ
ン
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
シ
ス
テ

ム
 

M
A

R
P

O
W

E
R
は
、
ゼ
ロ
エ
ミ
ッ
シ
ョ
ン
燃
料
を
効
率
的
に
利
用
す
る
た
め
の
ガ
ス
タ

ー
ビ
ン
シ
ス
テ
ム
を
開
発
す
る
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
。
水
素
や
ア
ン
モ
ニ
ア
な
ど
の
中
立

的
ま
た
は
ゼ
ロ
エ
ミ
ッ
シ
ョ
ン
燃
料
を
使
用
可
能
に
し
、
電
力
効
率
を
最
大
化
す

る
。
新
し
い
燃
焼
技
術
と
高
効
率
な
タ
ー
ボ
機
械
を
用
い
て
、
航
行
中
の

C
O

2
排
出

を
2

.3
百
万
ト
ン
削
減
す
る
こ
と
を
目
指
し
て
い
る
。

 

7
,9

9
9
,8

0
5

7
,9

9
9
,8

0
5

2
0

2
4

/

5
/2

7
 

~
 

2
0

2
8

/

8
/3

1
 

電
化

 
N

E
M

O
SH

I

P
 

大
型
船
舶
バ
ッ
テ
リ
ー
シ
ス
テ

ム
最
適
化
の
た
め
の
新
型
電
気

ア
ー
キ
テ
ク
チ
ャ
と
デ
ジ
タ
ル

プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム

 

N
E

M
O

SH
IP
は
、

2
0

2
5
年
ま
で
に

E
U
船
舶
の

7
％
を
電
動
化
し
、

G
H

G
排
出
を

3
0
％
削
減
す
る
こ
と
を
目
指
す
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
。
モ
ジ
ュ
ー
ル
式
の
バ
ッ
テ
リ
ー
エ

ネ
ル
ギ
ー
シ
ス
テ
ム
と
デ
ジ
タ
ル
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
を
用
い
て
、
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド

お
よ
び
電
動
船
の
適
用
を
進
め
る
。
こ
れ
に
よ
り
、
電
動
化
の
進
展
と
と
も
に
、
約

2
6

0
の
新
し
い
雇
用
を
創
出
す
る
。

 

1
1
,2

8
4
,7

9
6

7
,8

7
0
,2

6
8

2
0

2
2

/

1
2

/1
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2
0

2
6

/

1
2

/3
1

 

海
洋
再

エ
ネ

 

SH
Y

 
波
力
エ
ネ
ル
ギ
ー
変
換
の
た
め

の
動
的
受
動
制
御
を
利
用
し
た

海
水
油
圧
発
電

  

SH
Y
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
、
海
水
を
動
力
源
と
し
た
線
形
ポ
ン
プ
と
制
御
バ
ル
ブ
を
開

発
し
、
波
力
エ
ネ
ル
ギ
ー
変
換
装
置
の
効
率
を
最
大
化
す
る
。
動
的
受
動
制
御
に
よ

り
波
の
力
を
最
大
限
に
活
用
す
る
こ
と
を
目
指
し
て
お
り
、
製
品
の
製
造
、
輸
送
、

設
置
、
リ
サ
イ
ク
ル
は
容
易
で
あ
る
。
波
力
発
電
の
ラ
イ
フ
サ
イ
ク
ル
コ
ス
ト
を
削

減
し
、
商
業
化
に
向
け
た
技
術
革
新
を
推
進
す
る
。

 

-
3
,8

1
1
,1

1
0

2
0

2
4

/

3
/2

1
 

~
 

2
0

2
7

/

3
/3

1
 

海
洋
再

エ
ネ

 

M
E

G
A

 

W
A

V
E

 

P
T

O
 

モ
ジ
ュ
ー
ル
式
電
気
発
電
機
シ

ス
テ
ム
（

M
E

G
A

 P
T

O
 W

A
V

E
）

M
E

G
A

 P
T

O
 W

a
ve
は
、
波
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
効
率
的
に
電
力
に
変
換
す
る
た
め
の
モ
ジ

ュ
ー
ル
式
シ
ス
テ
ム
を
開
発
す
る
。
波
力
発
電
装
置
の
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス
を
向
上
さ

せ
、
障
害
が
発
生
し
た
場
合
で
も
シ
ス
テ
ム
が
動
作
し
続
け
る
こ
と
を
目
指
す
。
製

造
、
輸
送
、
設
置
、
保
守
が
簡
単
で
、
リ
サ
イ
ク
ル
が
可
能
で
、

E
U
の
ゼ
ロ
エ
ミ
ッ

シ
ョ
ン
目
標
に
向
け
た
重
要
な
技
術
革
新
を
提
供
す
る
。

 

-
2
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0
5
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3
8

2
0

2
4

/

4
/8

 

~
 

2
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2
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3
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海
洋
再

エ
ネ

 

M
A

D
E

4
W

I

N
D

 
浮
体
式
風
力
発
電
の
次
世
代
コ

ン
ポ
ー
ネ
ン
ト
開
発
の
た
め
の

革
新
的
な
循
環
型
材
料
と
設
計

手
法

 

M
A

D
E

4
W

IN
D
は
、

1
5

M
W
の
浮
体
式
洋
上
風
力
タ
ー
ビ
ン
の
コ
ン
ポ
ー
ネ
ン
ト
設
計

を
開
発
す
る
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
。
新
素
材
と
製
造
技
術
を
利
用
し
て
、
軽
量
で
リ
サ
イ

ク
ル
可
能
な
風
力
タ
ー
ビ
ン
ブ
レ
ー
ド
や
改
良
さ
れ
た
浮
体
構
造
を
実
現
し
、
メ
ン

6
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0
3
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7
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6
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1
2

5
 

 

テ
ナ
ン
ス
を
簡
素
化
す
る
。
こ
れ
に
よ
り
、
海
洋
生
態
系
へ
の
影
響
を
最
小
限
に
抑

え
、
浮
体
式
風
力
発
電
の
大
規
模
導
入
を
促
進
す
る
。

 

海
洋
再

エ
ネ

 

IN
F4

IN
iT

Y
 
未
来
の
浮
体
式
洋
上
風
力
発
電

技
術
の
統
合
設
計

 

IN
F4

IN
iT

Y
は
、
浮
体
式
洋
上
風
力
発
電
の
将
来
に
向
け
た
重
要
技
術
を
開
発
し
、
人

間
の
ニ
ー
ズ
（
ク
リ
ー
ン
エ
ネ
ル
ギ
ー
）
と
自
然
・
社
会
の
要
求
（
環
境
保
護
）
を

調
和
さ
せ
る
こ
と
を
目
指
し
て
い
る
。
具
体
的
に
は
、
重
力
ア
ン
カ
ー
の
自
然
共
生

設
計
と
人
工
礁
の
新
技
術
を
開
発
し
、
浮
体
式
風
車
の
環
境
影
響
を
最
小
限
に
抑
え

る
こ
と
を
目
指
す
。
こ
れ
に
よ
り
、
持
続
可
能
で
経
済
的
な
解
決
策
を
提
供
し
、
風

力
業
界
の
技
術
的
・
社
会
的
課
題
を
解
決
す
る
。
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海
洋
再

エ
ネ

 

T
A

IL
W

IN
D
浮
体
式
風
力
発
電
の
持
続
可
能

な
係
留
シ
ス
テ
ム

 

T
A

IL
W

IN
D
は
、
浮
体
式
洋
上
風
力
発
電
の
係
留
シ
ス
テ
ム
（
係
留
策
と
ア
ン
カ
ー
）

に
関
す
る
新
技
術
を
開
発
し
、
コ
ス
ト
削
減
、
環
境
影
響
の
低
減
、
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ

ー
ン
の
多
様
化
を
目
指
す
。
新
し
い
合
成
ロ
ー
プ
技
術
や
革
新
的
な
ア
ン
カ
ー
を
用

い
て
、
小
型
で
軽
量
な
係
留
シ
ス
テ
ム
を
実
現
し
、
シ
ス
テ
ム
最
適
化
を
通
じ
て
コ

ス
ト
削
減
を
図
る
。
ま
た
、
ラ
イ
フ
サ
イ
ク
ル
ア
セ
ス
メ
ン
ト
で
技
術
の
経
済
的
、

社
会
的
、
環
境
的
影
響
を
評
価
す
る
。
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海
洋
再

エ
ネ

 

FL
O

A
T

FA
R

M
 

革
新
的
技
術
と
持
続
可
能
な
ソ

リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
を
活
用
し
た
次

世
代
浮
体
式
風
力
発
電

 

FL
O

A
T

FA
R

M
は
、
浮
体
式
洋
上
風
力
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
生
産
を
増
加
さ
せ
、
設
計
と
実

施
段
階
で
の
コ
ス
ト
削
減
を
達
成
す
る
で
、
そ
の
競
争
力
を
高
め
る
こ
と
を
目
指

す
。
新
し
い
ロ
ー
タ
ー
技
術
、
係
留
シ
ス
テ
ム
、
風
力
発
電
所
の
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
技

術
を
導
入
し
、
環
境
へ
の
影
響
を
軽
減
す
る
た
め
の
革
新
も
進
め
る
。
こ
れ
に
よ

り
、

E
U
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
転
換
を
加
速
し
、
風
力
発
電
の
社
会
的
受
容
を
促
進
す
る
。
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海
洋
再

エ
ネ

 

SE
A

ST
A

R
 
持
続
可
能
な
欧
州
先
進
潮
流
エ

ネ
ル
ギ
ー
ア
レ
イ

 

SE
A

ST
A

R
は
、
世
界
初
の
大
型
潮
流
発
電
所
を
構
築
し
、

1
6
台
の
潮
流
発
電
タ
ー
ビ

ン
を
使
っ
て
、
運
用
コ
ス
ト
を
削
減
し
、
発
電
性
能
を
証
明
す
る
こ
と
を
目
指
し
て

い
ま
す
。
こ
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
、
未
来
の
大
規
模
潮
流
発
電
所
に
向
け
た
技
術
的

な
課
題
を
解
決
し
、
潮
流
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
商
業
化
を
加
速
す
る
た
め
に
、
製
造
か
ら

運
用
ま
で
の
技
術
を
革
新
し
ま
す
。
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1
2

6
 

 

電
化

 
FL

E
X

SH
IP

 
船
舶
用
大
容
量
バ
ッ
テ
リ
ー
シ

ス
テ
ム
の
安
全
な
統
合
・
運
用

の
た
め
の
柔
軟
か
つ
モ
ジ
ュ
ー

ル
化
設
計

 

FL
E

X
SH

IP
は
、
水
運
業
界
の
電
動
化
に
向
け
た
柔
軟
で
モ
ジ
ュ
ー
ル
化
さ
れ
た
ソ
リ

ュ
ー
シ
ョ
ン
を
開
発
す
る
。
具
体
的
に
は
、
船
舶
の
電
力
シ
ス
テ
ム
に
大
容
量
バ
ッ

テ
リ
ー
を
統
合
し
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
効
率
と
運
用
柔
軟
性
を
最
大
化
す
る
た
め
の
エ
ネ

ル
ギ
ー
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
シ
ス
テ
ム
（

E
M

S）
を
設
計
・
開
発
す
る
。
こ
の
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
は
、
ク
リ
ー
ン
で
効
率
的
な
船
舶
シ
ス
テ
ム
を
実
現
し
、
環
境
負
荷
を
軽
減
す

る
こ
と
を
目
指
し
て
い
る
。
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海
洋
再

エ
ネ

 

E
U

R
O

-

T
ID

E
S 

欧
州
潮
流
エ
ネ
ル
ギ
ー
パ
イ
ロ

ッ
ト
フ
ァ
ー
ム

 

E
U

R
O

-T
ID

E
S
は
、
浮
体
式
潮
流
発
電
技
術
を
活
用
し
て
、

9
.6

M
W
の
潮
流
発
電
所
を

開
発
し
、
技
術
の
商
業
化
を
加
速
す
る
。
こ
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
、
発
電
コ
ス
ト
の

削
減
、
信
頼
性
の
向
上
、
供
給
チ
ェ
ー
ン
の
拡
大
を
実
現
し
、
潮
流
エ
ネ
ル
ギ
ー
の

市
場
展
開
を
加
速
す
る
。
ま
た
、
環
境
影
響
の
評
価
と
管
理
策
を
確
立
し
、
持
続
可

能
な
エ
ネ
ル
ギ
ー
資
源
と
し
て
の
可
能
性
を
広
げ
る
。
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代
替
燃
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M
2

A
R

E
 

適
応
可
能
で
環
境
に
優
し
い
海

運
向
け
メ
タ
ノ
ー
ル
燃
料

 

M
²A

R
E
は
、
海
運
業
界
の

C
O

2
排
出
削
減
に
向
け
た
低
コ
ス
ト
の
グ
リ
ー
ン
メ
タ
ノ

ー
ル
技
術
を
開
発
す
る
。
バ
イ
オ

C
O

2
と
再
生
可
能

H
2
を
使
っ
た
新
し
い
メ
タ
ノ

ー
ル
合
成
プ
ロ
セ
ス
を
用
い
、
エ
ン
ジ
ン
テ
ス
ト
で
そ
の
効
率
を
証
明
す
る
。
こ
の

技
術
は
、
海
運
業
界
に
お
け
る

C
O

2
排
出
を

8
0

%
以
上
削
減
し
、
総
コ
ス
ト
の

1
0

%

以
上
を
削
減
す
る
こ
と
を
目
指
し
て
い
る
。
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洋
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N
a

u
ti

ca
l 

SU
N

R
IS

E
 

浮
体
式
太
陽
光
発
電
の
耐
久
性

評
価
、
コ
ス
ト
削
減
、
環
境
影

響
評
価

 

N
a

u
ti

ca
l 
SU

N
R

IS
E
は
、
浮
体
式
洋
上
太
陽
光
発
電
（

O
FP

V
）
シ
ス
テ
ム
の
商
業
化
を

加
速
す
る
た
め
、

5
M

W
の
実
証
実
験
を
行
う
。
こ
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
、
風
力
発
電

と
組
み
合
わ
せ
た

O
FP

V
シ
ス
テ
ム
の
技
術
的
信
頼
性
を
検
証
し
、
コ
ス
ト
削
減
を
実

現
す
る
。
こ
れ
に
よ
り
、

O
FP

V
が

E
U
の
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
目
標
達
成
に
寄
与

す
る
た
め
の
商
業
的
実
現
可
能
性
を
証
明
す
る
。
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B
A

M
B

O
O

 
竹
を
模
し
た
モ
ジ
ュ
ー
ル
型
浮

体
式
太
陽
光
発
電
シ
ス
テ
ム

 

B
A

M
B

O
O
は
、

1
 k

m
²/

1
5

0
 M

W
規
模
の
オ
フ
シ
ョ
ア
浮
体
型
太
陽
光
発
電
（

FP
V
）

シ
ス
テ
ム
の
商
業
化
に
向
け
て
技
術
的
・
経
済
的
な
課
題
に
取
り
組
む
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
。
波
浪
や
腐
食
環
境
に
お
け
る
耐
久
性
、
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
統
合
、
環
境
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へ
の
影
響
を
最
小
化
す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
お
り
、
主
要
な
革
新
技
術
に
は
、
海

上
で
の
大
規
模
テ
ス
ト
、

5
 M

W
デ
モ
ン
ス
ト
レ
ー
タ
ー
、
浮
体
型
変
電
所
、

FP
V
部

品
の
標
準
的
な
試
験
方
法
の
開
発
が
含
ま
れ
る
。
こ
れ
に
よ
り
、
欧
州
の
気
候
目
標

達
成
に
貢
献
す
る
持
続
可
能
な
エ
ネ
ル
ギ
ー
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
を
提
供
す
る
。

 

2
0

2
6

/

1
2

/3
1

 

海
洋
再

エ
ネ

 

Su
R

E
 

持
続
可
能
で
信
頼
性
の
高
い
浮

体
式
太
陽
光
発
電
プ
ラ
ン
ト

 

Su
R

E
は
、
浮
体
型
太
陽
光
発
電
（

FP
V
）
の
設
計
、
持
続
可
能
性
、
コ
ス
ト
競
争
力

を
改
善
す
る
技
術
開
発
を
行
う
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
。

C
ie

l 
e

t 
T

e
rr

e
、

Z
im

m
e

rm
a

n
n
、

Su
n

li
t 

S
e

a
の

3
つ
の

FP
V
技
術
プ
ロ
バ
イ
ダ
ー
と
連
携
し
、
環
境
へ
の
影
響
を
最
小

化
し
な
が
ら

FP
V
技
術
の
ス
ケ
ー
ル
ア
ッ
プ
を
図
る
。
最
終
的
に
は
、
よ
り
効
率
的

で
持
続
可
能
な

FP
V
シ
ス
テ
ム
の
開
発
を
目
指
す
。

 

8
,5

0
8
,5

7
8

7
,0

8
2
,8

0
4

2
0

2
4

/

7
/2

 

~
 

2
0

2
7

/

8
/3

1
 

そ
の
他

 
R

e
N

E
W

 
持
続
可
能
で
ス
マ
ー
ト
な

E
U

内
陸
水
路

 

R
e

N
E

W
は
、
内
陸
水
路
輸
送
（

IW
T
）
の
グ
リ
ー
ン
、
持
続
可
能
な
、
気
候
適
応
型

の
転
換
を
支
援
す
る
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
。

IW
T
イ
ン
フ
ラ
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
相
互
依
存

関
係
を
含
む
決
定
支
援
フ
レ
ー
ム
ワ
ー
ク
を
構
築
し
、
イ
ン
フ
ラ
の
レ
ジ
リ
エ
ン
ス

と
持
続
可
能
性
を
向
上
さ
せ
る
こ
と
が
目
的
。
ま
た
、
デ
ジ
タ
ル
ツ
イ
ン
や
デ
ー
タ

シ
ェ
ア
リ
ン
グ
を
活
用
し
た
グ
リ
ー
ン
イ
ン
フ
ラ
の
解
決
策
を
開
発
す
る
。

 

8
,8

6
6
,0

6
8

7
,6

8
9
,0

2
2

2
0

2
2

/

6
/1

7
 

~
 

2
0

2
5

/

8
/3

1
 

代
替
燃

料
 

A
P

O
LO

 
船
上
ア
ン
モ
ニ
ア
分
解
に
よ
る

高
度
な
エ
ネ
ル
ギ
ー
変
換
技
術

ア
ン
モ
ニ
ア
の
電
力
変
換
技
術
を
開
発
し
、
燃
料
電
池
や
エ
ン
ジ
ン
と
組
み
合
わ
せ

て
海
運
業
界
の
脱
炭
素
化
を
目
指
す
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
。

1
2

5
kW
の
ア
モ
ニ
ア
ク
ラ
ッ

ク
シ
ス
テ
ム
と

P
E

M
燃
料
電
池
、
ま
た
は
エ
ン
ジ
ン
を
用
い
た
シ
ス
テ
ム
で
効
率
を

評
価
し
、

3
M

W
以
上
の
ス
ケ
ー
ラ
ビ
リ
テ
ィ
を
実
証
す
る
。
初
期
の
タ
ー
ゲ
ッ
ト
は

1
〜

1
0

M
W
の
推
進
力
を
持
つ
船
舶
と
し
て
い
る
。

 

7
,5

1
1
,2

6
6

7
,5

1
1
,2

6
6

2
0

2
3

/

1
2

/1
1

 

~
 

2
0

2
7

/

1
2

/3
1

 

代
替
燃

料
 

H
2

M
A

R
IN

E
 

船
舶
向
け
水
素

P
E

M
燃
料
電

池
ス
タ
ッ
ク

 

海
運
向
け
の

2
5

0
〜

3
0

0
kW
の

P
E

M
ス
タ
ッ
ク
を
開
発
し
、
テ
ス
ト
お
よ
び
検
証
を

行
う
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
。
ス
イ
ス
と

E
U
で
開
発
さ
れ
た
ス
タ
ッ
ク
を
使
用
し
、
海
事
業

界
の
ニ
ー
ズ
に
応
じ
た
テ
ス
ト
を
実
施
す
る
。
最
終
的
に
は
、

1
0

M
W
の
シ
ス
テ
ム

に
ス
ケ
ー
ル
ア
ッ
プ
す
る
こ
と
を
目
指
す
。

 

7
,4

9
9
,1

7
1

7
,4

9
9
,1

7
1

2
0

2
3

/

1
2
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~
 

2
0

2
7

/

6
/3
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1
2

8
 

 

そ
の
他

 
P

LO
T

O
 

気
候
変
動
へ
の
適
応
と
回
復
力

向
上
の
た
め
の
デ
ジ
タ
ル
技
術

と
ツ
ー
ル
の
導
入
と
評
価

 

内
陸
水
運
（

IW
W
）
イ
ン
フ
ラ
の
気
候
変
動
リ
ス
ク
評
価
を
行
い
、
デ
ー
タ
を
基
に

シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
ツ
ー
ル
を
開
発
す
る
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
。
ポ
ー
ト
や
イ
ン
フ
ラ
の

耐
久
性
を
評
価
し
、
リ
ア
ル
タ
イ
ム
で
の
状
況
把
握
を
提
供
す
る
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー

ム
を
構
築
す
る
。

 

8
,7

1
5
,4

2
2

7
,4

9
7
,6

9
4

2
0

2
2

/

6
/8

 

~
 

2
0

2
6

/

2
/2

8
 

省
エ
ネ

 
M

IS
SI

O
N

 
海
運
に
お
け
る
最
適
な
ポ
ー
ト

コ
ー
ル
と
航
行
計
画
ツ
ー
ル

 

航
行
中
の
船
舶
と
港
と
の
情
報
共
有
を
改
善
し
、
燃
料
消
費
と
温
室
効
果
ガ
ス
の
削

減
を
目
指
す
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
。
リ
ア
ル
タ
イ
ム
で
の
最
適
化
ツ
ー
ル
を
開
発
し
、
港

の
効
率
を
向
上
さ
せ
、
透
明
性
の
あ
る
情
報
共
有
を
実
現
す
る
。

 

8
,8

7
4
,2

9
8

7
,4

3
6
,4

4
8

2
0

2
3

/

1
1

/2
2

 

~
 

2
0

2
7

/

6
/3

0
 

省
エ
ネ

 
D

Y
N

A
P

O
R

T
 

リ
ア
ル
タ
イ
ム
の
動
的
航
行
と

港
湾
最
適
化

 

港
の
効
率
を
改
善
し
、
船
舶
の
燃
料
消
費
を
削
減
す
る
た
め
の
最
適
化
ツ
ー
ル
を
開

発
。
国
際
的
な
情
報
共
有
標
準
に
基
づ
き
、
港
と
船
舶
の
到
着
・
出
発
計
画
を
統
合

し
ま
す
。
こ
れ
に
よ
り
、
港
の
効
率
と
船
舶
の
燃
料
消
費
を

1
0

%
向
上
さ
せ
る
。

 

8
,8

3
7
,3

0
0

7
,1

5
3
,2

8
5

2
0

2
3

/

1
2

/5
 

~
 

2
0

2
6

/

1
2

/3
1

 

造
船

 
SE

U
S

 
ス
マ
ー
ト
欧
州
造
船

 
欧
州
の
造
船
所
向
け
に
新
た
な
設
計
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
を
開
発
し
、
設
計
・
生
産

の
効
率
化
を
目
指
す
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
。
新
し
い
ツ
ー
ル
セ
ッ
ト
を
使
用
し
、
船
舶
の

設
計
と
建
造
で
最
大

3
0

%
の
時
間
短
縮
を
達
成
す
る
。

 

8
,5

9
0
,6

6
7

6
,9

9
2
,2

0
1

2
0

2
2

/

1
1

/2
8

 

~
 

2
0

2
6

/

1
2

/3
1

 

自
動
運

航
・
デ

ジ
タ
ル

 

D
T

4
G

S 
グ
リ
ー
ン
・
ス
マ
ー
ト
海
運
の

た
め
の
オ
ー
プ
ン
デ
ジ
タ
ル
ツ

イ
ン
基
盤

 

D
T

4
G

S:
 船
舶
と
関
連
業
界
向
け
に
デ
ジ
タ
ル
ツ
イ
ン
（

D
T
）
技
術
を
活
用
し
、
グ
リ

ー
ン
航
行
を
支
援
す
る
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
。
船
舶
の
運
航
効
率
を
最
大

2
0

%
削
減
し
、

ゼ
ロ
エ
ミ
ッ
シ
ョ
ン
技
術
の
導
入
を
加
速
す
る
。

 

6
,9

8
7
,3

3
3

6
,9

8
7
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3
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2
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2
2

/

4
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~
 

2
0

2
5

/

5
/3

1
 

代
替
燃

料
 

G
R

E
E

N
 

R
A

Y
 

次
世
代
海
洋
エ
ン
ジ
ン
と
メ
タ

ン
削
減
の
た
め
の
レ
ト
ロ
フ
ィ

ッ
ト
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン

 

LN
G
船
舶
の
メ
タ
ン
ス
リ
ッ
プ
を
削
減
す
る
技
術
開
発
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
。
低
圧
デ
ュ

ア
ル
燃
料
エ
ン
ジ
ン
に
お
け
る
メ
タ
ン
酸
化
技
術
を
改
善
し
、
新
造
船
と
既
存
船
に

お
い
て
実
証
を
行
う
。

 

1
0
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電
化

 
H

Y
P

O
B

A
T

T
超
高
出
力
船
舶
バ
ッ
テ
リ
ー
充

電
シ
ス
テ
ム

 

海
上
輸
送
向
け
に
、
複
数
の
港
で
使
用
で
き
る
モ
ジ
ュ
ラ
ー
式
の
高
速
充
電
シ
ス
テ

ム
を
開
発
す
る
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
。
電
力
網
と
の
互
換
性
を
高
め
、
船
舶
の
バ
ッ
テ
リ

ー
の
劣
化
を
抑
え
る
こ
と
を
目
指
す
。

 

9
,3

5
0
,7

7
5

6
,6

5
7
,5

2
8

2
0

2
2

/

5
/3

 

~
 

2
0

2
5

/

1
1

/3
0

 

そ
の
他

 
C

R
IS

T
A

L 
気
候
変
動
に
強
く
環
境
に
配
慮

し
た
輸
送
イ
ン
フ
ラ

 

C
R

IS
T

A
L
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
、
内
陸
水
運

(I
W

T
)の
貨
物
輸
送
の
シ
ェ
ア
を

2
0

%
増
加
さ

せ
、

3
つ
の
実
証
サ
イ
ト
（
イ
タ
リ
ア
、
ポ
ー
ラ
ン
ド
、
フ
ラ
ン
ス
）
で
信
頼
性
向

上
を

8
0

%
実
現
す
る
こ
と
を
目
指
し
て
い
る
。
極
端
な
気
象
条
件
で
も

5
0

%
の

IW
T

能
力
を
確
保
し
、
デ
ジ
タ
ル
化
と
技
術
革
新
、
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
、
イ
ン
フ
ラ
の

回
復
力
を
強
化
す
る
た
め
の
協
力
的
な
解
決
策
を
共
創
・
実
証
す
る
。

 

6
,8

3
7
,4

5
2

6
,3

7
1
,0

4
8

2
0

2
2

/

6
/7

 

~
 

2
0

2
5

/

8
/3

1
 

安
全

 
H

S4
U

 
ヘ
ル
シ
ー
シ
ッ
プ

4
U

 
H

S4
U
は
、
ク
ル
ー
ズ
船
や
客
船
の
健
康
危
機
に
対
処
す
る
た
め
の
革
新
的
な
技
術
を

開
発
す
る
。
モ
ジ
ュ
ー
ル
化
、
最
適
化
、
ス
マ
ー
ト
シ
ス
テ
ム
工
学
の
原
則
を
採
用

し
、
ク
ル
ー
訓
練
に
ゲ
ー
ミ
ン
グ
を
活
用
。

Io
T
、

A
I、
コ
・
ロ
ボ
テ
ィ
ク
ス
に
よ
る

デ
ジ
タ
ル
フ
レ
ー
ム
ワ
ー
ク
や
ウ
イ
ル
ス
検
出
セ
ン
サ
ー
な
ど
の
技
術
で
、
健
康
で

安
全
な
船
舶
運
営
を
サ
ポ
ー
ト
す
る
。

 

6
,2

5
5
,9

7
7

6
,2

5
5
,9

7
7

2
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2
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/

6
/1
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~
 

2
0

2
5

/

8
/3

1
 

安
全

 
O

V
E

R
H

E
A

T
 

コ
ン
テ
ナ
船
火
災
の
防
止
と
管

理
の
た
め
の
革
新
的
戦
略

 

O
V

E
R

H
E

A
T
は
、
コ
ン
テ
ナ
船
で
発
生
す
る
火
災
の
予
防
、
早
期
発
見
、
迅
速
な
対
応

の
た
め
の
革
新
的
な
管
理
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
を
開
発
す
る
。
デ
ジ
タ
ル
ソ
リ
ュ
ー
シ

ョ
ン
や

Io
T
セ
ン
サ
ー
、

U
A

S
を
活
用
し
て
、
船
内
外
の
状
況
を
リ
ア
ル
タ
イ
ム
で
把

握
し
、
安
全
文
化
の
評
価
を
通
じ
て
火
災
リ
ス
ク
を
低
減
す
る
。

 

7
,0

6
3
,4

7
1

5
,8

4
5
,2

6
4
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/
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~
 

2
0

2
6

/

1
2

/3
1

 

代
替
燃

料
 

LH
2

C
R

A
FT

液
体
水
素
の
安
全
か
つ
効
率
的

な
海
上
輸
送

 

LH
2

C
R

A
FT
は
、
液
体
水
素

(L
H

2
)の
⻑
距
離
輸
送
及
び
商
船
向
け
に
、
安
全
で
持
続
可

能
な
大
容
量
貯
蔵
技
術
を
開
発
す
る
。

2
0

0
,0

0
0

 m
3
の
貯
蔵
シ
ス
テ
ム
を
目
指
し
、

コ
ン
セ
プ
ト
設
計
、
リ
ス
ク
評
価
を
早
期
に
行
い
、

LN
G
船
舶
に
匹
敵
す
る
サ
イ
ズ

で
の
実
証
を
進
め
る
。
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,6

2
7
,5

9
5

5
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9
5

2
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~
 

2
0
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7

/

5
/3

1
 

そ
の
他

 
A

IR
SH

IP
 

自
律
型
の

W
IG
に
よ
る
島
嶼

間
及
び
内
陸
水
路
輸
送

 

A
IR

SH
IP
は
、
表
面
効
果
翼
（

W
IG
）
船
を
利
用
し
て
、
ゼ
ロ
エ
ミ
ッ
シ
ョ
ン
電
力
と

自
律
飛
行
制
御
技
術
を
活
用
し
た
新
し
い
航
空
ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ
ル
を
開
発
す
る
。
高

5
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1
7
,2

6
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1
3

0
 

 

速
で
エ
ネ
ル
ギ
ー
効
率
の
良
い
輸
送
手
段
と
し
て
、
環
境
負
荷
を
削
減
し
つ
つ
、
移

動
速
度
と
柔
軟
性
を
兼
ね
備
え
た
無
人
機

(U
W

V
)を
実
現
す
る
。

 

~
 

2
0

2
6

/

1
2

/3
1

 

代
替
燃

料
 

H
yE

ko
T

a
n

k 
海
運
向
け
水
素

P
E

M
燃
料
電

池
シ
ス
テ
ム
の
レ
ト
ロ
フ
ィ
ッ

ト
 

H
yE

ko
T

a
n

k
は
、
海
上
お
よ
び
内
航
船
舶
向
け
に
、
効
率
的
な
水
素
燃
料
電
池
シ
ス

テ
ム
を
開
発
し
、
温
室
効
果
ガ
ス
排
出
削
減
を
目
指
す
。

1
.6

 M
W
の
燃
料
電
池
シ
ス

テ
ム
を
設
計
・
開
発
し
、
既
存
船
舶
へ
の
改
造
を
通
じ
て
、

G
H

G
排
出
を

5
0

%
削
減

す
る
こ
と
を
目
指
し
て
い
る
。
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,5

5
1
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4
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5
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9
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9
9

2
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2
0

2
6

/

7
/3

1
 

代
替
燃

料
 

A
p

o
ll

o
 

オ
フ
シ
ョ
ア
船
舶
の
デ
ュ
ア
ル

フ
ュ
ー
エ
ル
エ
ン
ジ
ン
を
ア
ン

モ
ニ
ア
燃
料
へ
転
換

 

A
p

o
ll

o
は
、
オ
フ
シ
ョ
ア
サ
プ
ラ
イ
船
の
二
元
燃
料
エ
ン
ジ
ン
を
ア
ン
モ
ニ
ア
に
対

応
す
る
三
元
燃
料
エ
ン
ジ
ン
に
改
造
し
、

C
O

2
排
出
を

7
0

%
削
減
す
る
。
ア
ン
モ
ニ

ア
を
利
用
し
た
エ
ン
ジ
ン
技
術
の
商
業
化
を
目
指
し
、
実
際
の
船
舶
で
の
運
転
実
証

を
行
い
、
欧
州
規
模
で
の
適
用
可
能
性
を
示
す
。
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そ
の
他

 
P

O
SE

ID
O

N
海
洋
エ
ネ
ル
ギ
ー
貯
蔵

（
P

O
w

e
r 

St
o

ra
g

E
 I

n
 D

 

O
ce

a
N
）

 

P
O

SE
ID

O
N
は
、
船
舶
向
け
の
迅
速
反
応
型
エ
ネ
ル
ギ
ー
貯
蔵
シ
ス
テ
ム

(E
SS

)を
開
発

し
、
ス
ー
パ
キ
ャ
パ
シ
タ
、
フ
ラ
イ
ホ
イ
ー
ル
、

SM
E

S
を
利
用
し
た
新
技
術
を
実
証

す
る
。
こ
れ
に
よ
り
、
効
率
的
か
つ
安
全
な
エ
ネ
ル
ギ
ー
供
給
を
提
供
し
、
再
生
可

能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
統
合
を
支
援
す
る
。
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4
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0
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2
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/
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安
全

 
O

C
E

A
N

 
航
行
に
お
け
る
オ
ペ
レ
ー
タ
ー

中
心
の
状
況
認
識
向
上

 

O
C

E
A

N
は
、
海
上
事
故
の
軽
減
を
目
指
し
、
航
行
支
援
技
術
を
開
発
す
る
。
既
存
の

船
舶
シ
ス
テ
ム
と
連
携
し
、
危
険
な
航
行
状
況
を
評
価
し
、
避
航
行
動
を
支
援
す
る

エ
ー
ジ
ェ
ン
ト
を
提
供
。
国
際
標
準
へ
の
提
案
を
含
む
、
航
海
中
の
安
全
性
向
上
を

目
指
す
。

 

5
,9

4
0
,8

1
8

4
,9

9
2
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6
5

2
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/

8
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2
0

2
5

/

9
/3

0
 

海
洋
再

エ
ネ

 

M
A

X
B

la
d

e
潮
流
発
電
の
最
適
化

 
M

A
X

B
la

d
e
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
、
潮
流
タ
ー
ビ
ン
の
ブ
レ
ー
ド
技
術
の
改
善
を
目
指

し
、
設
計
、
信
頼
性
、
状
態
監
視
、
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
、
制
御
の
問
題
に
取
り
組
み
、

潮
流
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
コ
ス
ト
を

3
0
％
削
減
す
る
こ
と
を
目
指
す
。
リ
サ
イ
ク
ル
可
能

な
熱
可
塑
性
樹
脂
を
活
用
し
、
欧
州
の
複
合
材
料
産
業
の
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
を
確
立

1
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5
5
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4
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1
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7
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8
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/
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1
3

1
 

 

す
る
こ
と
も
狙
っ
て
い
る
。
最
終
的
に
、
潮
流
タ
ー
ビ
ン
ブ
レ
ー
ド

8
枚
の
性
能
を

検
証
し
、

1
2

0
,0

0
0
時
間
以
上
の
デ
ー
タ
を
取
得
す
る
。

 

電
化

 
A

E
N

E
A

S
 

船
舶
搭
載
型
の
革
新
的
エ
ネ
ル

ギ
ー
貯
蔵
シ
ス
テ
ム

 

A
E

N
E

A
S
は
、
次
世
代
の
電
気
エ
ネ
ル
ギ
ー
貯
蔵
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
を
開
発
し
、

E
U

水
運
部
門
の
脱
炭
素
化
を
支
援
す
る
。
固
体
電
池
、
ス
ー
パ
ー
キ
ャ
パ
シ
タ
、
ハ
イ

ブ
リ
ッ
ド
シ
ス
テ
ム
を
利
用
し
た
新
し
い
エ
ネ
ル
ギ
ー
貯
蔵
技
術
を
、
船
舶
用
の
短

海
輸
送
と
内
水
路
輸
送
向
け
に
評
価
す
る
。

 

4
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8
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7
7

4
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8
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7
7

2
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/
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2
0

2
6
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1
/3
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自
動
運

航
・
デ

ジ
タ
ル

 

FO
R

E
M

A
S

T
 

ゼ
ロ
エ
ミ
ッ
シ
ョ
ン
・
自
動

化
・
小
型
柔
軟
船
を
活
用
し
た

陸
上
輸
送
か
ら
水
上
輸
送
へ
の

貨
物
転
換

 

FO
R

E
M

A
ST
は
、
内
水
運
（

IW
T
）
の
次
世
代
自
動
化
と
ゼ
ロ
エ
ミ
ッ
シ
ョ
ン
技
術
を

開
発
し
、
欧
州
の
内
水
運
と
沿
岸
地
域
の
脱
炭
素
化
を
支
援
す
る
。
遠
隔
操
作
セ
ン

タ
ー
と
ゼ
ロ
エ
ミ
ッ
シ
ョ
ン
エ
ネ
ル
ギ
ー
管
理
シ
ス
テ
ム
の
プ
ロ
ト
タ
イ
プ
を
構
築

す
る
。
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省
エ
ネ

 
H

E
M

O
S 

革
新
的
な
動
的
計
算
モ
デ
ル
を

活
用
し
た
船
舶
の
総
合
的
な
廃

熱
管
理
と
エ
ネ
ル
ギ
ー
効
率
化

船
舶
の
熱
エ
ネ
ル
ギ
ー
シ
ス
テ
ム
を
最
適
化
し
、
効
率
を

1
4
％
向
上
さ
せ
る
こ
と
を

目
指
す
。
理
論
的
な
計
算
モ
デ
ル
を
現
実
の
船
舶
に
適
用
し
、

C
O

2
や

N
O

x、
SO

x

の
排
出
削
減
を
促
進
す
る
。

 

4
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3
3
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3
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2
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2
5

/

4
/3

0
 

風
力
推

進
 

O
P

T
IW

IS
E
最
適
化
さ
れ
た
風
力
補
助
推
進

船
 

O
P

T
IW

IS
E
は
、
風
力
推
進
と
船
舶
設
計
の
最
適
化
を
組
み
合
わ
せ
、
燃
料
消
費
と
温

室
効
果
ガ
ス
排
出
を

3
0
％
以
上
削
減
す
る
こ
と
を
目
指
す
。
風
力
推
進
シ
ス
テ
ム
を

利
用
し
た

3
種
類
の
船
舶
の
デ
モ
ン
ス
ト
レ
ー
シ
ョ
ン
を
行
い
、
そ
の
効
果
を
検
証

す
る
。

 

4
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6
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6
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造
船

 
C

ir
cl

e
O

fL
if

e
 

船
舶
建
造
の
全
ラ
イ
フ
サ
イ
ク

ル
に
お
け
る
資
材
循
環
性
の
向

上
と
低
排
出
化

 

造
船
所
の
環
境
影
響
を
評
価
し
、
透
明
で
信
頼
性
の
あ
る
方
法
で
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ

ー
に
提
供
す
る
た
め
、
非
運
用
フ
ェ
ー
ズ
の
環
境
負
荷
の
評
価
方
法
を
開
発
。
ク
レ

ー
ド
ル
・
ト
ゥ
・
ク
レ
ー
ド
ル
船
舶
パ
ス
ポ
ー
ト
を
定
義
し
、
船
の
設
計
か
ら
リ
サ

イ
ク
ル
に
至
る
ま
で
環
境
影
響
を
評
価
す
る
方
法
を
確
立
。
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1
3

2
 

 

自
動
運

航
・
デ

ジ
タ
ル

 

A
U

T
O

FL
E

X
自
律
型
小
型
・
柔
軟
船

 
ト
ラ
ッ
ク
輸
送
か
ら
内
陸
水
運
輸
へ
の
モ
ー
ダ
ル
シ
フ
ト
と
電
動
化
を
進
め
る
。
自

律
運
航
の
ゼ
ロ
エ
ミ
ッ
シ
ョ
ン
船
を
開
発
し
、
輸
送
シ
ス
テ
ム
の
電
力
と
貨
物
の
統

合
を
実
現
。
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自
動
運

航
・
デ

ジ
タ
ル

 

Sa
fe

N
a

v
 

安
全
な
航
行

 
 船
舶
衝
突
を
防
ぐ
た
め
の
デ
ジ
タ
ル
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
を
開
発
。
リ
ア
ル
タ
イ
ム
で

障
害
物
を
検
出
し
、
ナ
ビ
ゲ
ー
タ
ー
に

C
O

LR
E

G
準
拠
の
意
思
決
定
支
援
を
提
供
す

る
。
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省
エ
ネ

 
Z

H
E

N
IT

 
IT
技
術
を
活
用
し
た
ゼ
ロ
廃
熱

船
に
よ
る
エ
ネ
ル
ギ
ー
削
減

 

船
舶
の
廃
熱
回
収
（

W
H

R
）
技
術
を
開
発
し
、
脱
炭
素
化
を
推
進
。
船
舶
の
エ
ネ
ル

ギ
ー
消
費
を

2
5

%
削
減
す
る
た
め
に
、
廃
熱
か
ら
電
力
、
冷
却
、
脱
塩
な
ど
を
提
供

す
る
シ
ス
テ
ム
を
導
入
。
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/3
0

 

電
化

 
V

-A
C

C
E

SS
 
船
舶
向
け
の
高
度
な
ク
ラ
ス
タ

化
・
協
調
型
エ
ネ
ル
ギ
ー
貯
蔵

シ
ス
テ
ム

 

船
舶
の
ゼ
ロ
エ
ミ
ッ
シ
ョ
ン
化
に
向
け
た
新
し
い
エ
ネ
ル
ギ
ー
貯
蔵
技
術
を
開
発
。

ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
貯
蔵
シ
ス
テ
ム
を
用
い
て
、
船
舶
の
電
力
シ
ス
テ
ム
を
最
適
化
。
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省
エ
ネ

／
代
替

燃
料

 

SY
N

E
R

G
E

T

IC
S 

内
陸
・
沿
岸
航
路
の
グ
リ
ー
ン

転
換
を
促
進
す
る
シ
ナ
ジ
ー

 

内
陸
水
運
輸
と
沿
岸
船
舶
の
グ
リ
ー
ン
化
を
加
速
す
る
た
め
の
レ
ト
ロ
フ
ィ
ッ
ト
ソ

リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
を
開
発
。
水
素
や
メ
タ
ノ
ー
ル
燃
焼
を
活
用
し
、
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
推

進
シ
ス
テ
ム
の
効
果
を
示
す
。
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造
船

 
E

SY
 

エ
コ
シ
ッ
プ
ヤ
ー
ド

（
E

C
O

SH
IP

Y
A

R
D
）

 

持
続
可
能
な
造
船
技
術
と
材
料
の
循
環
を
促
進
す
る
。
船
舶
の
環
境
影
響
を
減
ら

し
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
効
率
を
向
上
さ
せ
る
た
め
に
、
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
や
港
の
電

化
技
術
を
導
入
。
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3
 

 

省
エ
ネ

 
R

E
T

R
O

FI
T

5
5

 
2

0
3

0
年
ま
で
に

G
H

G
排
出
量

5
5

%
削
減
を
達
成
す
る
た
め
の

レ
ト
ロ
フ
ィ
ッ
ト
ソ
リ
ュ
ー
シ

ョ
ン

 

船
舶
の

G
H

G
排
出
量
を

3
5

%
削
減
す
る
た
め
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
節
約
技
術
を
開
発
。
風

力
支
援
推
進
や
空
気
潤
滑
シ
ス
テ
ム
を
取
り
入
れ
た
レ
ト
ロ
フ
ィ
ッ
ト
ソ
リ
ュ
ー
シ

ョ
ン
を
提
案
。
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省
エ
ネ

／
代
替

燃
料

 

R
E

SH
IP

 
海
洋
・
内
陸
水
路
向
け
水
素
燃

料
船
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
効
率
化
ソ

リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
の
再
定
義

 

水
素
を
使
用
し
た
船
舶
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
効
率
を
向
上
さ
せ
る
技
術
を
開
発
。
新
し
い

エ
ネ
ル
ギ
ー
保
存
装
置
（

E
SD
）
を
活
用
し
、
船
舶
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
効
率
を
最
適
化
。
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省
エ
ネ

 
C

o
P

ro
p

e
l 

次
世
代
海
洋
船
舶
用
プ
ロ
ペ
ラ

向
け
複
合
材
料
技
術

 

高
効
率
な
複
合
材
料
製
の
船
舶
推
進
装
置
を
開
発
。
従
来
の
推
進
装
置
と
比
較
し
て

燃
費
向
上
、
騒
音
削
減
、
重
量
削
減
を
実
現
す
る
。
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0
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O
C

C
S 

G
re

e
n

M
a

r

in
e

 
気
候
中
立
に
向
け
た
船
舶
改
造

G
re

e
n

 M
a

ri
n

e
は
、
既
存
の
船
隊
を
改
造
し
て
気
候
中
立
化
を
加
速
す
る
こ
と
を
目

指
し
、
炭
素
捕
獲
や
エ
ネ
ル
ギ
ー
効
率
化
な
ど
の
革
新
的
な
技
術
を
実
証
す
る
。
こ

れ
に
は
、

E
G

R
や

C
C

U
S
技
術
、
エ
ン
ジ
ン
熱
を
利
用
し
た
燃
料
消
費
削
減
技
術
が
含

ま
れ
る
。
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
、
技
術
的
な
有
効
性
を
実
証
す
る
た
め
、
ま
ず
陸
上
エ

ン
ジ
ン
で
の
デ
モ
を
行
い
、
そ
の
後
船
舶
で
の
適
用
を
選
定
し
、
最
終
的
に
は
ソ
フ

ト
ウ
ェ
ア
ツ
ー
ル
カ
タ
ロ
グ
を
開
発
す
る
。
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安
全

 
H

E
A

LT
Y

 

SA
IL

IN
G

 
ク
ル
ー
ズ
船
お
よ
び
旅
客
フ
ェ

リ
ー
に
お
け
る
感
染
症
の
予

防
、
軽
減
、
管
理

 

H
E

A
LT

H
Y

 S
A

IL
IN

G
は
、
感
染
症
予
防
と
管
理
の
た
め
の
革
新
的
な
多
層
的
ア
プ
ロ
ー

チ
を
提
供
す
る
。
大
規
模
フ
ェ
リ
ー
や
ク
ル
ー
ズ
船
向
け
に
、
既
知
及
び
新
興
の
感

染
症
に
対
応
す
る
準
備
と
対
応
策
を
策
定
す
る
。

A
I
シ
ス
テ
ム
や
サ
ー
ベ
イ
ラ
ン
ス

ツ
ー
ル
、
予
測
ツ
ー
ル
を
活
用
し
て
、
船
上
で
の
健
康
リ
ス
ク
を
早
期
に
検
出
し
、

リ
ス
ク
に
基
づ
い
た
適
切
な
対
応
を
提
供
す
る
。
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代
替
燃

料
 

Fu
e

lS
O

M
E
多
燃
料

SO
FC
（
固
体
酸
化
物

燃
料
電
池
）
シ
ス
テ
ム

 

Fu
e

lS
O

M
E
は
、
⻑
距
離
海
上
輸
送
向
け
に
柔
軟
で
ス
ケ
ー
ラ
ブ
ル
な
エ
ネ
ル
ギ
ー
⽣

成
シ
ス
テ
ム
の
技
術
的
実
現
可
能
性
を
探
る
。
ア
ン
モ
ニ
ア
、
メ
タ
ノ
ー
ル
、
水
素

を
利
用
し
た

SO
FC
技
術
に
焦
点
を
当
て
、
欧
州
の
海
運
業
界
に
お
け
る
環
境
、
社

会
、
経
済
へ
の
影
響
を
評
価
す
る
。
こ
れ
に
よ
り
、
他
の
排
出
困
難
な
セ
ク
タ
ー
に

も
適
用
可
能
な
技
術
の
実
装
が
促
進
さ
れ
る
。
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そ
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他

 
M
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rL

E
N

 
海
運
向
け
低
排
出
ネ
ッ
ト
ワ
ー

ク
 

M
a

rL
E

N
は
、

E
U
の
水
上
輸
送
分
野
に
お
け
る
ゼ
ロ
エ
ミ
ッ
シ
ョ
ン
技
術
の
研
究
開

発
を
加
速
す
る
た
め
、
欧
州
の
水
運
省
や
研
究
機
関
が
連
携
す
る
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
。

国
際
的
な
共
同
研
究
を
通
じ
て
、
技
術
の
安
全
な
実
装
に
向
け
た
政
策
形
成
や
研
究

開
発
の
強
化
を
目
指
す
。
こ
れ
に
よ
り
、
技
術
革
新
の
推
進
と
海
上
輸
送
業
界
の
ク

リ
ー
ン
エ
ネ
ル
ギ
ー
化
を
支
援
す
る
。
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そ
の
他

 
T
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U
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持
続
可
能
で
効
率
的
な
次
世
代

ゼ
ロ
エ
ミ
ッ
シ
ョ
ン
水
上
輸
送

技
術
の
展
開

 

T
R

U
ST

E
E
は
、
ゼ
ロ
エ
ミ
ッ
シ
ョ
ン
水
上
輸
送
の

2
0

2
5
年
お
よ
び

2
0

5
0
年
の
展
望

に
向
け
た
科
学
的
な
知
識
と
推
奨
事
項
を
提
供
す
る
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
。
環
境
、
社

会
、
技
術
的
、
経
済
的
な
側
面
を
組
み
合
わ
せ
た
評
価
フ
レ
ー
ム
ワ
ー
ク
を
作
成

し
、
ゼ
ロ
エ
ミ
ッ
シ
ョ
ン
技
術
の
普
及
を
妨
げ
る
障
壁
を
特
定
し
、
解
決
策
を
提
案

す
る
。
最
終
的
に
は
、
標
準
化
と
規
制
の
開
発
に
寄
与
す
る
。
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海
洋
再
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N
E

X
T

FL
O

A

T
 

深
海
用
の
次
世
代
統
合
浮
体
式

風
力
発
電
技
術

 

N
E

X
T

FL
O

A
T
は
、
浮
体
式
オ
フ
シ
ョ
ア
風
力
発
電
の
競
争
力
を
高
め
る
た
め
、
革
新

的
な
浮
体
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
と

2
ブ
レ
ー
ド
ダ
ウ
ン
ウ
ィ
ン
ド
タ
ー
ビ
ン
を
組
み

合
わ
せ
た
シ
ス
テ
ム
を
実
証
す
る
。
新
し
い
ア
ル
ミ
ニ
ウ
ム
素
材
の
ダ
イ
ナ
ミ
ッ
ク

ケ
ー
ブ
ル
を
使
用
し
、
効
率
的
な
設
置
と
運
用
コ
ス
ト
の
削
減
を
目
指
す
。
地
中
海

で
の
実
証
実
験
を
通
じ
て
、
大
規
模
展
開
に
向
け
た
ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
を
作
成
す
る
。
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SU
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V
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円
形
コ
ン
ク
リ
ー
ト
浮
体
防
波

堤
を
統
合
し
た
構
造
的
に
信
頼

性
の
高
い
浮
体
式
洋
上
太
陽
光

発
電
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン

 

新
し
い
概
念
の
浮
体
式
太
陽
光
発
電
（

FP
V
）
シ
ス
テ
ム
を
開
発
す
る
。
外
部
の
浮
体

式
防
波
堤
構
造
が
波
や
風
、
流
れ
か
ら

FP
V
モ
ジ
ュ
ー
ル
を
保
護
し
、
エ
ネ
ル
ギ
ー

出
力
を
増
加
さ
せ
る
こ
と
を
目
指
す
。
新
し
い
コ
ン
ク
リ
ー
ト
材
料
や
予
測
モ
デ
リ

3
,5

1
5
,0

9
7

3
,5

1
5
,0

9
7

2
0

2
2

/

9
/3

0
 

~
 

2
0

2
5

/

9
/3

0
 

－ 134 －



1
3

5
 

 

ン
グ
技
術
を
活
用
し
、
低
コ
ス
ト
で
高
耐
久
性
を
実
現
す
る
た
め
、
海
上
環
境
で
の

試
験
と
検
証
を
行
う
。

 

海
洋
再

エ
ネ

 

P
LO

T
E

C
 

P
LO

C
A

N
テ
ス
ト
済
み
最
適
化

浮
体
式
海
洋
熱
エ
ネ
ル
ギ
ー
変

換
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム

 

海
洋
温
度
差
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
利
用
し
て
安
定
し
た
電
力
供
給
を
実
現
す
る
た
め
の
技

術
を
開
発
す
る
。
円
環
状
材
料
や
計
算
モ
デ
リ
ン
グ
技
術
を
駆
使
し
て
、
浮
体
型
発

電
所
の
構
造
を
設
計
・
構
築
す
る
。
経
済
的
、
環
境
的
、
社
会
的
影
響
を
評
価
し
、

持
続
可
能
な
エ
ネ
ル
ギ
ー
源
と
し
て
の
海
洋
温
度
差
発
電
の
可
能
性
を
高
め
る
。
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洋
再
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N
A

T
U

R
SE

A
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V
 

耐
久
性
・
競
争
力
・
生
物
模
倣

型
の
浮
体
式
洋
上
太
陽
光
発
電

構
造
向
け
の
新
型
エ
コ
セ
メ
ン

ト
材
料

 

海
洋
環
境
に
適
し
た
浮
体
式
太
陽
光
発
電
（

FP
V
）
の
構
造
を
開
発
す
る
。
新
し
い
環

境
に
優
し
い
コ
ン
ク
リ
ー
ト
材
料
を
使
用
し
、
耐
久
性
を
高
め
る
た
め
の
バ
イ
オ
ベ

ー
ス
の
防
食
及
び
防
汚
コ
ー
テ
ィ
ン
グ
を
開
発
し
、
浮
体
式
太
陽
光
発
電
の

LC
O

E
を

削
減
し
、
技
術
の
⻑
寿
命
化
と
低
コ
ス
ト
化
を
実
現
す
る
。
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洋
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IN
FI

N
IT

E
 

深
海
向
け
の
革
新
的
洋
上
風
力

発
電
技
術

 

浮
体
式
オ
フ
シ
ョ
ア
風
力
発
電
シ
ス
テ
ム
を
開
発
し
、
深
海
に
お
け
る
新
し
い
設
置

方
法
を
実
証
す
る
。
革
新
的
な
コ
ン
ク
リ
ー
ト
テ
ン
シ
ョ
ン
レ
ッ
グ
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ

ー
ム
と
ア
ル
ミ
ニ
ウ
ム
製
ダ
イ
ナ
ミ
ッ
ク
ケ
ー
ブ
ル
を
使
用
し
、
安
全
で
軽
量
、
安

価
な
構
造
を
提
供
す
る
。
風
力
発
電
の
商
業
化
を
目
指
し
、
現
地
の
関
係
者
と
協
力

し
て
、
社
会
的
な
受
け
入
れ
と
海
洋
空
間
計
画
を
改
善
す
る
。
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W
H

E
E

L 
低
炭
素
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
の
た

め
の
風
力
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
進
化

W
H

E
E

L
は
、
深
海
向
け
の
革
新
的
な
浮
体
式
風
力
技
術
を
開
発
し
、
コ
ス
ト
削
減
と

環
境
負
荷
の
低
減
を
目
指
す
。

6
M

W
の
実
証
機
を
設
置
し
、
技
術
の
商
業
化
と
規
模

拡
大
を
図
る
。
技
術
の
持
続
可
能
性
、
産
業
化
戦
略
、
海
上
イ
ン
フ
ラ
の
適
用
性
に

焦
点
を
当
て
、

2
0

3
0
年
に
向
け
て

LC
O

E
を
大
幅
に
削
減
す
る
こ
と
を
目
指
す
。
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⿊
海
に
お
け
る
浮
体
式
洋
上
風

力
発
電
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W
は
、
⿊
海
の
浮
体
式
洋
上
風
⼒
発
電
の
可
能
性
を
活
⽤
す
る
こ
と
を
目
指

し
、
低
・
中
風
速
地
域
に
最
適
化
さ
れ
た
コ
ス
ト
効
率
の
良
い
浮
体
型
ユ
ニ
ッ
ト
の

設
計
を
示
す

5
M

W
の
実
証
機
を
導
入
す
る
。
目
標
は
、

2
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3
0
年
ま
で
に
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O

E
を
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8
7
€

/M
W

h
、

2
0

5
0
年
に
は

5
0
€

/M
W

h
へ
削
減
す
る
こ
と
。
ま
た
、
石
油
・
ガ
ス
業

界
と
の
連
携
や
社
会
的
受
容
性
の
向
上
、
国
境
を
越
え
た
政
策
開
発
を
推
進
す
る
。
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再

エ
ネ

 

W
E

D
U

SE
A
大
規
模
な
波
力
エ
ネ
ル
ギ
ー
実

証
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
展
開

 

波
力
発
電
の

1
M

W
実
証
機
を
ス
コ
ッ
ト
ラ
ン
ド
の

E
M

E
C
で
デ
モ
ン
ス
ト
レ
ー
シ
ョ

ン
し
、
技
術
の
コ
ス
ト
削
減
と
商
業
化
に
向
け
た
ス
テ
ッ
プ
を
踏
む
。

LC
O

E
の
削
減

を
目
指
し
、
投
資
家
の
信
頼
を
高
め
る
と
と
も
に
、
環
境
へ
の
影
響
や
技
術
基
準
へ

の
貢
献
を
促
進
す
る
。
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O
ce
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n

 
SE

T
プ
ラ
ン
実
施
ワ
ー
キ
ン
グ

グ
ル
ー
プ
と
欧
州
海
洋
エ
ネ
ル

ギ
ー
技
術
革
新
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ

ー
ム
の
支
援

 

海
洋
エ
ネ
ル
ギ
ー
分
野
で
の
協
力
と
知
識
共
有
を
促
進
し
、

E
U
の
海
洋
エ
ネ
ル
ギ
ー

戦
略
の
実
現
に
向
け
て
、

E
T

IP
 O

ce
a

n
お
よ
び

SE
T

 P
la

n
 O

ce
a

n
 E

n
e

rg
y 

IW
G
の
活
動

を
支
援
す
る
。
主
要
目
標
は
、
業
界
間
の
連
携
強
化
と
、
持
続
可
能
な
エ
ネ
ル
ギ
ー

供
給
に
向
け
た
進
展
を
加
速
す
る
こ
と
で
あ
る
。
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R
IN

E
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IN
D

 
浮
体
式
洋
上
風
力
発
電
技
術
シ

ス
テ
ム
の
市
場
導
入
促
進

 

浮
体
式
洋
上
風
力
発
電
技
術
の
市
場
参
入
を
促
進
す
る
た
め
、
ポ
ル
ト
ガ
ル
、
英

国
、
ギ
リ
シ
ャ
、
ス
ペ
イ
ン
、
イ
タ
リ
ア
で
の
実
証
研
究
を
通
じ
て
、
政
策
・
社

会
・
技
術
的
課
題
を
分
析
す
る
。
こ
れ
に
よ
り
、
技
術
的
ボ
ト
ル
ネ
ッ
ク
の
解
消
や

社
会
的
受
容
性
の
向
上
を
目
指
す
。
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続
可
能
な
水
上
活
動
と
輸
送

の
た
め
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動
的
技
術
経
済
シ
ナ

リ
オ
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
モ
デ

ル
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D

S
は
、
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
の
水
上
輸
送
業
界
に
お
け
る
持
続
可
能
な
エ
ネ
ル
ギ
ー
の

導
入
を
支
援
す
る
シ
ナ
リ
オ
分
析
を
行
う
。
水
運
業
界
の
技
術
準
備
状
況
や
コ
ス

ト
、
ス
ケ
ー
ラ
ビ
リ
テ
ィ
な
ど
を
考
慮
し
、
地
域
エ
ネ
ル
ギ
ー
生
産
を
シ
ミ
ュ
レ
ー

ト
し
て
、
効
率
的
な
エ
ネ
ル
ギ
ー
転
換
パ
ス
を
評
価
す
る
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